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様式１－１－１ 中期目標管理法人 年度評価 評価の概要様式 

１．評価対象に関する事項 

法人名 独立行政法人労働政策研究・研修機構 

評価対象事業年

度 

年度評価 平成 26 年度（第３期） 

中期目標期間 平成 24～28 年度 

 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣 （共管法人は評価の分担についても記載）厚生労働大臣 

 法人所管部局 （評価を実施した部局を記載）政策統括官付労政担当参事官室 担当課、責任者 （担当課、課長名等を記載）労政担当参事官 青山 桂子 

 評価点検部局  （主務大臣評価を取りまとめ、点検する部局を記載）政策統括官 担当課、責任者 （担当課、課長名等を記載）政策評価官室 大地 直美 政策評価官 

主務大臣 （共管法人は評価の分担についても記載） 

 法人所管部局 （評価を実施した部局を記載） 担当課、責任者 （担当課、課長名等を記載） 

 評価点検部局 （主務大臣評価を取りまとめ、点検する部局を記載） 担当課、責任者 （担当課、課長名等を記載） 

 

 

３．評価の実施に関する事項 

（実地調査、理事長・監事ヒアリング、有識者からの意見聴取など、評価のために実施した手続等を記載） 

・平成２７年７月２７日に法人の理事長・監事からのヒアリング及び外部有識者からの意見聴取を実施した。 

 

 

 

 

 

 

４．その他評価に関する重要事項 

（組織の統廃合、主要な事務事業の改廃などの評価対象法人に関する事項、評価体制の変更に関する事項などを記載） 
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様式１－１－２ 中期目標管理法人 年度評価 総合評定様式 

１．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ） 

A：全体として中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる。 （参考）本中期目標期間における過年度の総合評定の状況 

※過年度の総合評定は別添「総合評定」の算出方法により算出願います。 

ｘ１年度 ｘ２年度 ｘ３年度 ｘ４年度 ｘ５年度 

Ａ Ａ A   

評定に至った理由 項目別評定のうち、Sが１項目、Aが４項目、Bが５項目となっており、また全体として評定を引き下げる事象もなかったため、基準に基づき「A」評価とした。 

 

２．法人全体に対する評価 

法人全体の評価 ① 労働政策研究について、労働行政の企画立案に資する質の高い研究が実施され、特に、項目「１－２ 成果のとりまとめ及び評価」の項目においては、全指標において計画

を 120％以上上回り、質的にも顕著な成果を達成していること、②国内や海外の労働情報について、最新の制度や実態に関する情報がわかりやすく提供されており、広く活用

されていること、③労働関係事務担当職員に対する研修について、26 年度は大幅な対象者の増加にもかかわらず、効率的、効果的に質の高い研修が実施されたこと、また、

機構の工夫により、研究と研修のいっそうの連携が図られ相乗効果が発揮されていること、④機構の運営について、引き続き、業務改善努力により、適切な組織規律のもと

効率的運営がなされていること、さらに、全体として評定を引き下げる事象もなかったことから、機構においては、26 年度も引き続き高いレベルでの業務運営が行われてい

ると評価できる。 

 

 

全体の評定を行う上で

特に考慮すべき事項 

特に無し。 

 

 

 

３．項目別評価における主要な課題、改善事項など 

項目別評定で指摘した

課題、改善事項 

 

 

その他改善事項  

主務大臣による改善命

令を検討すべき事項 

 

 

 

４．その他事項 

監事等からの意見 （監事等へのヒアリングを実施した結果、監事等からの意見で特に記載が必要な事項があれば記載） 

 

 

その他特記事項 （有識者からの意見があった場合の意見、評価の方法について検討が必要な事項など、上記以外で特に記載が必要な事項があれば記載） 
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１－１－３ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定総括表 

中期計画（中期目標） 年度評価 項目別調書

№ 

備考 

 

 中期計画（中期目標） 年度評価 項目別

調書№ 

備考 

  ２４

年度 

２５

年度 

２６

年度 

２７

年度 

２８

年度 

  ２４

年度 

２５

年度 

２６

年度 

２７

年度 

２８

年度 

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項  

 労働政策研究の実施体制、厚労省

との連携等 

Ａ Ｓ Ａ 

 

  １－１    業務運営の効率化に関する事項 Ａ Ａ Ｂ 

 

  ２－１  

成果の取りまとめ及び評価 Ａ Ａ Ｓ 

 

  １－２            

国内労働事情、各種統計データの

収集・整理 

Ａ Ａ Ａ 

 

  １－３            

海外情報の収集・整理、海外との

ネットワーク 

Ａ Ａ Ａ   １－４            

労働政策研究等の成果の普及 Ａ Ａ Ｂ 

 

  １－５            

 政策論議の場の提供及び政策提

言 

Ａ Ａ Ｂ 

 

  １－６            

労働関係事務担当職員等に関す

る研修 

Ａ Ａ Ａ 

 

  １－７            

業務評価システム／業務運営等

への意見及び評価の把握 

Ｂ Ａ Ｂ 

 

  １－８            

                  

                   

          Ⅲ．財務内容の改善に関する事項  

           財務内容の改善に関する事項 

 

Ａ Ａ Ｂ 

 

  ３－１  

                  

                  

                  

                   

          Ⅳ．その他の事項  

                   

                  

                  

                  

                   

 

※重要度を「高」と設定している項目については各評語の横に「○」を付す 

難易度を「高」と設定している項目については各評語に下線 
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１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―１ 労働政策研究の実施体制、厚労省との連携等 

業務に関連する政策・施

策 

・豊かで安定した勤労者生活の実現を図ること（Ⅲ－４－２） 

・労使関係が将来にわたり安定的に推移するよう集団的労使関係のルールの確立及び普及等を図るとと

もに、集団的労使紛争の迅速かつ適切な解決を図ること（Ⅲ－６－１） 

・個別労働紛争の解決の促進を図ること（Ⅲ－７－１） 

・公共職業安定機関等における需給調整機能の強化及び労働者派遣事業等の適正な運営を確保すること

（Ⅳ－１－１） 

・地域、中小企業、産業の特性に応じ、雇用の創出及び雇用の安定を図ること（Ⅳ－２－１） 

・高齢者・障害者・若年者等の雇用の安定・促進を図ること（Ⅳ－３－１） 

・雇用保険制度の安定的かつ適正な運営及び求職活動を容易にするための保障等を図ること（Ⅳ－４－

１） 

・男女労働者の均等な機会と待遇の確保対策、仕事と家庭の両立支援、パートタイム労働者と正社員間

の均等・均衡待遇等を推進すること（Ⅵ－１－１） 

当該事業実施

に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人労働政策研究・研修機構法第 12 条第１号 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する政策

評価・行政事業

レビュー 

事前分析表（平成 26 年度）Ⅲ－４－２ 

行政事業レビューシート番号 454 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ② 要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標 達成目標 （参考） 
前中期目標期
間平均値等 

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度  指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 

厚生労働省

職員向け勉

強会等の開

催回数（計

画） 

－  10 件 10 件 10 件    予算額（千円） － － －   

同上（実績）  10 件 16 件 15 件 16 件    決算額（千円） － － －   

同上（達成

率） 

  160％ 150％ 160％    経常費用（千円） － － －   

         経常利益（千円） － － －   

         行政サービス 

実施コスト（千円） 

－ － －   

         従事人員数（人） － － －   

               

               

※ 独立行政法人会計基準の改定等を踏まえ、事業単位とそれに係るインプット情報を整合させるため、 

現在検討中であることから、「－」表示とする。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 １ 労働政策研究 

（１）次に掲げる労

働政策研究につい

て、引き続き民間企

業及び大学等の研

究機関においては

なし得ない研究内

容に一層厳選して

実施することによ

り、調査研究の重複

を排除するととも

に、厚生労働省の労

働政策の企画立案

及び推進に資する

質の高い調査研究

に一層重点化する

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 労働政策研究 

（１）労働政策研究の種

類 

 次に掲げる労働政策

研究について、引き続き

民間企業及び大学等の

研究機関においてはな

し得ない研究内容に一

層厳選し、労働政策の企

画立案及び推進に一層

貢献する調査研究を戦

略的に推進し、高い水準

の成果を出す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 労働政策研究 

（１）労働政策研究の種

類及び実施体制 

次に掲げる労働政策

研究について、引き続き

民間企業及び大学等の

研究機関においてはな

し得ない研究内容に一

層厳選して実施し、労働

政策の企画立案及び推

進に一層貢献する調査

研究を戦略的に推進し、

高い水準の成果を出す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

厚生労働省職員向け

勉強会等を１０回以

上開催する 

＜その他の指標＞ 

なし 

 

＜評価の視点＞ 

○ 研究テーマや研

究成果が、民間企業、

大学等の研究機関で

はなし得ない又は実

施していないものと

なっているか。 

 

○ 研究計画は、各研

究テーマについて、労

働政策の企画立案及

び推進に係るニーズ

を踏まえ、適切に作成

されているか。特に、

厚生労働省の緊急の

政策ニーズを把握し

た上で、迅速・的確に

対応しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

○ 研究テーマの設定 

機構では、労働政策上の課題に

ついて厚生労働省、学識者、労使

団体等との会議を設け、労働政策

に関わる現状と課題、研究への要

望等について把握、意見交換を行

い、労働政策研究機関として取り

組むべき重要なテーマを厳選した

上で、体系的かつ継続的な調査研

究に取り組んでいる。 

 

①厚生労働省とのハイレベル会合

（厚生労働省の審議官クラスと当

機構理事長、理事等との意見交換） 

年１回 

 

②厚生労働省幹部（次官・局長級）

等との政策論議 

（前年度成果等に関する各局別の

研究報告会） 

労働基準局 １回 

職業安定局 １回 

職業能力開発局 １回 

雇用均等・児童家庭局 １回 

 

③特別研究員会議 

（大学等の研究者との意見交換） 

 年１回 

 

④調査研究に関する懇談会 

（労使関係団体との意見交換） 

各年１回  

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

 

 

 

 

○ 労働政策形成への貢献度の高い調査研究テーマを設

定するために、厚生労働省や労使・有識者との意見交換

により、労働政策上の課題を多角的に把握し、的確なテ

ーマ設定に努めている。 

その結果、労働政策の企画立案及び推進に一層貢献す

る重要なテーマの調査研究に取り組むことができてい

る。 

 

○ 例えば、多様な非正規雇用の活用実態や建設労働者

の人手不足の問題等、２５年度の研究報告会、特別研究

員会議、調査研究に関する懇談会で要望のあった研究課

題について、プロジェクト研究等の研究計画に反映させ、

２６年度のそれぞれの会議において、その実施状況を報

告した。 

また、例えば、中小企業を対象とする企業調査を行う

にあたっては、事前に経済団体を個別に訪問し、意見交

換を行うなど、労働現場の実態や課題に即した調査内容

となるように、ニーズの把握を行っている。 

 

○ また、厚生労働省で短期的又は緊急に対応が必要な

政策課題についても、四半期ごとに要望を聴取し、機構

の人材・知見・ノウハウを活用して、迅速に調査を行う

など、厚生労働省の要望に的確に対応し、成果をとりま

とめた。さらに、厚生労働省幹部（次官・局長級）等と

の政策論議における要望や、学識・労使の有識者で構成

される総合評価諮問会議における委員からの指摘を踏ま

えるとともに、社会保障の改革が労働市場全体から見て、

望ましい方向に向かっているのか、雇用の面から検証す

る必要があることから、２６年度から、研究会（「雇用の

面から見た社会保障の在り方に関する懇談会」）を設置

し、調査研究の裾野を拡大することとした。 

 

評定 A 

＜評定に至った理由＞ 

○ 労働政策の企画立案のためには、労働現場に関

する実証的な研究が重要であるが、機構におい

ては、中長期的な研究及び、緊急の行政ニーズ

に対応する研究の双方に取り組んでいる。 

 

○ 政策研究機関として、厚生労働省との連携のも

とで、政府の成長戦略等も意識し、行政ニーズ

に対応した研究を実施するとともに、より実態

に即した研究となるような工夫や、外部有識者

の参画を得て、新たな行政需要に対応するため

の研究にも主体的に取り組んでいる。 

 

○ 特に、26 年度からは、日本的雇用システムの

変化を把握分析するため、「雇用システムと法

プロジェクト」を立ち上げるなど、中長期的か

つ横断的な視点をもって研究を実施している

と評価できる。 

○ 厚生労働省職員向け勉強会等の開催回数につ

いて、26 年度は 16 回開催されており、前中期

目標期間平均値（10 回）の 160％となっている。 

 

○ 結果、公労使三者で構成され、労働政策につい

て審議をする「労働政策審議会」等、厚生労働

省を含む行政機関の審議会等で多数利用され

ているが、平成 26 年度には利用件数は 224 件

と昨年度（149 件）を大きく上回る件数となっ

ている。 

 

○ また、実施した研究内容については、「１－２」

にあるように、目標を大きく上回る高い評価を

得ている。 

 

○ さらに、研究の実施にあたっては、特にプロジ

ェクト研究の実施に際して、部門横断的に研究

員、調査員の最適配置を実施するとともに「雇

用の面から見た社会保障の在り方に関する懇
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イ プロジェクト研

究 

現在、我が国が直

面する別紙に掲げ

る中長期的な労働

政策の課題に係る

労働政策研究。その

実施に際しては、戦

略的又は部門横断

的な取組を行うこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ プロジェクト研究 

 中期目標で示された

我が国が直面する中長

期的な労働政策の課題

に係る労働政策研究（以

下「プロジェクト研究」

という。）については、

国家戦略及び労働政策

に関わる基本方針の実

現に資するため、労働政

策の企画立案及び推進

に係るニーズ等を十分

踏まえて、機構内外の幅

広い人材の参加を得て、

中期目標期間を通じて

実施する。 

 それぞれのプロジェ

クト研究に関して、責任

を持って実施する研究

部門を設け、これをプロ

ジェクト研究推進の中

核とする。各研究部門の

部門長として、プロジェ

クト研究のリーダーと

なる研究員には、他の研

究員に対する効果的な

研究指導を行い、組織全

体の研究能力を向上さ

せる能力を有する人材

を充てる。また、実施に

当たっては、プロジェク

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ プロジェクト研究 

 中期目標第３の１で

示された中長期的な労

働政策の課題に係る労

働政策研究テーマに対

応して、下記のプロジェ

クト研究を実施する。 

①「非正規労働者施策等

戦略的労働・雇用政策の

あり方に関する調査研

究」（略） 

②「我が国を取り巻く経

済・社会環境の変化に応

じた雇用・労働のあり方

についての調査研究」

（略） 

③「経済・社会の変化に

応じた職業能力開発シ

ステムのあり方につい

ての調査研究」（略） 

④「生涯にわたるキャリ

ア形成支援と就職促進

に関する調査研究」（略） 

⑤「企業の雇用システ

ム・人事戦略と雇用ルー

ルの整備等を通じた雇

用の質の向上、ディーセ

ント・ワークの実現につ

いての調査研究」（略） 

⑥「労使関係を中心とし

た労働条件決定システ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・労働部会（連合・連合総研） 

・経営部会（経団連・日商・全国

中小企業団体中央会）  

・経済団体実務者懇談会（同上） 

 

⑤総合評価諮問会議 

（労働政策等について学識及び経

験を有する者による年度計画・業

務実績の評価） 年２回 

 

○ プロジェクト研究 

６つのプロジェクト研究テーマ

に関して、１９のサブテーマを設

定して調査研究を実施した。 

 

１．非正規労働者施策等戦略的労働・雇用

政策のあり方に関する調査研究 

（１）総合的労働・雇用政策プロジェクト 

（２）正規・非正規の多様な働き方に関す

る調査研究 

（３）東日本大震災からの復旧・復興と雇

用・労働に関する JILPT 調査研究プロ

ジェクト 

 

２．我が国を取り巻く経済・社会環境の変

化に応じた雇用・労働のあり方についての

調査研究 

（４）労働力需給推計に関する研究 

（５）労働力需給構造の変化と雇用・労働

プロジェクト 

（６）アジアにおける労働社会の実情把握

などグローバル化対応に関する調査研

究プロジェクト 

 

３．経済・社会の変化に応じた職業能力開

発システムのあり方についての調査研究 

（７）能力開発施策のあり方に関する調査

研究 

（８）企業における能力開発・キャリア形

成のあり方に関する調査研究 

（９）若年者の職業への円滑な移行に関 

 

４．生涯にわたるキャリア形成支援と就職

促進に関する調査研究る調査研究 

○ 厚生労働省、労使関係団体等幅広い立場のニーズに

合致した調査研究を行っていることから、労働政策審議

会等において機構の研究成果が数多く活用されたと考え

られる（２６年度：２２４件）。政策研究を専門に行うと

いう観点から、機構に類似する研究機関は他になく、他

の研究機関ではなし得ない内容・水準となっていると考

えられる。 

 

 

 

○ プロジェクト研究については、失業なき労働移動の

実現、マッチング機能の強化、多様な働き方の実現とい

った政府の成長戦略に対応して、「労働力需給構造の変化

と雇用・労働プロジェクト」、「能力開発施策のあり方に

関する調査研究」や、「生涯にわたるキャリア形成支援に

関する調査研究」などにおいて、外部労働市場の実態把

握や機能強化といった視点から調査研究内容の拡充を図

った。 

 （例） 

 ・転職市場と労働移動の調査研究 

・地域における雇用機会と就業行動に関する研究 等 

 

○ さらに、２６年度から、日本的雇用システムの変化

を把握分析し、今後の変化を見通しつつ、政策上の課題

を提示することを目的とする「雇用システムと法プロジ

ェクト」を立ち上げた。また、「東日本大震災からの復旧・

復興と雇用・労働に関する JILPT 調査研究プロジェクト」

の継続や、日系企業の進出しているアジアの国々の労働

事情の把握など、厚生労働省の要望に加え、総合評価諮

問会議等における意見を踏まえつつ、中長期的な労働政

策の課題に対応した取組を推進している。 

 

○ プロジェクト研究の全ての成果について、政策的イ

ンプリケーションに富むとの行政評価を得た（シート１

－２参照）。 

 

 

 

 

 

 

談会」など、積極的に外部有識者、労使関係者

とも連携を図ることにより、最も効率的かつ効

果的な体制で研究を実施している。 

 

 

○ 以上より、本項目については、初期の目標を上

回る成果を得ており、「A」評価とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

無し 

 

 

＜その他事項＞ 

無し 
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ロ 課題研究 

厚生労働省から

の要請に基づいた

重要性の高い新た

な政策課題に係る

労働政策研究。 

 

ト研究間において相乗

効果を発揮する等の観

点から、部門を越えた研

究員の参加などの柔軟

な実施体制を組む。な

お、プロジェクト研究

は、計画的に実施するも

のとし、原則として年度

ごとに成果または進捗

状況をとりまとめ、公表

する。 

 中期目標期間中のプ

ロジェクト研究テーマ

は別紙１のとおりとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 課題研究 

 厚生労働省からの要

請に基づいた労働政策

研究については、重要性

の高い新たな政策課題

に係る労働政策研究と

して、上記イの研究部門

ムに関する調査研究」

（略） 

 

プロジェクト研究は、そ

れぞれのプロジェクト

研究に関して責任を持

って実施する研究部門

を設け、これをプロジェ

クト研究推進の中核と

する。各研究部門の部門

長として、プロジェクト

研究のリーダーとなる

研究員には、他の研究員

に対する効果的な研究

指導を行い、組織全体の

研究能力を向上させる

能力を有する人材を充

てる。また、実施に当た

っては、プロジェクト研

究間において相乗効果

を上げる等の観点から、

部門を越えた研究員の

参加などの柔軟な実施

体制を組むとともに、関

連の深いプロジェクト

研究テーマにおいては、

その連携を図る。なお、

プロジェクト研究は計

画的に実施するものと

し、原則として年度ごと

に成果または進捗状況

をとりまとめ、公表す

る。 

 

ロ 課題研究 

厚生労働省から要請さ

れた労働政策課題研究

について、研究の趣旨・

目的・概要・必要性等を、

さらに両者間で十分吟

味した上で、より重要性

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（10）生涯にわたるキャリア形成支援に関

する調査研究 

（11）就職困難者等の特性把握と就職支援

に関する調査研究 

（12）就職・採用実現のためのマッチング

とコンサルティングに関する調査研究 

 

５．企業の雇用システム・人事戦略と雇用

ルールの整備等を通じた雇用の質の向上、

ディーセント・ワークの実現についての調

査研究 

（13）雇用システムと法プロジェクト 

（14）企業経営と人事戦略に関する調査研

究プロジェクト 

（15）女性の活躍促進に関する調査研究プ

ロジェクト 

（16）仕事と生活に関する調査研究 

 

６．労使関係を中心とした労働条件決定シ

ステムに関する調査研究 

（17）規範設定に係る集団的労使関係のあ

り方研究プロジェクト 

（18）従業員代表制実態調査研究プロジェ

クト 

（19）職場のいじめ・嫌がらせ問題に関す

る研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 課題研究 

厚生労働省からの要請に基づ

き、重要性の高い３つのテーマの

課題研究を実施した。 

 

・日本の雇用終了等の状況調査 

・主要諸外国の公共職業安定機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 課題研究については、政府の「「日本再興戦略」改訂

２０１４」の下での労働政策を効果的に支える重要テー

マの要請であり、厚生労働省とのハイレベル会合等を通

じて、要請趣旨の明確化と共有を図った。実施にあたっ

ては、研究部門と、労使や海外研究機関等とのネットワ

ークを生かした情報収集や調査・統計分析を担当する調

査部門で連携の上、年度内で調査研究を実施し、成果を
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ハ 緊急調査 

厚生労働省の緊

急の政策ニーズに

迅速・的確に対応す

るための調査。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

のうちもっとも関連の

深い部門が中心となっ

て、単独で、又はチーム

を組織して実施し、成果

を公表する。なお、必要

に応じて研究員と調査

員が連携するなど、積極

的かつ機動的に対応す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ 緊急調査 

 厚生労働省の緊急の

政策ニーズを把握した

上で、迅速・的確に対応

するため、課題について

最も関連の深い研究員

または調査員が中心と

なって、単独で、または

チームを組織して実施

し、速やかに結果を出

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の高い新たな政策課題

に係るものを実施する。 

課題研究は、もっとも関

連の深い部門が中心と

なって、単独で、又はチ

ームを組織して、また、

必要に応じて研究員と

調査員が連携して実施

し、成果を公表する。 

課題研究は、原則として

年度ごとに最終結果を

とりまとめ公表するが、

必要に応じて年度を越

えて研究期間を設定す

る場合には、年度ごとに

中間報告または進捗状

況を取りまとめること

とする。 

 

ハ 緊急調査 

厚生労働省の緊急の政

策ニーズを把握した上

で、迅速・的確に対応す

るため、課題について最

も関連の深い研究員ま

たは調査員が中心とな

って、単独で、またはチ

ームを組織して実施し、

速やかに結果を出す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・雇用保険業務統計分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 緊急調査 

 喫緊の政策課題に対応した緊急

調査１１テーマを実施した。 

 

・採用・配置・昇進等に関する調査 

・「新たな労働時間制度」の対象者に関する 

実態調査 

・諸外国の公益事業における争議規制に関 

する調査 

・キャリア理論及びカウンセリング理論の 

活用・普及に関する調査 

・最低賃金の引上げによる影響に関する分 

 析 

・働き方の改革・女性活躍促進に向けた企 

業調査 

・ものづくり企業の経営戦略と人材育成に 

関する調査 

・特に 65 歳以上の高年齢者の就労に関する 

調査について 

・効率的な働き方と企業パフォーマンス及 

び効率的な働き方と暮らし方に関する調 

査 

とりまとめ、厚生労働省に提供し、労働政策の企画立案

に貢献した。課題研究の全ての成果について、政策的イ

ンプリケーションに富むとの行政評価を得た（シート１

－２参照）。 

 

○ 「日本の雇用終了等の状況調査」の成果については、

厚生労働省から、「「日本再興戦略」改訂２０１４（平成

２６年６月２４日閣議決定）の予見可能性の高い紛争解

決システムの構築の項目において定められている「諸外

国の関係制度・運用に関する調査研究」に充てることが

でき、「産業競争力会議・規制改革会議等の関係会合にお

ける説明資料として活用予定」との行政評価を受けてお

り、重要性の高いテーマについて適切に対応することが

できたと考えられる。 

 

 

 

 

 

○ 緊急調査については、厚生労働省の緊急の政策ニー

ズを四半期ごとに把握し、政策の企画・立案に資するよ

う、迅速かつ的確に対応した。実施にあたっては、研究

部門と、労使や海外研究機関等とのネットワークを生か

した情報収集や調査を担当する調査部門の両部門で連携

の上、当該政策の企画・立案に資するよう、短期間で成

果を取りまとめ、厚生労働省に提供し、労働政策の企画

立案に貢献した。緊急調査の全ての成果について、政策

的インプリケーションに富むとの行政評価を得た（シー

ト１－２参照）。 

 

○ 例えば、「「新たな労働時間制度」の対象者に関する

実態調査」の成果が労働時間法制の見直しに活用される

など、喫緊の政策課題に貢献している。 
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（２）労働政策に係

る課題等を踏まえ

た調査研究を一層

推進するため、新た

に導入される厚生

労働省側の研究テ

ーマごとの担当者

登録制も活用しつ

つ、研究テーマの決

定から研究実施過

程、報告書の作成、

その後の活用時に

至るまで、厚生労働

省の政策担当部門

との十分な意見交

換を確保する仕組

みを構築すること

により、政策と研究

のブリッジ機能の

強化を図ること。 

 

 

 

 

（２）労働政策研究の実

施体制 

イ 実施体制 

 労働政策研究の推進

に当たっては、部門を超

えた研究員の参加等に

よる柔軟な研究の推進

および研究の相乗効果

の発揮に努めるととも

に、研究員と調査員の成

果を明確にしつつ、相互

の連携を強化する。 

 また、内部研究員によ

る研究実施を基本とし

つつ、調査研究の活性化

のため、任期付研究員や

非常勤研究員等の公

募・採用により、大学等

の研究機関に所属する

若手研究者の参加機会

を確保するとともに、近

接領域における優秀な

研究者の活用など、外部

の研究者・研究機関との

連携を積極的に推進す

る。さらに、政策担当者

や労使関係者などの実

務家が研究に参加し易

い体制を整備するなど、

労働政策に関する調査

研究のプラットフォー

ムとしての機能を強化

する。 

ロ 厚生労働省との連携

等 

 労働に関する政策課

題等を踏まえた調査研

 

 

 

 

（２）労働政策研究の実

施体制 

イ 実施体制 

労働政策研究の推進に

当たっては、部門を超え

た研究員の参加等によ

る柔軟な研究の推進お

よび研究の相乗効果の

発揮に努めるとともに、

研究員と調査員の成果

を明確にしつつ、相互の

連携を強化する。 

また、内部研究員による

研究実施を基本としつ

つ、調査研究の活性化の

ため、任期付研究員や非

常勤研究員等の公募・採

用により、大学等の研究

機関に所属する若手研

究者の参加機会を確保

するとともに、近接領域

における優秀な研究者

の活用など、外部の研究

者・研究機関との連携を

積極的に推進する。さら

に、政策担当者や労使関

係者などの実務家が研

究に参加し易い体制を

整備するなど、労働政策

に関する調査研究のプ

ラットフォームとして

の機能を強化する。 

ロ 厚生労働省との連携

等 

労働に関する政策課題

等を踏まえた調査研究

を戦略的に推進するた

 

 

 

 

 

 

○ 研究の実施体制

は効率的かつ柔軟な

ものとなっているか。

また、研究員と調査員

の成果を明確にしつ

つ、連携が図られてい

るか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 調査研究の活性

化のため、外部の研究

者・研究機関との連携

を積極的に推進して

いるか。 

 

○ 政策担当者や労

使関係者などの実務

家が研究に参加し易

い体制を整備してい

るか。 

 

 

 

・介護サービス提供事業所におけるキャリ 

アパスの動向と実施に関する調査 

・中高年齢者の転職・再就職調査について 

 

○ 研究の実施体制 

プロジェクト研究に対応して６

つの研究部門を設け、当該部門を

統括する統括研究員の下に、担当

する研究テーマの専門性に対応し

て研究員を配置している。調査部

門（調査・解析部及び国際研究部）

には、労働政策に関する深い知見

を持ちつつ、労使等との人的ネッ

トワークの構築・活用による継続

的な調査・情報収集を行い、内外

の労働問題の新たな動向や各種労

働政策の現場レベルにおける影響

を的確に把握できる能力等を有す

る職員（調査員）を配置している。

また、研究の実施に当たっては、

各個別研究テーマの性質に応じ、

研究部門等を超えた研究グループ

の編成も行いつつ対応している。 

 

 

○ 外部の研究者等との連携 

・外部研究者の研究参加 

大学 

５８人（前年度５２人） 

その他研究機関 

１０人（前年度１０人） 

・行政担当者の研究参加 

  ３４人（前年度４７人） 

・民間実務家の研究参加 

１０人（前年度３１人） 

・労使関係者などの実務家を対象

としたヒアリング ３２３件 

・共同研究 

独立行政法人経済産業研究所と

共同研究「ダイバーシティと経済

成長・企業業績」研究プロジェク

 

 

 

 

○ 各個別研究テーマの性質や手法に応じ、研究部門や

専門領域を超えて研究員・調査員が柔軟に連携・調整を

図り、相乗効果の発揮に努めるなど、適切な実施体制と

なっている。 

 

○ とりわけ、プロジェクト研究サブテーマ「総合的労

働・雇用政策プロジェクト」、「東日本大震災からの復旧・

復興と雇用・労働に関するＪＩＬＰＴ調査研究プロジェ

クト（震災記録プロジェクト）」、「アジアにおける労働社

会の実情把握などグローバル化対応に関する調査研究プ

ロジェクト」においては、部門横断的に研究員・調査員

を配し連携して調査研究に取り組んでいる。 

 

○ 課題研究及び緊急調査については、具体的な調査研

究活動の内容を踏まえ、適任の研究員・調査員が担当し、

研究計画通りに行われるよう、研究部門に加えて管理部

門による進捗管理、予算管理など組織的な進行管理を行

い、迅速に成果を取りまとめ、厚生労働省に提供し、労

働政策の企画立案に貢献した。 

 

 

○ 内部研究員による研究実施を基本としつつ、調査研

究の活性化のために、昨年に引き続き多くの外部研究者

等から研究への参加を得た。 

 

○ 通常の研究会以外にも、企業の実務家との研究会で

ある「労働問題の現状と展望に関する研究会（ヴィジョ

ン研）」、「雇用の面から見た社会保障の在り方に関する懇

談会」のほか、２６年度は、独立行政法人経済産業研究

所との共同研究を行い、積極的に外部の研究者・研究機

関との連携に取り組み、得られた知見を研究に反映し、

様々なテーマの成果をとりまとめた結果、全ての成果に

ついて、政策的インプリケーションに富むとの行政評価

を得るとともに、多くの成果が政策の企画立案等に活用

された（シート１－２参照）。 

 

○ また、研究会には、政策担当者や労使関係者などの
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究を戦略的に推進する

ため、引き続きハイレベ

ル会合等の仕組みを活

用して厚生労働省との

連携を促進するととも

に、厚生労働省における

研究テーマごとの担当

者の登録制を新たに導

入し、政策的課題の把

握・分析や調査研究方法

の検討等を行う計画策

定段階、研究の実施段階

及び成果の取りまとめ

段階等、労働政策研究の

一連の局面で、政策担当

者等との意見交換等を

実施し、当該意見交換等

の内容を逐次反映させ

るなど、研究と政策との

ブリッジ機能を強化す

る。また、研究テーマに

より、必要に応じて、内

外の他の政策研究機関

等との間で共同研究等

の手法を活用し、効果

的、効率的に労働政策研

究を推進する。 

め、引き続きハイレベル

会合等の仕組みを活用

して厚生労働省との連

携を促進するとともに、

厚生労働省における研

究テーマごとの担当者

の登録制を活用し、政策

的課題の把握・分析や調

査研究方法の検討等を

行う計画策定段階、研究

の実施段階及び成果の

取りまとめ段階等、労働

政策研究の一連の局面

で、政策担当者等との意

見交換等を実施し、当該

意見交換等の内容を逐

次反映させるなど、研究

と政策とのブリッジ機

能を強化する。また、研

究テーマにより、必要に

応じて、内外の他の政策

研究機関等との間で共

同研究等の手法を活用

し、効果的、効率的に労

働政策研究を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 厚生労働省との

意見交換を適切に行

い、その内容を研究の

一連の局面に反映さ

せているか。 

ト（新規） 

・「労働問題の現状と展望に関する

研究会（ヴィジョン研）」 

（企業の実務家との研究会） 

 テーマ：若者の活躍促進 

・雇用の面から見た社会保障の在

り方に関する懇談会（新規） 

 

○ 厚生労働省との連携 

①ハイレベル会合（再掲） 

１回（前年度１回） 

 

②機構理事長と厚生労働省政策統

括官の協議 

（機構の事業運営等に関する意見

交換） 

１回（前年度２回） 

 

③厚生労働省幹部（次官・局長級）

等との政策論議（再掲） 

４回（前年度４回） 

 

④政策研究会 

（政策担当者等を機構に招き、政

策課題等について説明を受け、当

該政策課題等をめぐり意見交換を

行う会合） 

５回（前年度５回） 

 

⑤厚生労働省政策担当者との勉強

会 

（研究成果や研究を通じて得られ

た政策的知見等を厚生労働省の政

策担当者に説明し、当該成果に関

する政策課題等をめぐり意見交換

を行う会合） 

９回（前年度９回） 

 

⑥厚生労働省テーマ別研修 

（厚生労働省の職員向けに重要

な労働政策課題をテーマに講義

実務家が参加しており、活発な議論を行うことで、得ら

れた知見を研究に反映している。 

 

 

 

 

 

 

○ 労働に関する政策課題等を踏まえた調査研究を戦略

的に進めるために、引き続き、厚生労働省における研究

テーマごとの担当者の登録制に基づき、登録政策担当者

（３２人）と、研究の各段階における密接な意見交換を

行うとともに、様々なレベル・機会を活用して厚生労働

省との連携を促進し、政策的課題の把握・分析に努めた。

その結果、全ての成果について、政策的インプリケーシ

ョンに富むとの行政評価を得るとともに、多くの成果が

政策の企画立案等に活用された。 

 

○ 特に、２６年度は、厚生労働省との協議により、次

年度研究計画等を議論するハイレベル会合の開催時期

を、翌年度の研究計画策定に反映させることができるよ

う従来の３月から１月に前倒しして行った結果、従来以

上に厚生労働省の意見・要望を研究計画に反映すること

ができた。 

 

○ より幅広い政策担当者に機構の研究テーマや研究成

果、研究員についての知識を深めてもらうことを目的に、

厚生労働省のテーマ別研修において研究員が講師として

研修を実施しているほか、政策担当者との勉強会におい

て、新たに、関連するテーマや成果を紹介するとともに、

機構ホームページの活用方法について説明を行うことと

した。 

 

○ 厚生労働省職員向け勉強会等を合計で１６回開催し

た。 

 

○ 政策研究会について、引き続き、「雇用政策研究会報

告書」や「労働経済白書」、「海外情勢報告」といった労

働行政の重要な方針等に関する意見交換の機会を設ける

とともに、新たに、「経済財政諮問会議」や「経済の好循

環実現に向けた政労使会議」等の政府の重要会議におけ
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を行う研修） 

５回（前年度４回） 

 

⑦厚生労働省テーマ別研修（経済

論文の読み方研修） 

（労働経済論文についての読み

方の基礎知識習得を目的として

厚生労働省の職員向けに開催す

る研修） 

２回（前年度２回） 

る議論の状況や論点についての意見交換の機会を設け、

より政策と研究との連携促進に取り組んだ。 

 

○ 厚生労働省や労使・有識者との意見交換により、労

働政策上の課題を多角的に把握し、的確なテーマ設定に

努めるとともに、研究テーマの性質や手法に応じ、研究

部門や専門領域を超えて研究員・調査員が柔軟に連携・

調整を図りながら、厚生労働省、外部研究者・研究機関

と連携し、労使関係者からも研究への参加を得つつ、政

策ニーズに対応した調査研究を的確に実施した。この結

果、政策形成に資する政策的インプリケーションに富ん

だ質の高い調査研究成果が得られた。こうした調査研究

成果は、政労使で構成される労働政策審議会をはじめ政

府の重要な会議や研究会等で多数活用され、政策の企

画・立案、検討等に大いに貢献した。これらのことによ

り、厚生労働省、リサーチ・アドバイザー部会（学識経

験者で構成）、労働組合、使用者から高い評価を得、シー

ト１－２では、全ての数値目標を大幅に上回ることがで

きた。こうしたことを踏まえ、本シート１－１は、Ａと

評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

 厚生労働省とのより一層の連携や、労使団体を含めた

幅広い組織・研究機関との交流や意見交換等の機会を確

保し、労働政策の企画・立案に資するよう、より的確な

研究テーマの設定・実施に取り組む。 

  

 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―２ 成果の取りまとめ及び評価 

業務に関連する政策・施

策 

・豊かで安定した勤労者生活の実現を図ること（Ⅲ－４－２） 

・労使関係が将来にわたり安定的に推移するよう集団的労使関係のルールの確立及び普及

等を図るとともに、集団的労使紛争の迅速かつ適切な解決を図ること（Ⅲ－６－１） 

・個別労働紛争の解決の促進を図ること（Ⅲ－７－１） 

・公共職業安定機関等における需給調整機能の強化及び労働者派遣事業等の適正な運営を

確保すること（Ⅳ－１－１） 

・地域、中小企業、産業の特性に応じ、雇用の創出及び雇用の安定を図ること（Ⅳ－２－

１） 

・高齢者・障害者・若年者等の雇用の安定・促進を図ること（Ⅳ－３－１） 

・雇用保険制度の安定的かつ適正な運営及び求職活動を容易にするための保障等を図るこ

と（Ⅳ－４－１） 

・男女労働者の均等な機会と待遇の確保対策、仕事と家庭の両立支援、パートタイム労働

者と正社員間の均等・均衡待遇等を推進すること（Ⅵ－１－１） 

 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人労働政策研究・研修機構法第 12 条第１号 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

事前分析表（平成 26 年度）Ⅲ－４－２ 

行政事業レビューシート番号 454 
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２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標 達成目標 （参考） 
前中期目標期
間平均値等 

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度  指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 

労働政策の企画

立案等に貢献し

た研究成果（実

績） 

中期目標期

間中におい

て成果総数

の２分の１

以上 

― 84.6％ 82.8％ 83.3％    予算額（千円） － － －   

同上（実績）   33 件 72 件 115 件          

同上（達成率）   169.2％ 165.6％ 166.6％          

政策的インプリ

ケーションに富

む等高い評価を

受けた研究成果

（実績） 

毎年度成果

総 数 の

80％以上 

― 97.4％ 95.8％ 100％    決算額（千円） － － －   

同上（実績）   38 件 46 件 51 件          

同上（達成率）   121.8％ 119.8％ 125％          

政策的視点等か

ら高い評価を受

け た 研 究 成 果

（実績） 

外部評価を

受けた研究

成果総数の

３分の２以

上 

― 100％ 100％ 100％    経常費用（千円） － － －   

同上（実績）   9 件 10 件 12 件          

同上（達成率）   150.2％ 150.2％ 150.2％          

有識者アンケー

ト調査での有益

回答率（研究成

果）（実績） 

３分の２以

上 

― 98.1％ 96.5％ 96.1％    経常利益（千円） － － －   

同上（達成率）   147.3％ 144.9％ 144.3％    行政サービス 

実施コスト（千円） 

－ － －   

               

               

               

               

※ 独立行政法人会計基準の改定等を踏まえ、事業単位とそれに係るインプット情報を整合させるため、 

現在検討中であることから、「－」表示とする。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （３）すべての労働

政策研究の成果に

ついて、労働関係法

令の改正、予算・事

業の創設・見直し、

審議会・研究会での

活用状況といった

労働政策への貢献

度合いに関する分

かりやすい指標を

設定するとともに、

その把握方法の工

夫に努めること。 

 また、あらかじめ

研究テーマごとに

具体的な利用目的

を明確にするとと

もに、上記指標に係

る数値目標を設定

し、調査研究の事

前・中間・事後の各

段階における評価

基準を明らかにし

た上で、外部の有識

者から構成される

リサーチ・アドバイ

ザー部会等の機構

の外部評価機関の

活用によりその達

成度を含め厳格に

評価を行うこと。そ

の際、中間段階で成

果が期待できない

と評価されたテー

マは廃止すること

などにより、労働政

策の企画立案に貢

献する調査研究に

（３）労働政策研究の成

果の取りまとめ及び評

価 

イ 成果の取りまとめ 

 労働政策研究の成果

の取りまとめにおいて

は、内部評価及び外部評

価を厳格に実施し、政策

的観点から、労働政策研

究報告書等の成果のそ

れぞれの分類に求めら

れる水準を満たしてい

るものと判断されたも

のを機構の研究成果と

して発表する。 

ロ 法人における研究評

価の実施 

 業績評価システムに

基づき、事前、中間及び

事後における研究評価

を実施する。研究評価

は、所内発表会によるピ

アレビュー等の内部評

価と外部評価を組み合

わせて行う。労働政策研

究の成果取りまとめ段

階においては、対外的に

発表する成果の質の確

保を図るため、所内発表

会でのピアレビューを

行う。また、取りまとめ

られた成果については、

的確な外部評価を行う。 

ハ 厚生労働省における

評価等 

 すべての労働政策研

究の成果を対象として、

労働関係法令の改正、予

（３）労働政策研究の成

果の取りまとめ及び評

価 

イ 成果の取りまとめ 

労働政策研究の成果の

取りまとめにおいては、

内部評価及び外部評価

を厳格に実施し、政策的

観点から、労働政策研究

報告書等の成果のそれ

ぞれの分類に求められ

る水準を満たしている

ものと判断されたもの

を機構の研究成果とし

て発表する。 

ロ 法人における研究評

価の実施 

業績評価システムに基

づき、事前、中間及び事

後における研究評価を

実施する。研究評価は、

所内発表会によるピア

レビュー等の内部評価

と外部評価を組み合わ

せて行う。労働政策研究

の成果取りまとめ段階

においては、対外的に発

表する成果の質の確保

を図るため、所内発表会

でのピアレビューを行

う。また、取りまとめら

れた成果については、的

確な外部評価を行う。 

ハ 厚生労働省における

評価等 

すべての労働政策研究

の成果を対象として、労

働関係法令の改正、予

＜主な定量的指標＞ 

 

 

○ 厚生労働省から

の評価により、労働政

策の企画立案等に貢

献した研究成果を中

期目標期間中におい

て成果総数の２分の

１以上確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

○ 厚生労働省からの評価① 

平成２４年度から２６年度まで

に取りまとめた成果について、厚

生労働省の担当課室から労働政策

の企画立案等への貢献度合いにつ

いての評価を受けた。 

  

○ 成果総数１３８件のうち、１

１５件が「活用した」または「活

用する予定である」との評価を受

けた。成果総数のうち、「活用した」

または「活用する予定である」と

の評価を受けた割合は８３．３％

となっている。 

 

内訳 

・プロジェクト研究 

７７．７％（８０／１０３件） 

「活用した」：３４件 

「活用する予定である」：４６件 

・課題研究 

１００．０％（１８／１８件） 

「活用した」：７件 

「活用する予定である」：１１件 

・緊急調査 

１００．０％（１７／１７件） 

「活用した」：１１件 

「活用する予定である」：６件 

（資料１参照） 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｓ 

 

○ 厚生労働省の労働政策審議会や雇用政策研究会、内

閣府の規制改革会議等の政策課題に関する政府の重要な

会議、国会審議等で活用されるなど、担当課室からの評

価は数値目標を大きく上回り、８３．３％となった。数

値目標（２分の１以上）の達成率は、約１６７％（８３．

３％／５０％）となった。このように多くの成果が厚生

労働省に活用または活用予定とされたことは、機構の調

査研究成果が政策ニーズを的確に捉え、政策的インプリ

ケーションに富んだ質の高いものであることを示すもの

であると考えられる。 

 

（活用事例） 

・調査シリーズ No.１２８「「人材マネジメントのあり方に関する調査」

および「職業キャリア形成に関する調査」結果―就労意欲や定着率

を高める人材マネジメントとはどのようなものか―」 

  →第１回雇用政策研究会（平成２６年１０月）配布資料として活用 

  →第２７回規制改革会議（平成２６年８月）厚生労働省提出資料に

活用 

・調査シリーズ No.１３０「「高度の専門的知識等を有する有期契約労

働者に関する実態調査」結果」 

  →第７回労働政策審議会労働条件分科会有期雇用特別部会（平成２

６年１２月）配布資料として活用 

 →第１２５回労働政策審議会労働条件分科会（平成２７年２月）配

布資料として活用 

・資料シリーズ No.１４４「若年者の就業状況・キャリア・職業能力開

発の現状②―平成２４年版「就業構造基本調査」より―」 

→第５５回労働政策審議会職業安定分科会雇用対策基本問題部会

（平成２６年１０月）配布資料として活用 

・資料シリーズ No.１４５「多様な正社員に関する解雇判例の分析」 

  →「多様な正社員」の普及・拡大のための有識者懇談会での会合配

布資料、報告書に活用 

・資料シリーズ No.１４７「諸外国における電気事業の争議規制に関す

る調査―イギリス、ドイツ、フランス、アメリカ、韓国―」 

  →第３回労働政策審議会電気事業及び石炭鉱業における争議行為の

方法の規制に関する法律の在り方に関する部会（平成２６年１１

評定 S 

＜評定に至った理由＞ 

○ 機構においては、研究の実施にあたって、事前、

中間、事後の三段階で評価を実施することによ

り、研究の計画段階から成果のとりまとめまで

一貫して無駄を排除して効率化するとともに、

一定水準を満たした研究のみを研究成果とし

て発表する体制が確保されている。 

○ また、内部評価だけではなく、外部有識者によ

る厳格な評価や厚生労働省による評価を導入

することで、評価の客観性や公正性を担保して

いる。 

 

○ 機構の外部評価は著名な労働法学者や各分野

の専門家により行われているが、評価を受けた

１２件の成果すべてがＡ（優秀）以上の評価を

受け、うち４件はＳ（最優秀）評価となってお

り、S評価については前年度（１件）より増加

をしている。また、労使関係者や学識経験者等

を対象とした有識者アンケートでは、有益であ

るとの回答は９６．１％となっている。いずれ

も、目標は３分の２以上であるため、目標を大

きく上回る顕著な成果と評価できる。 

 

○ 機構は政策研究機関として、実施した研究につ

いて、厚生労働省において有効に活用される研

究を実施することが重要であるが、平成 24 年

度から 26 年度における成果総数の８３．３％

が活用された、もしくは活用される予定となっ

ており、目標である２分の１以上を１２０％以

上上回っている。また、平成２６年度に取りま

とめた成果については、すべての成果につい

て、政策的インプリケーションに富むとの評価

を受けている。 

○ 実際に行政機関の審議会等において、平成 26

年度は224件と昨年度の149件を大きく上回る

活用実績を達成している。 
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一層重点化し、業務

の縮減を図ること。

さらに、当該評価の

結果を公開するこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）達成すべき具

体的な目標 

 労働政策の企画

立案及び実施への

貢献等について、労

働政策への貢献度

合いに関する分か

りやすい指標にか

かる目標を設定し、

その達成度を厳格

に評価するととも

に、次の具体的な目

標の達成を図るこ

とにより、研究成果

の水準の維持・向上

に努めること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

算・事業の創設・見直し、

審議会・研究会での活用

状況といった労働政策

への貢献度合いに関す

る分かりやすい指標を

設定するとともに、その

把握方法の工夫に努め、

労働政策研究の有効性

を検証するとともに、当

該検証結果等も踏まえ

た厚生労働省からの評

価を受ける。また、当該

検証及び評価の結果は

公開する。 

ニ 達成すべき具体的な

目標 

 あらかじめ研究テー

マごとに具体的な利用

目的を明確にし、労働政

策の企画立案及び実施

への貢献等について、労

働関係法令の改正、予

算・事業の創設・見直し、

審議会・研究会での活用

状況をはじめ労働政策

の企画立案等に貢献し

た研究成果を中期目標

期間中において成果総

数の２分の１以上確保

する。こうした目的を達

成するため、毎年度、政

策的インプリケーショ

ンに富む等高い評価を

受けた成果を成果総数

の 80％以上確保する。ま

た、調査研究の事前・中

間・事後の各段階におけ

る評価基準を明らかに

した上で、厳格な外部評

価を受け、その際、中間

段階で成果が期待でき

算・事業の創設・見直し、

審議会・研究会での活用

状況といった労働政策

への貢献度合いに関す

る分かりやすい指標に

より、労働政策研究の有

効性を検証するととも

に、当該検証結果等も踏

まえた厚生労働省から

の評価を受ける。また、

当該検証及び評価の結

果は公開する。 

 

 

ニ 達成すべき具体的な

目標 

あらかじめ研究テーマ

ごとに具体的な利用目

的を明確にし、労働政策

の企画立案及び実施へ

の貢献等について、次の

項目に関する成果の活

用状況を把握するとと

もに、平成 26 年度の成

果について、厚生労働省

からの評価により、政策

的インプリケーション

に富む等高い評価を受

けた成果を成果総数の

80％以上確保する。 

 ・ 関係法令の策定・

改正 

 ・ 予算・事業の創

設・見直し 

 ・ 審議会・研究会 

 ・ 指針・ガイドライ

ン等の制定・改訂 

 ・ 既存の施策の実施

状況の把握とその評価 

 ・ ハローワーク等の

現場での業務運営 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 厚生労働省から

の評価により、毎年

度、政策的インプリケ

ーションに富む等高

い評価を受けた成果

を成果総数の８０％

以上確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 厚生労働省からの評価② 

平成２６年度に取りまとめた成

果について、厚生労働省の担当課

室から、政策的インプリケーショ

ンに富むかどうかについての評価

を受けた。 

 

 成果総数５１件全て、政策的イ

ンプリケーションに富むとの評価

を受けた（１００．０％）。 

 

内訳 

・プロジェクト研究 

１００．０％（３３／３３件） 

「非常にそう思う」：１１件 

「そう思う」：２２件 

・課題研究 

１００．０％（９／９件） 

「非常にそう思う」：６件 

「そう思う」：３件 

・緊急調査 

１００．０％（９／９件） 

「非常にそう思う」：５件 

「そう思う」：４件 

（資料２参照） 

 

 

月）配布資料として活用 

・資料シリーズ No.１５１「地域における雇用機会と就業行動」 

 →第５回雇用政策研究会の資料１雇用政策研究会報告書案の作成

にあたり、参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 年度計画（成果総数の８０％以上）を大きく上回り、

１００．０％となった。数値目標の達成率は、１２５％

（１００．０％／８０％）となった。下記の通り、成果

の内容について、高い評価を得ている。 

 

（評価の具体例） 

・労働政策研究報告書 No.１７０「仕事と介護の両立」 

「本調査研究により、介護期の働き方や両立支援制度

の利用状況、離転職の経験、要介護者の状態や家族と

の介護分担、介護サービスに利用状況、介護者の健康

状態等の実態が明らかになり、介護休業制度の見直し

に当たって、大変参考となるデータを入手することが

できた。（雇用均等・児童家庭局 職業家庭両立課）」 

 

・労働政策研究報告書 No.１７１「企業内キャリア・コ

ンサルティングとその日本的特質－インタビュー調査

及び自由記述調査結果」 

 「キャリア・コンサルティングの課題の１つとして、

効果がわかりづらいという点が挙げられるが、本研究

においては、「リテンション機能」、「関係調整・対話促

進機能」、「意味付与・価値提供機能」と３つの機能を

整理し、日本の雇用事情に即したメリットをわかりや

すく提示している（職業能力開発局育成支援課キャリ

ア形成支援室）」 

 

・調査シリーズ No.１３４「多様な就業形態と人材ポー

トフォリオに関する実態調査」 

○ また、機構の研究は量的観点だけではなく、質

的にも顕著な成果を上げている。 

 

○ ２６年度は雇用労働法制について、制度の根幹

に関わるような見直しに関する検討が、厚生労

働省にとどまらず官邸や政府の重要な会議（産

業競争力会議等）においても行われたところで

あるが、機構の研究は、重要な制度改正や、日

本再興戦略等の政府の重要な決定に関して、そ

のバックボーンとなる貴重なエビデンスを提

供している。 

○ 特に、解雇の金銭解決等の解雇法制に関する議

論は、現政権の重要課題とされている一方で、

労働法制の根幹に関わるものであるところ、昨

年度は厚生労働省と産業競争力会議、規制改革

会議が議論を重ねた結果、日本再興戦略改訂

2014 の「予見可能性の高い紛争解決システム

の構築」の項目にも諸外国及び日本国内の実態

把握が盛り込まれたところ。この実態把握は、

実績やネットワーク等に鑑みて、機構に行わせ

ることとし、緊急に調査の依頼を行った。機構

は諸外国の解雇法制や、国内のあっせん等の状

況に関する調査を実施し、その実態を明らかに

することで、政策の企画立案に大きく貢献する

とともに、メディアにも多数取り上げられたこ

とは高く評価できる。 

○ また、「採用・配置・昇進とポジティブ・アク

ションに関する調査」結果は、女性活躍推進法

案について建議を行う労働政策審議会雇用均

等分科会で、「高度の専門的知識等を有する有

期契約労働者に関する実態調査」結果は、「専

門的知識等を有する有期雇用労働者等に関す

る特別措置法」の国会審議や基本指針作成等に

おいて活用され、政策、法律、政省令、告示（指

針等）の企画立案に貢献しており、高い成果を

達成していると評価できる。 

 

○ これらの他にも、社会保険の適用拡大が短時間

労働者に与える影響に関する調査や若年者の

就業状況等に関する調査、労働力需給の推計な

どが、経済財政諮問会議、産業競争力会議、社
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イ リサーチ・アド

バイザー部会等の

機構の外部評価に

おいて政策的視点

等から高い評価を

受けた研究成果を、

中期目標期間中に

おいて外部評価を

受けた研究成果総

数の３分の２以上

確保すること。 

 

ロ 労働政策研究の

成果や機構の事業

ないと評価されたテー

マは廃止することなど

により、労働政策の企画

立案に貢献する調査研

究に一層重点化し、業務

の縮減を図る。その他、

次の具体的な目標の達

成を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① リサーチ・アドバイ

ザー部会等による評価 

 外部の有識者から構

成されるリサーチ・アド

バイザー部会等の的確

な外部評価において政

策的視点等から高い評

価を受けた成果を、中期

目標期間中において外

部評価を受けた研究成

果総数の３分の２以上

確保する。 

② 有識者からの評価の

調査等 

 

また、調査研究の事前・

中間・事後の各段階にお

ける評価基準を明らか

にした上で、厳格な外部

評価を受け、次の具体的

な目標の達成を図る。そ

の際、中間段階で成果が

期待できないと評価さ

れたテーマは廃止する

ことなどにより、労働政

策の企画立案に貢献す

る調査研究に一層重点

化し、業務の縮減を図

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① リサーチ・アドバイ

ザー部会等による評価 

外部の有識者から構成

されるリサーチ・アドバ

イザー部会等の的確な

外部評価において政策

的視点等から高い評価

を受けた成果を、外部評

価を受けた研究成果総

数の３分の２以上確保

する。 

 

② 有識者からの評価の

調査等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 外部評価におい

て政策的視点等から

高い評価を受けた成

果を、外部評価を受け

た研究成果総数の３

分の２以上確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ リサーチ・アドバイザー部会

による評価 

取りまとめた研究成果のうち、

労働政策研究報告書について、労

働分野の各分野において高度な学

識を持つ外部専門家で構成される

リサーチ・アドバイザー部会から、

政策的視点等からの評価を受け

た。 

 

評価を受けた１２件の成果すべ

てがＡ（優秀）以上の評価となっ

ている。 

 

「多様化する正社員の雇用管理と非正規雇用労働者の

活用の関係性に注目し、人材ポートフォリオの実態を

調査しており、適切な実態把握・分析がなされている。

キャリアアップ助成金をはじめとした今後の非正規雇

用対策において、事業の創設・見直し等に有益な調査

となっている（職業安定局派遣・有期労働対策部企画

課）」 

 

・資料シリーズ No.１４２「欧州諸国の解雇法制－デン

マーク、ギリシャ、イタリア、スペインに関する調査」 

「欧州諸国における解雇規制の現状や直近の動き等、

紛争解決システムのあり方が政府内で大きな検討課題

となる中で、議論の基礎となる情報を把握することが

できた（労働基準局労働条件政策課）」 

 

・資料シリーズ No.１５１「地域における雇用機会と就

業行動」 

「地域雇用対策の効果を高めるには、地域の特性を踏

まえた取組が重要であるところ、本研究成果では、き

め細かなヒアリング調査をもとに、人口規模・産業構

造・居住者の通勤範囲のファクターから地域を類型化

し、各類型における主な雇用課題と対策の方向性が明

解に示されており、国はもちろんのこと雇用課題に取

り組む地方自治体等にとっても政策的示唆に富んだ研

究成果である（職業安定局雇用開発部雇用開発企画課

地域雇用対策室）」 

 

○ リサーチ・アドバイザー部会による厳格な外部評価

を受けており、平成２６年度においては、前年度に比べ

とりまとめた労働政策研究報告書が増えたことにより、

外部評価対象の成果物が前年度に比べ２件増加した。評

価を受けた１２件の成果すべてがＡ（優秀）以上の評価

を受け、うち４件はＳ（最優秀）評価となった。年度計

画（評価を受けた研究成果総数の３分の２以上）を大き

く上回り、１００．０％となった。数値目標の達成率は、

約１５０％（１００．０％／６６．６％）となった。 

 

○ リサーチ・アドバイザー部会の委員からは、以下の

通り、高い評価を得ることができた。 

・「東日本大震災時の緊急雇用創出事業の有効性を記録

する中から、この制度の将来的な方向性までを含めて

会保障制度改革推進会議等の政府の重要な会

議においても、検討材料として活用され、政府

全体での政策決定にも重要な役割を果たして

いるとともに、国会審議においても引用される

など、重要な役割を果たしていると評価でき

る。 

 

○ これらのように、平成２６年度の研究成果は、

厚生労働省における労働政策の企画立案等に

顕著な貢献をするにとどまらず、その貢献は

全政府のレベルの重要課題や他の幅広い行政

分野にも及んでいることから、政策研究機関

に求められる研究の質を非常に高いレベルで

達成したと認められる。 

 

○ 以上のとおり、機構の研究は、厳格な評価体制

のもとで、設定した目標のすべてにおいて、１

２０％以上の成果を得るだけではなく、外部評

価における「S（最優秀）」評価が対前年度で増

加しており、また実際の行政機関による活用の

面でも特筆すべき貢献をしていることから、初

期の目標を上回る顕著な成果を達成しており、

「S」評価とした。 

 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

無し 

 

 

＜その他事項＞ 

無し 
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活動全般について

の有識者を対象と

したアンケート調

査を実施し、３分の

２以上の者から研

究成果が有益であ

るとの評価を得る

こと。 

ハ 厚生労働省から

の評価により、労働

政策の企画立案及

び実施への貢献等

について政策的イ

ンプリケーション

に富む等高い評価

を受けた研究成果

を 80％以上確保す

ること。 

 労働政策研究の成果

や機構の事業活動全般

についての有識者を対

象としたアンケート調

査を実施し、３分の２以

上の者から研究成果が

有益であるとの評価を

得る。 

労働政策研究の成果や

機構の事業活動全般に

ついての有識者を対象

としたアンケート調査

を実施し、３分の２以上

の者から研究成果が有

益であるとの評価を得

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 有識者を対象と

したアンケート調査

を実施し、３分の２以

上の者から有益であ

るとの評価を得る。 

 

＜その他の指標＞ 

なし 

 

 １００．０％ 

 １２件（前年度１０件） 

 

 Ｓ評価：４件（前年度１件） 

 Ａ評価：８件（前年度９件） 

 Ｂ評価：０件（前年度０件） 

 Ｃ評価：０件（前年度０件） 

 Ｄ評価：０件（前年度０件） 

（資料３参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 有識者アンケートによる評価 

学識経験者、地方行政官、労働

組合、使用者を対象にアンケート

調査を行い、労働政策研究の成果

や機構の事業活動全般について有

益であるかどうかの評価を受け

た。 

 

 調査研究成果物について、有益

政策提言を行っている点は報告書として大変価値が高

い」（労働政策研究報告書 No.１６９｢復旧・復興期の

被災者雇用―緊急雇用創出事業が果たした役割を「キ

ャッシュ・フォー・ワーク」の視点からみる―｣） 

・「これまで「あっせん」および「労働審判」について

は、その実態分析が積み重ねられてきたが、これらを

統一的な分析枠組みにおいて比較検討したのは初めて

の試みであり、これに「裁判上の和解」を分析対象に

加えたことにより、個別労使紛争解決制度全体の概要

と機能が統計的に明らかにされ、今後の個別労使紛争

解決制度の構想における基礎的な資料を提供できたこ

とは、政策論のレベルで極めた優れた貢献であり、ま

た労使関係論および労働法学の立場からみても重要な

研究成果といえる」（労働政策研究報告書 No.１７４

「労働局あっせん、労働審判及び裁判上の和解におけ

る雇用紛争事案の比較分析」） 

・「働く人の職業能力について、その社会・経済的側面

と「個人としての心の問題」が一体として対応しなけ

ればならないこと（キャリア形成、人生如何に生きる

かなど）が求められている今日、まことに時宜を得た

研究」（労働政策研究報告書 No.１７６「職務構造に関

する研究Ⅱ―５万人の就業者 Web 職業動向調査より、

現状、変化、能力、生活のデータ分析―」） 

・「本報告書は、スウェーデンの集団的労使関係に関す

る貴重な事実発見と政策的な示唆に富んだ集団的労使

関係の分析が提示されており、高く評価できる。この

ような基礎的な研究は、短期的な成果が求められるこ

との多い民間企業や予算に乏しい大学などでは実現の

困難な研究課題である」（労働政策研究報告書 No.１７

９「スウェーデンの労使関係―賃金・労働移動のルー

ルを中心に―」） 

 

○ 厚生労働省からの評価とともに、学識経験者等から

も評価を受け、調査研究事業のあり方、改善の参考にし

ている。２６年度の有識者アンケート結果については、

年度目標（３分の２以上）を大きく上回り、９６．１％

となった。数値目標の達成率は、約１４４％（９６．１％

／６６．６％）となった。属性別に見た結果でも高い評

価を得ることができた。 

下記の通り、研究成果の質や内容について、高い評価

を得ている。 
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＜評価の視点＞ 

○ 各研究テーマに

ついて、研究目的を明

確にした研究計画に

従い適切に実施され、

所期の研究成果が得

られているか。 

・各数値目標につい

て、所期の目標を達成

し、労働政策の企画立

案等に資する質の高

い成果となっている

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

であるとの回答は９６．１％と

なっている。 

学識経験者 ９８．０％ 

  地方行政官 ９２．２％ 

労働組合  ９２．７％ 

使用者   ９６．９％ 

（「大変有益である」または「有益

である」との回答割合） 

（資料４参照） 

 

 

 

 

 

 

○ 研究成果のとりまとめ 

成果種別公表済件数  ５１件 

労働政策研究報告書  １１件 

政策論点レポート    １件 

研究開発成果物     ２件 

ディスカッションペーパー３件 

調査シリーズ     １６件 

資料シリーズ     １８件 

（資料５参照） 

 

 

 

○ 審議会・研究会等での活用 

２２４件（前年度１４９件） 

（内訳①） 

・プロジェクト研究１５２件 

・課題研究・緊急調査７２件 

 

（内訳②） 

・厚生労働省関係  １５１件 

労働政策審議会（本審及び各

部会）          ６６件 

社会保障審議会（本審及び各

部会）          ２０件 

研究会       １５件 

検討会等      ５０件 

 

 （評価理由） 

 「時宜に適したテーマがとり上げられていてかつ、水

準が高い」、「時宜に適したテーマについて、信頼でき

る知見を得られる」、「海外の最新の情報について、新

聞や一般の雑誌では得られないものを提供してくれ

る」、「労働研究のレビュー、動向が効率的にできる」、

「研究水準が高く、研究内容も的を射ている」、「重要

な最新調査・データが無料でダウンロードできる」、「他

では得られない、腰を据えた調査・研究の成果を公表

してくれている」、「多様なテーマを掲げた研究成果の

質・量ともに比類がない」、「労働に関する多様な分野

を射定に入れた調査研究成果物は量的にも質的にも他

に類を見ないほど充実している」等 

 

○ 研究目的・趣旨等を明確にした研究計画に基づき調

査研究を実施し、研究成果の取りまとめにおいては、必

ず一連のピアレビュー（内部研究員による所内研究発表

会及び内部研究員等による査読（レビュー））を行い、

質の高い成果を確保した。また、研究計画のヒアリング

及び所内研究発表会の機会を活用し、政策的インプリケ

ーションについての議論を深めるとともに、成果の取り

まとめに向けて検討を行った。成果のとりまとめについ

ては、研究計画通りに行われるよう、研究部門に加えて

管理部門による進捗管理、予算管理など組織的な進行管

理を行っている。 

 

○ 研究成果の審議会・研究会等での活用件数は前年度

の１４９件から２２４件へと大幅に増加しており、特

に厚生労働省だけでなく、経済財政諮問会議や産業競

争力会議、産業構造審議会等においても幅広く活用さ

れるなど、政策形成に資する質の高い研究成果が得ら

れていると評価できる。 

 

（厚生労働省における活用の具体例） 

・労働政策審議会雇用均等分科会 

労働政策研究報告書 No.１５０「出産・育児と就業継続」 

調査シリーズ No.１３２「採用・配置・昇進とポジティブアクシ

ョンに関する調査」 

資料シリーズ No.１２９「労働力需給の推計―労働力需給モデル

（２０１３年度版）による政策シミュレーション―」 
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・首相官邸      １７件 

・内閣府       ４６件 

・経済産業省      ５件 

・文部科学省      ５件 

（資料６参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査シリーズ No.１１９「男女正社員のキャリアと両立支援に関

する調査結果（２）－分析編－」 

調査シリーズ No.１０６「男女正社員のキャリアと両立支援に関

する調査結果」等 

・労働政策審議会労働条件分科会 

    労働政策研究報告書 No.１５８「「多様な正社員」の人事管理に関

する研究」 

    調査シリーズ No.１２４、１２５「裁量労働制等の労働時間制度に

関する調査結果（事業場調査結果、労働者調査結果）」 

    調査シリーズ No.１２１「改正高年齢者雇用安定法の施行に企業は

どう対応したか ―「高年齢社員や有期契約社員の法改正後の活用状

況に関する調査」結果―」 

資料シリーズ No.１４５「多様な正社員に関する解雇判例の分析」 

資料シリーズ No.１２０「労働時間に関する企業等ヒアリング調

査―裁量労働制、勤務間インターバル制を中心に―」等 

・労働政策審議会労働条件分科会有期雇用特別部会 

    調査シリーズ No.１３０「「高度の専門的知識等を有する有期契約

労働者に関する実態調査」結果」 

調査シリーズ No.１２１「改正高年齢者雇用安定法の施行に企業

はどう対応したか ―「高年齢社員や有期契約社員の法改正後の活用

状況に関する調査」結果―」 

・労働政策審議会職業安定分科会 

    調査シリーズ No.１３０「「高度の専門的知識等を有する有期契約

労働者に関する実態調査」結果」 

調査シリーズ No.１２１「改正高年齢者雇用安定法の施行に企業

はどう対応したか ―「高年齢社員や有期契約社員の法改正後の活用

状況に関する調査」結果―」 

・労働政策審議会職業安定分科会雇用対策基本問題部会 

    労働政策研究報告書 No.１４８「大都市の若者の就業行動と意識の

展開―「第３回若者のワークスタイル調査」から―」 

  資料シリーズ No.１４４「若年者の就業状況・キャリア・職業能力

開発の現状②―平成 24 年版「就業構造基本調査」より―」等 

・社会保障審議会年金部会 

   調査シリーズ No.１１４「「社会保険の適用拡大が短時間労働に与

える影響調査」結果―短時間労働者に対する社会保険の適用拡大に

伴い、事業所や労働者はどのように対応する意向なのか―」 

    資料シリーズ No.１２９「労働力需給の推計―労働力需給モデル

（２０１３年度版）による政策シミュレーション―」等 

・社会保障審議会企業年金部会 

    調査シリーズ No.１１１「「構造変化の中での企業経営と人材のあ

り方に関する調査」結果―事業展開の変化に伴い、企業における人
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材の採用・活用、育成戦略は今、どう変わろうとしているのか―」

等 

・雇用政策研究会 

    調査シリーズ No.１２８「「人材マネジメントのあり方に関する調

査」および「職業キャリア形成に関する調査」結果―就労意欲や定

着率を高める人材マネジメントとはどのようなものか―」 

    資料シリーズ No.１２９「労働力需給の推計―労働力需給モデル

（２０１３年度版）による政策シミュレーション―」等 

 

（首相官邸における活用の具体例） 

・産業競争力会議実行実現点検会合 

資料シリーズ No.１４４「若年者の就業状況・キャリア・職業能

力開発の現状②―平成２４年版「就業構造基本調査」より― 

・教育再生実行会議 

  労働政策研究報告書 No.１４８「大都市の若者の就業行動と意識の

展開―「第３回若者のワークスタイル調査」から―」 

・社会保障制度改革推進会議 

  資料シリーズ No.１２９「労働力需給の推計―労働力需給モデル

（２０１３年度版）による政策シミュレーション―」 

・経済の好循環実現に向けた政労使会議 

調査シリーズ No.１２８「「人材マネジメントのあり方に関する調

査」および「職業キャリア形成に関する調査」結果―就労意欲や定

着率を高める人材マネジメントとはどのようなものか―」 

 

（内閣府における活用の具体例） 

・経済財政諮問会議 

  調査シリーズ No.１１４「「社会保険の適用拡大が短時間労働に与

える影響調査」結果―短時間労働者に対する社会保険の適用拡大に

伴い、事業所や労働者はどのように対応する意向なのか―」 

    調査シリーズ No.１２４「裁量労働制等の労働時間制度に関する調

査結果 事業場調査結果」 

・新たな少子化社会対策大綱策定のための検討会 

  資料シリーズ No.１４４「若年者の就業状況・キャリア・職業能力

開発の現状②―平成２４年版「就業構造基本調査」より―」 

・「選択する未来」委員会 

調査シリーズ No.１０６－２「男女正社員のキャリアと両立支援

に関する調査結果―第２分冊従業員調査データ編―」 

 

（経済産業省における活用の具体例）） 

・産業構造審議会総会 

  調査シリーズ No.１０２「勤務医の就労実態と意識に関する調査」 
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○ 厚生労働省その他行政機関の

審議会・研究会等への参画 

７４件（前年度６２件） 

行政・政党・国会議員に対する情

報提供、問い合わせ対応 

２３件（前年度１１件） 

 

 

 

○ 白書等における引用                    

２７件（プロジェクト研究１１

件、課題研究・緊急調査１６件（前

年度２４件）） 

（資料７参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・日本の「稼ぐ力」創出研究会 

  資料シリーズ No.１２９「労働力需給の推計―労働力需給モデル

（２０１３年度版）による政策シミュレーション―」等 

 

（文部科学省における活用の具体例） 

・中央教育審議会生涯学習分科会 

  資料シリーズ No.１４４「若年者の就業状況・キャリア・職業能力

開発の現状②―平成２４年版「就業構造基本調査」より― 

・専修学校生への経済的支援の在り方に関する検討会 

  労働政策研究報告書 No.１５２「働き方と職業能力・キャリア形成

―『第２回働くことと学ぶことについての調査』結果より―」 

 

○ 研究員等の審議会・研究会等への参画や、行政・政

党・国会議員に対する情報提供について、それぞれ前年

度の６２件から７４件、１１件から２３件へと増加した。

厚生労働省の労働政策審議会等の委員のほか、国会審議

での引用や、内閣府規制改革会議の雇用ワーキンググル

ープから有識者として機構の研究員が度々ヒアリングを

受けるなど、政策の企画・立案、検討等に大いに貢献し

た。 

 

○ 白書等における引用は、前年度の２４件を上回る２

７件となっており、労働政策の企画・立案等とともに、

広く一般に活用され、公労使三者による労働政策形成の

基盤として、政策論議の活性化に貢献している。 

（引用の具体例）     

・厚生労働省 平成２６年版労働経済の分析 

労働政策研究報告書 No.１５２「働き方と職業能力・キャリア形

成―「第２回働くことと学ぶことについての調査」結果より―」 

労働政策研究報告書 No.１５０「出産・育児と就業継続―労働力

の流動化と夜型社会への対応を―」 

調査シリーズ No.１２８「「人材マネジメントのあり方に関する調

査」および「職業キャリア形成に関する調査」結果―就労意欲や定

着率を高める人材マネジメントとはどのようなものか―」 

調査シリーズ No.１１２「メンタルヘルス、私傷病などの治療と

職業生活の両立支援に関する調査」 等 

 

・内閣府 平成２６年版少子化社会対策白書 

資料シリーズ No.６１「若年者の就業状況・キャリア・職業能力

開発の現状―平成１９年版「就業構造基本調査」特別集計より―」 
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○ 内部評価及び外

部評価を厳格に行っ

ているか。 特に、外

部評価においては、評

価基準を明らかにし

た上で評価を行って

いるか。 

・すべての労働政策研

究について、労働政策

への貢献度合いに関

する分かりやすい指

標に基づき、工夫して

把握しているか。ま

た、労働政策研究の有

効性を検証し、厚生労

働省から厳格な評価

を受けているか。 

・検証及び評価の結果

をホームページにお

いて公開しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 研究評価の実施 

・個別研究成果に関する評価 

成果の取りまとめにあたって

は、とりまとめ段階に入った時点

において、所内研究発表会を行い、

発表成果について議論し、成果に

反映することとしている。その後、

内部研究者等による査読を行って

いる。 

業績評価システムに基づき、個

別研究成果について内部評価を行

い、一定の評価を得た成果につい

て外部評価を適切かつ厳格に実施

している。 

 内部評価は、機構内の評価者（１

件につき２名）の評価票及び研究

担当者のリプライを考慮して、内

部評価委員会において評価を決定

した。 

 外部評価についても、同様に外

部の専門家（１件につき２名）に

よる評価票をもとに、リサーチ・

アドバイザー部会において評価を

・内閣府  平成２６年版年次経済財政報告 

資料シリーズ No.１２９「労働力需給の推計―労働力需給モデル

（２０１３年度版）による政策シミュレーション―」 等 

 

・中小企業庁 平成２６年版中小企業白書 

労働政策研究報告書 No.４１「雇用者の副業に関する調査研究」 

 

・経済産業省、厚生労働省、文部科学省 平成２６年版ものづくり白

書 

調査シリーズ No.１２６「ものづくり企業の新事業展開と人材育

成に関する調査」（近刊予定） 

調査シリーズ No.１２０「全員参加型社会』の実現に向けた技能

者の確保と育成に関する調査」 

調査シリーズ No.１１１『「構造変化の中での企業経営と人材のあ

り方に関する調査」結果―事業展開の変化に伴い、企業における人

材の採用・活用、 育成戦略は今、どう変わろうとしているのか―』

等 

 

○ 個別研究成果に関する評価については、内部評価及

び外部評価とも、１件の個別研究成果につき２名の評価

者があらかじめ定められた評価基準に基づき、評価票に

それぞれの評価項目についての評語と評価コメントを記

入した上で評価を行い、内部評価については理事長をは

じめとする機構幹部が出席する内部評価委員会、外部評

価についてはリサーチ・アドバイザー部会において、委

員の間で評価が妥当かどうかの議論を行ったうえで評価

を確定しており、適切かつ厳格に評価を実施している。 

 

（個別研究成果に関する評価基準） 

①趣旨・目的が明確になっているか 

 ②研究方法が適切なものか 

 ③研究成果・結果の水準はどうか 

  ④研究成果・結果の有益度 

 ⑤政策及び政策論議活性化への貢献度 

 

研究テーマに関する評価については、１つの研究テー

マにつき２名の評価者があらかじめ定められた評価基準

に基づき、評価票にそれぞれの評価項目についての評語

と評価コメントを記入した上で評価を行い、理事長をは

じめとする機構幹部が出席する内部評価委員会で内部評

価を確定させ、その後のリサーチ・アドバイザー部会に
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決定した。 

 （上記３．リサーチ・アドバイ

ザー部会による評価参照） 

 

・研究テーマに関する評価 

また、研究を効率的かつ効果的

に推進する等の観点から、個別研

究成果の評価とは別に、研究テー

マごとに、事前評価・中間評価・

事後評価を実施している。 

 ２６年度は、評価基準に基づき、

プロジェクト研究の中間評価およ

び、課題研究・緊急調査の事後評

価を実施し、外部評価（リサーチ・

アドバイザー部会）において、評

価を得た。 

 

中間評価（３月１３日） 

プロジェクト研究：１９テーマ 

概ね妥当：１９テーマ 

中止を含め再検討：０テーマ 

 

事後評価（６月１９日） 

課題研究・緊急調査：８テーマ 

優秀：６テーマ 

普通：２テーマ 

努力が必要：０テーマ 

 

評価結果はホームページに公開

している。 

 

おける外部評価において、委員の間で内部評価が妥当か

どうかの議論を行ったうえで、適切かつ厳格に評価を実

施している。 

 

（研究テーマに関する評価基準） 

【事前評価】 

 ①視点別評価 

  ・研究方法は適切であるか 

  ・研究が効率的・効果的に計画されているか 

  ・政策への貢献が期待できるか 

 ②総合評価 

  ・研究計画及び視点別評価等を踏まえ、研究テーマ

の妥当性を評価。 

【中間評価】 

 ①視点別評価 

  ・研究が効率的・効果的に計画されているか 

  ・政策への貢献が期待できるか 

 ②総合評価 

  ・研究計画及び視点別評価等を踏まえ、研究テーマ

の妥当性を評価。 

【事後評価】 

 ①視点別評価 

  ・研究が効率的・効果的に実施されたか 

  ・政策への貢献があったか 

  ・国民へのわかりやすい説明・普及等の努力はなさ

れているか 

 ②総合評価 

  ・研究計画及び視点別評価等を踏まえ、研究テーマ

の妥当性を評価。 

 

研究テーマに関する評価のプロジェクト研究の中間評

価については、すべてのテーマで「研究計画は概ね妥当」

との評価を得た。課題研究・緊急調査の事後評価につい

ては、８テーマのうち６テーマで「優秀」との評価を得

た。 

 

これらを踏まえ、Ｓと評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

 引き続き、厳格な評価に基づき質の高い成果の確保と、

政策の企画・立案に貢献する成果のとりまとめ、また、
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それらの知見を活用して研究員等が審議会・研究会等に

参画できるよう努めていく。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―３ 国内労働事情、各種統計データの収集・整理 

業務に関連する政策・施

策 

・豊かで安定した勤労者生活の実現を図ること（Ⅲ－４－２） 

・労使関係が将来にわたり安定的に推移するよう集団的労使関係のルールの確立及び普及

等を図るとともに、集団的労使紛争の迅速かつ適切な解決を図ること（Ⅲ－６－１） 

・個別労働紛争の解決の促進を図ること（Ⅲ－７－１） 

・公共職業安定機関等における需給調整機能の強化及び労働者派遣事業等の適正な運営を

確保すること（Ⅳ－１－１） 

・地域、中小企業、産業の特性に応じ、雇用の創出及び雇用の安定を図ること（Ⅳ－２－

１） 

・高齢者・障害者・若年者等の雇用の安定・促進を図ること（Ⅳ－３－１） 

・雇用保険制度の安定的かつ適正な運営及び求職活動を容易にするための保障等を図るこ

と（Ⅳ－４－１） 

・男女労働者の均等な機会と待遇の確保対策、仕事と家庭の両立支援、パートタイム労働

者と正社員間の均等・均衡待遇等を推進すること（Ⅵ－１－１） 

 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人労働政策研究・研修機構法第 12 条第 2号 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

事前分析表（平成 26 年度）Ⅲ－４－２ 

行政事業レビューシート番号 454 

 

２．主要な経年データ 

 ① 要なアウトプット（アウトカム）情報   ② 要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標 達成目標 （参考） 
前中期目標期
間平均値等 

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度  指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 

国内の労働関係

情報の収集・提供

を行う（実績） 

年度期間中

に１００件

以上 

― 121 件 139 件 134 件    予算額（千円） － － －   

同上（達成率）   121％ 139％ 134％    決算額（千円） － － －   

         経常費用（千円） － － －   

         経常利益（千円） － － －   

         行政サービス 

実施コスト（千円） 

－ － －   

               

               

               

               

 ※ 独立行政法人会計基準の改定等を踏まえ、事業単位とそれに係るインプット情報を整合させるため、 

現在検討中であることから、「－」表示とする。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ２ 労働事情・労働

政策に関する情報

の収集・整理 

 

 労働政策研究に

資する内外の労働

事情、各種の統計デ

ータ等を継続的に

収集・整理するとと

もに、時宜に応じた

政策課題について

も機動的かつ効率

的に対応すること。

特に、海外主要国や

高い経済成長下に

あるアジア諸国に

関する調査・情報収

集を強化すること。 

 

２ 労働事情・労働政策

に関する情報の収集・整

理 

 

 労働政策研究に資す

ることを目的として、内

外の労働事情、各種の統

計データ等を継続的に

収集・整理するととも

に、時宜に応じた政策課

題についても機動的か

つ効率的に対応する。 

（１）国内労働事情の収

集・整理 

 中長期的観点から労

働政策研究の基礎とな

る情報を収集する定点

観測調査を通じて、雇用

や人事労務管理などに

関する国内の労働事情

の情報と動向を継続的

に収集・整理することに

より、労働政策研究の推

進に資する。このため、

次の具体的目標の達成

を図る。 

・ 情報収集の成果につ

いて、毎年度、延べ１０

０件以上の情報を収

集・整理し、ホームペー

ジ等を通じて提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 労働事情・労働政策

に関する情報の収集・整

理 

 

労働政策研究に資す

ることを目的として、内

外の労働事情、各種の統

計データ等を継続的に

収集・整理するととも

に、時宜に応じた政策課

題についても機動的か

つ効率的に対応する。 

（１）国内労働事情の収

集・整理 

定点観測的調査とと

もに、ビジネス・レーバ

ー・モニター調査、地域

シンクタンク・モニター

調査等を通じて、労働政

策研究の不可欠の要素

である「労働現場の実態

把握」としての情報収集

を、雇用や人事労務など

幅広い分野において、体

系的かつ継続的に行う。 

これにより、政策研究の

端緒となる問題の提示、

又は政策研究の基盤と

なる情報を提供し、政策

の企画立案および政策

論議の活性化に貢献す

る観点から、次の具体的

目標の達成を図る。 

・ 情報収集の成果につ

いて、年度期間中に、延

べ１００件以上の情報

を収集・整理し、ホーム

ページ等を通じて提供

＜主な定量的指標＞ 

 

 

 

○ 情報収集の成果

について、年度期間中

に、延べ１００件以上

の情報を収集・整理

し、ホームページ等を

通じて提供する。 

 

＜その他の指標＞ 

なし 

＜評価の視点＞ 

○ 数値目標につい

て、所期の目標を達成

しているか。 

 

 

 

○ 収集・整理した情

報が、労働政策研究に

資するものとなって

いるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 収集・整理した情

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

○ ２６年度の国内労働関係情報

の収集・整理は１３４件となり、

ホームページ、メールマガジン、

ニュースレター「ビジネス・レー

バー・トレンド」等で提供した。 

 

 

 

 

 

○ 国内の労働関係情報の収集・

整理は１３４件（メールマガジン、

「ビジネス・レーバー・トレンド」

等）で、前年度（１３９件）と同

水準となった。 

 

○ 企業、業界団体、労働組合（単

組、産業別労組）、地域シンクタン

クを対象とするモニター制度を活

用しつつ、アンケート調査やヒア

リング調査、取材等を実施して、

労働現場における最新の事情・動

向を収集・整理し、労働政策研究

の基礎となるデータを提供した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 収集・整理した情報は、メー

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

 

 

○ 国内労働関係情報の収集・整理については前年度と

同水準の１３４件となり、年度目標（１００件）を上回

った。収集・整理した労働現場における最新の事情・動

向を、ホームページ、メールマガジン、「ビジネス・レー

バー・トレンド」など様々な方法を通じて、広く迅速に

提供した。 

 

 

 

 

○ 国内労働関係情報の収集・整理については前年度と

同水準の１３４件となり、年度目標（１００件）を３０％

以上上回ることができた。 

 

 

 

○ 労使、地域シンクタンクのモニター調査を各４回実

施するとともに、労働現場の最新の事情・動向の収集・

整理を１３４件実施し、労働政策研究に資する情報・デ

ータを提供した。正規化の動向（雇用ポートフォリオ）

に関する情報収集については、内閣府「日本経済２０１

４－２０１５」で参考文献として引用されるなど政策形

成に資する情報収集ができていると評価できる。 

 

○ 定点観測的調査として、「第２回日本人の就業実態に

関する総合調査」「労働条件の設定・変更と人事処遇に関

する実態調査－労働契約をめぐる実態に関する調査

（Ⅱ）」を実施、調査結果を公表し、政策議論の活性化に

資する基礎的データを提供するとともに、「雇用促進税制

による労働市場への効果」や「雇用ポートフォリオ」等

のプロジェクト研究テーマに資する事例等を機動的に収

集、提供し、政策論議の活性化に貢献した。 

 

○ 収集・整理した情報は、労働政策研究の成果を速や

評定 A  

＜評定に至った理由＞ 

○ 労働政策研究の実施や、実際の政策の企画、立

案のためには、常に最新の情報やデータが提供

されることが重要であるが、機構においては、

国内労働情報の収集、整理について、平成 26

年度は、計画上の目標を大きく上回る 134 件の

情報を提供している。 

○ 提供した情報は、行政機関によって活用される

とともに、各種メディアに引用される等、内容

面についても、実際に有益な情報が収集、整理

されていると評価できる。 

 

○ また、機構では継続的に統計データの把握、提

供を行っているが、単なる把握にとどまらず、

分析、加工を行った上で様々な媒体で提供して

おり、これらは、有識者アンケートにおいても

高い評価を得ている。 

 

○ 以上により、機構における国内労働上の収集整

理は、計画上の数値目標を大きく上回る成果を

達成するとともに、その内容についても質の高

いものになっているため、「A」とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 

 

＜その他事項＞ 
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（３）各種統計データ等

の収集・整理 

広範囲の情報源を活

用して、労働関係の統計

に係る各種データを継

続的に収集・整理する。

また、これらを分析・加

工し、既存の数値情報で

は得られない有益かつ

有効な情報を作成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）各種統計データ等

の収集・整理 

広範囲の情報源を活

用して、労働関係の統計

に係る各種データを継

続的に収集・整理する。 

また、これらを「主要労

働統計指標」や「最近の

統計調査結果から」とし

て取りまとめるととも

に、分析・加工し、労働

統計加工指標、国際比較

労働統計等既存の数値

情報では得られない有

益かつ有効な情報を作

成する。 

さらに収集した情報を

労働統計データベース

等として蓄積するとと

もに、当機構で実施した

調査データに基づくデ

ータ・アーカイブ事業を

実施するなど提供デー

タの拡充を図り、有益性

を向上させる。 

 

 

 

 

 

 

報を適切な方法で普

及しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 労働関係の統計

情報を継続的に収

集・整理し、労働政策

研究に資する高度加

工情報等、有益かつ有

効な情報を作成・提供

しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ルマガジン（８３件）やホームペ

ージ等を通じて迅速で適切な公

表、普及に努めるとともに、「ビジ

ネス・レーバー・トレンド」（５１

件）で判りやすく紹介し、読者か

ら高い評価を得ている。また、４

件の記者発表を行った。 

  

 

 

 

 

○ 労働関係の最新の統計を継続

的に収集・整理し、主要労働統計

指標や労働統計データベース等に

よりホームページ等で迅速に提供

した。ホームページには新たに「早

わかり グラフでみる長期労働統

計」を設け、また、「統計情報Ｑ＆

Ａ」に共働き世帯や賃上げ統計に

関するものを追加した。 

 

○ 「労働統計データベース」を、

概ね月２回ずつ更新した。賃金構

造基本統計調査の雇用形態別統計

を充実する改修や、新たに指数等

の過去データの改定について注意

を促すお知らせを掲載した。 

 

○ データを収集し分析・加工作

業を行い、需要不足失業率、生涯

賃金など５２の労働統計加工指標

を作成し、成果を計９５のグラフ

とその基数値の表で解説した「ユ

ースフル労働統計２０１４」とし

て刊行するとともに、ホームペー

ジにも掲げた。ホームページには

計算が複雑である一部の指標につ

いて計算方法等を詳しく記した

「補注」を併せて掲げ、また、需

要不足失業率等は、刊行物には載

かに整理して速報的に情報発信できるメールマガジンを

通じて８３件、成果を実務用に分かりやすい形で情報提

供できる「ビジネス・レーバー・トレンド」で５１件提

供するとともに、すべての情報はホームページを通じて

も公表している。また、４件行った記者発表のうち「『第

２回日本人の就業実態に関する総合調査』結果」は、日

経新聞、産経新聞、共同通信や多くの地方一般紙で扱わ

れた。様々な方法で迅速に幅広く収集・整理した情報を

提供した結果、ホームページの「ビジネス・レーバー・

トレンド」掲載記事へのアクセス件数は年間１１７万件

となり、前年度（８８万件）を大幅に上回った。 

 

○ ホームページ「統計情報コーナー」について、「早わ

かり グラフでみる長期労働統計」を新設し、「労働統計

データベース」や「Ｑ＆Ａ」等を拡充するなど内容の充

実に努め、情報の更新を迅速に行った。２６年度有識者

アンケートによると、ＪＩＬＰＴホームページ利用者の

半数以上が「統計情報」を利用したとし、「統計データは

非常に役立つ」、「労働統計データベースは必要なクロス

集計や時系列データが得やすいので重宝している」など

のコメントを得た。 

 

○ 掲載統計の充実や、利用に当たっての注意を促すお

知らせの掲載など利便性の向上に努めた。 

 

 

 

 

 

○ 有識者アンケートにおいて、「ユースフル労働統計」

は、「有益な加工統計が利用できる」「他にはないデータ

である」「労働統計を理解するために最適である」などの

コメントを得ており高く評価されている。 

 

○ 指標のうち均衡失業率と需要不足失業率は、厚生労

働省の「２６年版労働経済の分析」や厚生労働省の雇用

政策研究会において活用された。また、専門誌等では生

涯賃金等も活用された。 

 

 

 



29 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）図書資料等の収

集・整理 

 内外の労働関係図書

資料等を、総合的・体系

的に収集、整理、保管し、

調査研究及び労働行政

担当職員研修の効果的

な推進等を支援する。 

また、図書資料等を一般

公開し、行政関係者及び

外部の研究者等の利用

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）図書資料等の収

集、整理 

内外の労働に関する

図書資料等を、総合的・

体系的に収集、整理、保

管し、労働政策研究及び

労働行政担当職員研修

の効果的な推進等を支

援する。 

併せて、これら図書資料

は、閲覧、貸出、複写、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 調査研究・研修の

効果的な推進に役立

つ資料を収集・整理し

ているか。 

 

 

 

 

○ 収集・整理した資

っていない直近のものを逐次「統

計トピックス」として掲げた。  

 

○ ＯＥＣＤ、ＩＬＯ、各国統計

局等からも各種統計データ等を継

続的に収集整理し、データ及びデ

ータの定義・注釈・解説の更新を

行った「データブック国際労働比

較２０１５」を刊行した。 

 

○ 「データブック国際労働比較」

は、最大４５ヵ国に関し、２８の

「グラフと解説」、１３５の「統

計・制度表」により、労働に関す

る各種統計指標及び統計数値を理

解する上で参考となる制度を、国

際比較が可能な資料集として編

集・作成した。 

 

○ データ・アーカイブ事業は６

本のデータを新規公開し、累計公

開本数が５３本となった。２６年

度のデータ提供実績は１３件、デ

ータ本数で２１本（前年度３４本）

であった。２１年１１月事業開始

以来の提供実績は累計６６件に達

し、うち２６年度末時点で利用報

告のあったもの３３件、その中の

１８件が論文等の成果物を発表し

たとの報告が寄せられた（資料８

参照）。 

 

○ 毎月、全研究員等に調査研

究・研修に必要な資料の要望を聴

取するとともに、図書選定委員会

において、真に研究・研修に役立

つ資料等の選定を行った。 

 

 

 

○ 国立情報学研究所の複写相殺

 

 

 

○ 有識者アンケートにおいて、「データブック国際労働

比較」は、「手軽に労働統計の国際比較が可能」「コンパ

クトにまとまっていて便利」「労働統計の国際比較に関す

る資料の作成に役立つ」「海外との比較を行う手がかりが

非常に少ない中、主要国のデータを網羅した資料の存在

は貴重」などのコメントを得ており高く評価されている。 

 

○ 「データブック国際労働比較」は、厚生労働省の「２

６年版労働経済の分析」に引用されたほか、内閣府や厚

生労働省、経済産業省など、複数の官公庁の資料やホー

ムページにおいて就業者及び管理職に占める女性割合の

データとして引用された。また、一般紙および専門紙誌

等でも幅広く活用された。 

 

 

 

○ 個票データの二次利用促進に貢献した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 図書館運営業務の効率化・簡素化を図るため、「改革

推進チーム」で、今後の図書館運営の在り方を検討した。

その結果、民間企業等が有するサービス向上、効率化促

進等のノウハウを全面的に導入することを基本に「図書

館運営業務の外部委託化」を２８年４月から実施するこ

ととした。２７年度は業務委託に向けた具体的な検討を

行う。 

 

○ また、研究・研修事業支援のために収集・整理・保
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に供して、その有効活用

を図る。 

レファレンスサービス

等を通じて、行政関係者

及び外部の研究者、労使

実務家等の利用に供し、

その有効利用を図る。 

さらに、上記の収集・整

理の蓄積を踏まえて、加

工した労働関係情報を

継続的に作成し、これら

情報資源のより積極的

な利用を図る。 

・ 「労働文献目録」の

作成 

・ 蔵書データベース、

論文データベース、調査

研究成果データベース

への収録情報の作成・蓄

積 

料の有効活用を図っ

ているか。 

 

制度を利用した、他の図書館等を

通じた複写依頼にも適切に対応す

ることで、図書館資料の有効活用

を図っている。 

 

○ 収集した資料に基づき、毎月

「労働文献目録」を作成し、蔵書・

調査研究成果・論文データベース

のための情報を随時作成・蓄積す

ることにより加工情報の一層の充

実を図り、ホームページを通じて、

継続的に提供した。 

 

 

 

 

管した図書館資料を、閲覧、貸出、複写サービス、レフ

ァレンスへの回答を通じて、行政関係者・研究者・学生・

労使実務家等に積極的に提供した。(外部来館者数１，０

５９名、外部貸出冊数１，１９３冊、複写枚数３６，４

２３枚、レファレンス対応数４６４件) 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらを踏まえ、Ａと評価する。 

 

 

＜課題と対応＞ 

 

○ 「ビジネス・レーバー・トレンド」で連載する「賃

金・人事処遇制度と運用実態をめぐる新たな潮流」のよ

うに、政労使に関心の高い情報の収集・整理を今後も継

続し、課題の所在と企業の対応等を明らかにしていく。 

 

○ ホームページ「統計情報」コーナーについて、労働

政策研究に資するより有益なものとなるように、引き続

き、労働統計所在案内やＱ＆Ａ、労働統計データベース、

ユースフル労働統計などの充実を図る。 

 

○ 図書館運営業務の効率化・簡素化を図るため、「改革

推進チーム」で、今後の図書館運営の在り方を検討した

結果、２８年４月からは図書館運営業務を外部委託する

こととした。これを受け、２７年度においては、業務委

託に関する、具体的な内容を検討し、より効率的な図書

館運営をめざす。併せて、労働分野の専門図書館として

の機能強化、厚生労働省図書館との連携についてもより

充実を図る。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―４ 海外情報の収集・整理、海外とのネットワーク 

業務に関連する政策・施

策 

・豊かで安定した勤労者生活の実現を図ること（Ⅲ－４－２） 

・労使関係が将来にわたり安定的に推移するよう集団的労使関係のルールの確立及び普及

等を図るとともに、集団的労使紛争の迅速かつ適切な解決を図ること（Ⅲ－６－１） 

・個別労働紛争の解決の促進を図ること（Ⅲ－７－１） 

・公共職業安定機関等における需給調整機能の強化及び労働者派遣事業等の適正な運営を

確保すること（Ⅳ－１－１） 

・地域、中小企業、産業の特性に応じ、雇用の創出及び雇用の安定を図ること（Ⅳ－２－

１） 

・高齢者・障害者・若年者等の雇用の安定・促進を図ること（Ⅳ－３－１） 

・雇用保険制度の安定的かつ適正な運営及び求職活動を容易にするための保障等を図るこ

と（Ⅳ－４－１） 

・男女労働者の均等な機会と待遇の確保対策、仕事と家庭の両立支援、パートタイム労働

者と正社員間の均等・均衡待遇等を推進すること（Ⅵ－１－１） 

 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人労働政策研究・研修機構法第 12 条第 2号、第

3号 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

事前分析表（平成 26 年度）Ⅲ－４－２ 

行政事業レビューシート番号 454 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ③ 要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標 達成目標 （参考） 
前中期目標期
間平均値等 

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度  指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 

海外の労働関係

情報の収集・提供

を行う（実績） 

年度期間中

に１００件

以上 

― 225 件 219 件 140 件    予算額（千円） － － －   

同上（達成率）   225％ 219％ 140％    決算額（千円） － － －   

         経常費用（千円） － － －   

         経常利益（千円） － － －   

         行政サービス 

実施コスト（千円） 

－ － －   

               

               

               

               

※ 独立行政法人会計基準の改定等を踏まえ、事業単位とそれに係るインプット情報を整合させるため、 

現在検討中であることから、「－」表示とする。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ２ 労働事情・労働

政策に関する情報

の収集・整理 

 

 労働政策研究に

資する内外の労働

事情、各種の統計デ

ータ等を継続的に

収集・整理するとと

もに、時宜に応じた

政策課題について

も機動的かつ効率

的に対応すること。

特に、海外主要国や

高い経済成長下に

あるアジア諸国に

関する調査・情報収

集を強化すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 労働事情・労働政策

に関する情報の収集・整

理 

 

 労働政策研究に資す

ることを目的として、内

外の労働事情、各種の統

計データ等を継続的に

収集・整理するととも

に、時宜に応じた政策課

題についても機動的か

つ効率的に対応する。 

（２）海外情報の収集・

整理 

 我が国の中長期的政

策課題との比較検討の

観点から重要性の高い

海外主要国や高い経済

成長下にあるアジア諸

国に対象を重点化し、労

働政策研究の基盤とな

る労働情報を国別に収

集・整理することによ

り、労働政策研究の推進

に資する。このため、次

の具体的目標の達成を

図る。 

・ 情報収集の成果につ

いて、毎年度、延べ１０

０件以上の情報を収

集・整理し、ホームペー

ジ等を通じて提供する。 

なお、対象国の労働政

策、法制度の情報だけで

はなく、労働市場、雇用

慣行など各対象国にお

ける政策や制度に関連

する諸要因についても

２ 労働事情・労働政策

に関する情報の収集・整

理 

 

 労働政策研究に資す

ることを目的として、内

外の労働事情、各種の統

計データ等を継続的に

収集・整理するととも

に、時宜に応じた政策課

題についても機動的か

つ効率的に対応する。 

（２）海外情報の収集・

整理 

海外主要国（アジア諸

国含む）を対象に労働政

策研究の基盤となる労

働情報を国別及び機関

別に収集・整理する。具

体的には以下の業務に

取り組む。 

イ 海外主要国（英、米、

独、仏、中、韓等）及び

国際主要機関（ EU ・

OECD・ILO）を対象に、

労働政策研究の基盤と

なる労働情報を国別・機

関別に収集・整理する。 

なお情報は、対象国の労

働市場、雇用慣行など政

策や制度に関連する諸

要因も合わせて総合的

に収集・整理することと

し、特に重要な課題につ

いては国際比較の観点

からテーマ別に収集・整

理を行う。 

ロ 政策研究に資する

 

○ 海外労働関係情

報の収集・整理・提供 

 

＜主な定量的指標＞ 

 

○ 情報収集の成果

について、毎年度、延

べ１００件以上の情

報を収集・整理し、ホ

ームページ等を通じ

て提供する。 

 

＜その他の指標＞ 

なし 

 

＜評価の視点＞ 

 

○ 数値目標につい

て、所期の目標を達成

しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 海外主要国（アジ

ア諸国含む）を対象

に、労働政策研究の基

盤となる労働情報を

国別に収集・整理して

いるか。 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

○ 収集・整理した海外労働情報

を、ホームページで７１件、『ビジ

ネス・レーバー・トレンド』で６

９件の計１４０件提供し、収集・

整理した情報を通じて、労働政策

研究への貢献を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 国別労働情報については、海

外主要国（英、米、独、仏、中、

韓等）及び国際主要機関（ＥＵ、

ＯＥＣＤ、ＩＬＯ）を対象に、労

働政策研究の基盤となる最新の労

働情報を収集・整理した。なお、

政策研究に資する海外労働情報の

収集を目的に、専門家を講師とす

る海外労働情報研究会を５回（前

年度４回）開催した（資料９参照）。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

○ 収集・整理した海外労働情報の提供件数は１４０

件となり、年度目標（１００件）を大きく上回り年度

目標の１２０％以上を確保したものの、提供情報の質

の向上を目指すとの方針転換を行った結果、件数は前

年度比では大幅な減少となった。具体的には、①日本

の政策課題の観点から特定のテーマを抽出し国際比

較を試みる、②海外で実施された政策のうち日本にと

って特に参考になると思われるテーマについて専門

家から事情聴取を行う、③アジア諸国において日本企

業が進出する国の法制度や労働実態に係る情報の提

供に取り組む等を行った結果、件数が減少した反面、

提供した海外労働情報に関する問い合わせ、マスコミ

等からの訪問取材、行政関係者等への説明は１７８件

となり、前年度（１２０件）を大きく上回った。例え

ば、ドイツのハルツ法改革に関し、在ドイツ大使館や

ドイツ労働法の専門家等の協力を得てハルツ法改革

の功罪に焦点をあてた研究会を開催し、多角的視点よ

り検討を加えた結果、行政や議員等から多くの照会が

あるなど、政策的議論の活性化に貢献した。この他、

政策的議論に貢献した事例としては次のようなものがあ

る。質の高い情報提供を行った結果、内閣官房日本経済

再生総合事務局や内閣府から情報提供依頼があったほ

か、経営者団体からも講義の依頼がありその内容が経営

者団体の意見書に活用される等、各方面で高い評価を得

ている。 

 

○ 労働政策研究の基盤となる各国・機関の最新の労働

情報を継続的に収集・整理するとともに、今年度におい

ては、日本において政策課題となっていることに着目し

た。具体的には「外国人労働者の受入れ問題」について

「課題別国際比較」を行ない、米、英、独、仏、ＥＵ、

シンガポール、韓国の６か国１地域を対象に調査してホ

ームページ上で公表し、結果について厚生労働省外国人

雇用対策課から高い評価を得ることができた。 

 

 

評定 A 

＜評定に至った理由＞ 

○ 国際化が進展する中で、労働政策研究の実施、

政策の企画立案にあたっても、諸外国の動向を

踏まえることや、国際比較を行うことは不可欠

であるが、機構においては、平成 26 年度にお

いて、目標を大きく上回る、140 件の海外労働

関係情報の提供を行っている。 

○ また、今年度は、昨年度までと比べ、件数が減

少しているが、一方で、内容について精査を行

っており、結果、厚生労働省にとどまらず、他

の行政機関やマスコミからの取材等は前年度

を大きく上回っており、内容面の充実が図られ

ていると評価できる。 

○ 特に、ドイツのハルツ改革については、日本の

労働政策に対して示唆に富むものであり、注目

も大きかったところ、機構においても専門家の

協力を得て研究会を開催し、その成果について

は、政府での労働政策の検討に対し、非常に有

益な情報を提供している。 

 

○ また日本企業が多く進出するアジア諸国の情

報収集にスポットがあてられていることは、労

使関係者のニーズに応えるものとなっている。 

 

○ 海外研究員の招へいや、機構研究員の海外派遣

は、必要な情報の収集、研究の質の向上、海外

研究員とのネットワークの構築や、日本の情報

の海外発信という観点から効果的であるが、そ

の実施にあたっては、プロジェクト研究との関

連性等を重視するなど、労働政策研究への直接

の関連性が深いものに重点が置かれている。 

○ 今年度は、初めて、ILO と共催でセミナーを開

催し、政府としても重要な課題と位置づけてい

る個別労働紛争解決をテーマとしてとりあげ

ており、海外情報収集のネットワークを強化す

るとともに、施策の検討にあたって必要不可欠

な諸外国の制度や実情に関する情報を直接収
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３ 研究者・有識者

の海外からの招へ

い・海外派遣 

 労働政策研究に

資することを目的

として、研究者・有

識者の海外からの

収集・整理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 研究者・有識者の海

外からの招へい・海外派

遣 

 労働政策研究に資す

ることを目的として、研

究者・有識者の海外から

の招へい及び海外への

海外労働情報の収集を

目的に、必要に応じて内

外の専門家による海外

労働情報研究会を随時

開催する。 

・ イ、ロにより収集・

整理する情報の成果は、

年度期間中に、延べ１０

０件以上の情報を収

集・整理し、ホームペー

ジ等を通じて提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 研究者・有識者の海

外からの招へい・海外派

遣 

労働政策研究に資す

ることを目的として、研

究者・有識者の海外から

の招へい及び海外への

○ 収集・整理した情

報が、労働政策研究に

資するものとなって

いるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 研究者等の招へ

い・派遣 

 

＜評価の視点＞ 

 

○ 研究者等の招へ

い・派遣が、労働政策

○ アジア諸国の情報収集に関し

ては、「東アジア労働社会プロジェ

クト」と連携を図りつつ、中国、

韓国の情報収集・発信を強化した。

インドについては、外部専門家の

協力を得て、インド労働事情研究

会を立ち上げ、現地の日系進出企

業の調査を行いつつ（資料１０参

照）、労働政策等に関する国別労働

トピックの更新を行った。 

 

 

 

 

 

 

○ 収集・整理した海外労働情報

をホームページ、「ビジネス・レー

バー・トレンド」等を通じて、広

く一般に提供した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ プロジェクト研究との関連が

強く、当該分野において優れた知

見を有する研究者２名を厳選して

招へいした（資料１１参照）。それ

ぞれの専門分野における日本の最

新の情報収集と動向分析を行い、

日本滞在中に得られた成果を、研

○ アジア諸国の情報収集は、我が国進出企業における

人事管理の動向や課題、グローバル人材の育成確保を念

頭に置く横断的プロジェクト「東アジア労働社会プロジ

ェクト」と連携を図りつつ、今年度は中国、韓国の賃金、

雇用政策、法改正など、企業実務と関連した情報の収集・

発信を強化した。また、当年度は新たにインドを取り上

げた。２０１４年の全インドにおける日系企業の拠点

数は３，９６１拠点で前年比５６％増であるなど、新

規の進出の段階から国内拠点を拡大し、現地化をより

進展させる段階での労働関係の情報が望まれている。

このため、インドを新たに取り上げ、現地の労働事情

及び日系進出企業に関する調査を外部専門家と連携して

行い、ネットワークの構築に努めるとともに、アジアの

最新情報・データ収集に重点を置き、労働政策等に関す

る国別労働トピックの更新を実施した。 

 

○ 資料シリーズ、ＪＩＬＰＴ海外労働情報やホームペ

ージ等で一般に提供した海外労働情報に関する電話、Ｅ

メールによる問い合わせ、マスコミ等からの取材、行政

関係者等への説明は、１７８件（前年度１２０件）であ

った。その内訳は、行政機関・国会５２件、マスコミ関

係者４９件、企業・労働組合・経営者団体２７件、研究

者・研究機関２３件、その他２７件であった。例えば、

財務省総合政策課より「英国の出生率の増加に対する諸

政策の寄与」についての問い合わせがあったが、これに

対しては、労働政策研究報告書 No.１１６及び No.１５１

の「ワーク・ライフ・バランス比較法研究」その他資料

を提供した。また、東京都産業労働局からの「各国の最

近の労働時間に関する統計」についての問い合わせに対

しては、データブック国際比較の該当データ及びその出

所データについて詳細な情報提供を行うなど、海外情報

の的確かつ迅速な提供に努めた。 

 

 

○ 招へい研究員（２名）は、各専門分野における日本

の最新の情報収集と分析を行った。１名は経営組織論を

専門とする研究者で、組織論、HRM 関係の論文等を多く

著している。特に日本との関係及び日本から得られる含

意という視点での研究を進めている。今回の招へいでは

「日本における非正規雇用の人的資源管理マネジメン

ト」を研究テーマとし、総合政策部門の研究員の協力を

集する機会を確保し、文献調査では把握できな

い情報を収集しており、高く評価できる。 

 

○ また、日本の情報の海外発信のための英文によ

る情報提供にも積極的に取り組んでおり、特

に、海外企業が日本に進出する際にその複雑さ

が課題となっていると指摘されていることを

うけて執筆した日本の解雇法制に関する論文

が、欧州の権威のある研究機関（ADAPT）でも

取り上げられている。また、機構の発信する英

文情報は在外公館に派遣されている行政関係

者にも現地での日本の政策説明に活用される

など、十分な成果を達成していると評価でき

る。 

 

○ 以上により、設定した数値目標については大き

く上回る成果を達成するとともに、その内容に

ついても、質の高いものとなっていると評価で

きることから、「A」評価とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

無し。 

 

 

＜その他事項＞ 

無し。 
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招へい及び海外へ

の派遣であって、労

働政策研究事業と

一体的に実施する

必要性があるもの

又は労働政策研究

に相乗効果をもた

らすものを、労働政

策研究への直接的

な効果が高いもの

に重点化して効果

的かつ効率的に実

施することにより、

各国で共通する労

働分野の課題につ

いて各国の研究者

や研究機関等とネ

ットワークを形成

し、相互の研究成果

の交換、活用を図る

こと。 

 

派遣を実施することに

より、各国で共通する労

働分野の課題について

各国の研究者や研究機

関等とネットワークを

形成し、相互の研究成果

の交換、活用を図る。な

お、招へい・派遣につい

ては、プロジェクト研究

等の労働政策研究との

関連性を重視し、労働政

策研究への反映につい

て適切に評価しつつ、効

果的かつ効率的に実施

する。このため、以下の

通り業務を実施する。 

 

（１）研究者等招へい 

 労働政策研究の推進

に資する観点から、プロ

ジェクト研究等との関

連が強く、当該分野にお

いて優れた知見を有す

る研究者等の海外から

の招へいを厳選して実

施する。 

（２）研究者等派遣 

 労働政策研究の推進

に資する観点から、プロ

ジェクト研究等との関

連が強い海外の労働政

策や労働問題の研究、国

際学会における発表等

を目的とした研究者等

の海外への派遣を厳選

して実施する。 

派遣を実施することに

より、各国で共通する労

働分野の課題について

各国の研究者や研究機

関等とネットワークを

形成し、相互の研究成果

の交換、活用を図る。 

招へい・派遣について

は、プロジェクト研究等

の労働政策研究との関

連性を重視し、労働政策

研究への反映について

適切に評価しつつ、効果

的かつ効率的に実施す

る。 

このため、以下の通り業

務を実施する。 

（１）研究者等招へい 

労働政策研究の推進

に資する観点から、プロ

ジェクト研究等との関

連が強く、当該分野にお

いて優れた知見を有す

る研究者等の海外から

の招へいを厳選して実

施する。 

（２）研究者等派遣 

労働政策研究の推進

に資する観点から、プロ

ジェクト研究等との関

連が強い海外の労働政

策や労働問題の調査研

究、国際学会における発

表等を目的とした研究

者等の海外への派遣を

厳選して実施する。 

 

 

 

 

 

研究の推進に資する

ものに厳選して実施

されているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

究成果報告会において機構内で発

表し、研究員等との議論を通じ、

プロジェクト研究に多くの知見を

与えた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ プロジェクト研究の成果に基

づく報告を行うため、「第９回国際

職場のいじめ学会大会」（イタリ

ア・ミラノ開催）、国際会議「いじ

めのない職場作りに向けて」（カナ

ダ・ダートマス開催）、「米国社会

学会２０１４年次大会」（米国・サ

ンフランシスコ）、「国際労働・社

会保障法学会欧州地域会議」（アイ

ルランド・ダブリン）に、それぞ

れ研究員１名を派遣した（資料１

２参照）。 

 

 

 

得ながら、生産性をあげるための人的戦略としての非正

規雇用について考察を行った。その考察は、国による政

策や慣行の違いの観点から、機構内の研究員、調査員に

も多角的な視点を与えた。もう１名は人口統計学を専門

とし、女性労働問題に関する調査・研究を続けている研

究者である。国際比較から見た論文等を多く著しており、

その知見が広い。今回の招へいでは「日本におけるシン

グルマザーのワーク・ファミリー・コンフリクト」を研

究テーマとした。企業と雇用部門の研究員の協力を得な

がら、日本の社会事情に関する考察を併せた研究を行い、

その洞察は日本における当該問題の深刻さを的確に指摘

するものとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 前年度より派遣の対象とする研究分野及び人数を広

げ、４名（前年度２名）の研究員を海外の国際会議、学

会等に派遣した。それぞれの会議、学会等における全体

テーマあるいはセッションごとのテーマに関し、各国の

研究者と対等に討議を行える研究員を、機構において日

頃から取り組んでいる研究活動を勘案するなど厳選して

派遣した。これらの会議、学会等に参加し、機構の研究

成果の報告等を行い、また各国研究者との議論を深める

ことで、今後のプロジェクト研究への示唆を得るととも

に、機構のプレゼンスの向上、研究者間のネットワーク

の形成等、多くの成果を得た。これらの取組を通じ、労

働政策研究への貢献を図った。 
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（３）海外の研究機関等

とのネットワークの形

成 

各国の労働政策研究

機関等によって構成さ

れるネットワークに参

加することにより、各国

の研究課題、研究動向、

研究成果等に関する情

報を交換するとともに

機構の研究推進に資す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）英文情報整備 

労働政策研究に資す

ることを目的として、研

究成果等を活用して、わ

が国の労働問題や労働

政策研究に関する英文

等情報を整備し、印刷

物、Web などの適切かつ

効率的な方法で海外の

研究機関等に提供する。

年度計画期間中に以下

の英文等情報を作成す

る。 

① 研究成果の英訳資

料 

② 英文「日本の労働

問題と分析」 

④  英文労働統計 

 ④  英文雑誌 Japan 

Labor Review(季刊) 

○ 海外研究者・機関

等とのネットワーク

の形成 

 

＜評価の視点＞ 

 

○ 各国の研究者や

研究機関等とネット

ワークを形成し、相互

の研究成果の交換・活

用など、適切な連携が

図られているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 英文情報の整備 

 

＜評価の視点＞ 

 

○ 収集・整理した情

報を適切な方法で普

及しているか。 

 

○ 海外研究者・機関等とのネッ

トワークの形成のため、次の３つ

の業務を実施した。①日中韓に共

通の労働政策課題に関する共同研

究推進のためのワークショップの

共催（資料１３参照）。②欧米諸国

等の労働問題に関する情報取集と

政策議論の場の提供のためのセミ

ナーの開催（資料１３参照）。③海

外の研究者・研究機関との情報交

換のための各種国際会議・国際学

会への研究員の派遣及び日本の労

働政策課題等についての情報を求

める外国人研究者・労働関係者の

来訪受入れ（資料１４参照）。 

 

 

 

 

 

○ 国内の労働情報の海外向け発

信のため、英文情報を整備した。

機構の研究成果を活用しつつ、日

本の労働問題・労働政策に関する

英文情報を整備し、印刷物、ホー

ムページ等を通じて提供した（資

料１５参照）。 

 

 

 

 

 

○ ①については、中国労働社会保障研究院（ＣＡＬＳ

Ｓ）、韓国労働研究院（ＫＬＩ）と共催で日中韓ワークシ

ョップを、また、韓国労働研究院（ＫＬＩ）と共催で日

韓ワークショップを共催した。これらを通じ、日中韓の

各国共通の労働政策課題に関する共同研究の推進を図っ

た。②については、２６年度は欧米等９か国の大学・研

究機関との連携により、国際セミナーを開催した。初め

ての試みとして、ＩＬＯと共働開催し、海外からも数多

くの研究者等が参加し、議論を深めることができた。③

については、国内外で開催された各種国際会議・国際学

会、セミナー等に研究員を派遣し、各国の研究者との議

論を通じ情報交換を行った。また、日本の労働政策課題

等についての情報を求める外国人研究者・労働関係者の

来訪を受入れ、情報を提供するとともに、意見交換を行

うことで、当該国の最新の状況把握を行った。以上の３

業務を通じ、各国研究者・研究機関、行政機関、労働関

係団体等との新たに形成されたネットワーク及びこれま

で以上に強化されたネットワークによって、各国の動向

把握が可能となった。 

 

○ 国際化が進み情報を英文で発信することの重要性が

高まる中、国内情報の英文による提供を可能な限り推進

することとし、２６年度は、国内の労働情報の海外向け

発信として、労働政策研究報告書の「概要」の英語版を

作成するとともに、機構の研究成果を活用して日本の労

働問題、労働政策に関する英文資料を整備し、印刷物、

ホームページ等を通じて提供した。このうち「Japan 

Labor Review 」 と し て 発 行 し た 冊 子 の 中 の論 文

「Dismissals in Japan Part One: How Strict Is Japanese 

Law on Employers?」は、イタリアの労働法・労使関係国

際比較研究協会（ADAPT）のホームページに掲載された

（ADAPT はイタリア国内のみならず、欧州全域にネット

ワークを持つ研究機関）。その他、各種の英文印刷物は、

海外の研究機関、大学、図書館、政府関係機関、労使団

体等、約１,７００か所に送付され、特に在外日本大使館

では、現地の労働関係者に対し、日本の労働事情を説明

する際の資料として有効に活用されている。 

その他、英文のホームページのリニューアルを行った。

利用者の便宜を考慮して、テーマ別に閲覧できるよう工

夫した。また、今年度より新たに、「ＪＩＬＰＴリサーチ

アイ」を英訳・編集し、ホームページを通じて公表する
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等、日本の労働問題、労働政策に関する情報の海外への

発信を通じ、日本に対する正確な理解の促進に貢献した。 

 

これらを踏まえ、Ａと評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

 

○ 海外の研究員の招へいについては、プロジェクト研

究との関係をより重視し、双方の研究にとってより利点

を生かせるよう、テーマや専門分野をより重視して選考

していきたい。さらに、プロジェクト研究の枠にとらわ

れず、これまでに招へいした海外研究員当人あるいは当

人のネットワークを各種の調査や情報収集のための手法

として、より有効に活用していくことを考えていきたい。 

 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―５ 労働政策研究等の成果の普及 

業務に関連する政策・施

策 

・豊かで安定した勤労者生活の実現を図ること（Ⅲ－４－２） 

・労使関係が将来にわたり安定的に推移するよう集団的労使関係のルールの確立及び普及

等を図るとともに、集団的労使紛争の迅速かつ適切な解決を図ること（Ⅲ－６－１） 

・個別労働紛争の解決の促進を図ること（Ⅲ－７－１） 

・公共職業安定機関等における需給調整機能の強化及び労働者派遣事業等の適正な運営を

確保すること（Ⅳ－１－１） 

・地域、中小企業、産業の特性に応じ、雇用の創出及び雇用の安定を図ること（Ⅳ－２－

１） 

・高齢者・障害者・若年者等の雇用の安定・促進を図ること（Ⅳ－３－１） 

・雇用保険制度の安定的かつ適正な運営及び求職活動を容易にするための保障等を図るこ

と（Ⅳ－４－１） 

・男女労働者の均等な機会と待遇の確保対策、仕事と家庭の両立支援、パートタイム労働

者と正社員間の均等・均衡待遇等を推進すること（Ⅵ－１－１） 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人労働政策研究・研修機構法第 12 条第 4号 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

事前分析表（平成 26 年度）Ⅲ－４－２ 

行政事業レビューシート番号 454 
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２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ③ 要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標 達成目標 （参考） 
前中期目標期
間平均値等 

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度  指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 

メールマガジン

の発行（実績） 

週 2回 ― 週 2回 週 2回 週 2回    予算額（千円） － － －   

読者アンケート

での有益回答率

（メールマガジ

ン）（実績） 

80％以上 ― 96.9％ 95.0％ 92.7％ 

（93.6％）

※ 

   決算額（千円） － － －   

同上（達成度）   121.1％ 118.8％ 115.9％

(117.0％) 

         

メールマガジン

の 読 者 数   

≪30,500 人（24 年

度）、31,500 人（25

年度）、32,000 人（26

年度）≫（実績） 

32,500 人（中

期目標期間

終了時点） 

― 31,187

人 

31,557

人 

32,888 人    経常費用（千円） － － －   

同上（達成度）   102.3％ 100.2％ 102.8％          

ニュースレター

の発行（実績） 

月 1回（年

度中 12回） 

― 月 1回 月 1回 月 1回    経常利益（千円） － － －   

読者アンケート

での有益回答率

（ニュースレタ

ー）（実績） 

80％以上 ― 94.8％ 

 

95.9％ 

 

89.7％ 

（92.9％）

※ 

   行政サービス 

実施コスト（千円） 

－ － －   

同上（達成度）   118.5％ 119.9％ 112.1％

(116.1％) 

         

研究専門雑誌の

発行（実績） 

毎月 1回 ― 毎月1回 毎月1回 毎月 1回          

受講者アンケー

トでの有益回答

率（総合講座） 

― ― ― ― ―          

受講者アンケー

トでの有益回答

率（専門講座） 

― ― ― ― ―          

               

※（ ）の数字は読者アンケートと有識者アンケートを合算した有益度となっている。                 ※ 独立行政法人会計基準の改定等を踏まえ、事業単位とそれに係るインプット情報を整合させるため、 

数値の精度を高めるため、２６年度から有識者アンケートの読者解答も加えて回答母数を拡げている。          現在検討中であることから、「－」表示とする。 

 

 



39 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ４ 労働政策研究等

の成果の普及・政策

提言 

 

 労使実務家を始

めとする国民各層

における政策課題

についての関心・理

解を深め、公労使三

者構成の労働政策

の基盤形成を図る

ことを目的として、

ホームページ等の

多様な媒体を有機

的に連携させた情

報発信を積極的に

推進すること。 

 また、調査研究ご

との普及状況を客

観的に把握するた

めの指標を新たに

設定し、その結果を

公表すること。 

 さらに、労働政策

フォーラムの活性

化や労働政策を取

り巻く現状や機構

における調査研究

の成果を踏まえ、毎

年度、政策の検討課

題・論点を抽出した

上で、政策提言に係

るレポートを新た

に作成するなど、政

策提言機能の強化

に努めること。 

なお、第２期に引き

続き、各事業におい

４ 労働政策研究等の成

果の普及・政策提言 

 

 

 労使実務家を始めと

する国民各層における

政策課題についての関

心・理解を深め、公労使

から成る三者構成の労

働政策の基盤形成を図

ることを目的として、労

働政策研究等の成果の

普及・政策提言の業務を

次の通り実施する。 

実施の際には、ホームペ

ージ等の多様な媒体を

有機的に連携させた情

報発信を積極的に推進

するとともに、マスメデ

ィア等への積極的な PR 

や分かりやすい公表資

料の作成等に努める。 

 

 

（１）労働政策研究等の

成果の普及 

 労働政策研究等の成

果は、広く国民各層を対

象とすることが可能な

メールマガジン、ホーム

ページ及び定期刊行物

等の媒体・方法を効果的

に活用して、その普及を

図る。 

 

 

 

 

４ 労働政策研究結果等

の成果の普及・政策提言 

 

 

労使実務家を始めと

する国民各層における

政策課題についての関

心・理解を深め、公労使

から成る三者構成の労

働政策の基盤形成を図

ることを目的として、労

働政策研究等の成果の

普及・政策提言の業務を

次の通り実施する。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）労働政策研究等の

成果の普及 

労働政策研究等の成

果は、広く国民各層を対

象とすることが可能な

メールマガジン、ホーム

ページ及び定期刊行物

等の媒体・方法を有機的

に連携させるとともに、

報道発表資料の充実に

努めるなどマスメディ

ア等への積極的な PR に

努め、その普及を図る。 

 

＜主な定量的指標＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

. 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

○ 機構の成果は、メールマガジン、ホームページ、

定期刊行物等を通じて広く発信されている。 

 

○ メールマガジンについては、労使関係者や行政

関係者等に広く購読されており、平成 26 年度

末時点において、2 年前倒しで中期目標期間終

了時点の目標である 32,500 人を達成してい

る。特に、発信されている労働情報は、最新の

統計や判例、労使の動向など労働行政の企画立

案に資するものであることから、平成 26 年度

は政策担当者である労働行政関係者の購読者

数が大きく増加しており、結果、1331 人の増

加（平成 25 年度は 370 人増）と大幅な増加と

なった。 

○ また、その内容についても、ホームページと連

動して、「リサーチ・アイ」等の新しいコンテ

ンツの設置等、より読者のニーズにあった情報

を発信するよう取り組んでおり、読者アンケー

トにおいて、有益であるとの回答が、目標であ

る 80％を上回る 92.7％であり、質的にも十分

なものとなっていると評価できる。 

○ そのほか、企業の事業主向けの情報発信にも力

を入れており、企業向けの記事掲載件数は平成

25 年度と比べて 2 倍となったほか、企業から

メールマガジンの記事を自社の会員向けホー

ムページ転載したい旨の依頼を受ける等、各方

面から好評を得ていると評価できる。 

 

○ 定期刊行物である「ビジネス・レーバー・トレ

ンド」についても計画通り毎月 1回発行し、読

者アンケートにおいて、目標を上回る 89.7％

から「有益である」との回答を得ており、わか

りやすい形で機構の成果が普及されていると

評価できる。 

○ 実際に、発行後にホームページで公表している

ビジネス・レーバー・トレンドのコンテンツへ
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て次の具体的な目

標の達成を図るこ

と。 

 

イ 労働政策研究等

の成果について、ニ

ュースレターを月

１回、メールマガジ

ンを週２回発行す

ること。 

ロ  ニュースレタ

ー、メールマガジン

読者へのアンケー

ト調査において、８

０％以上の者から

有益であるとの評

価を得ること。 

ハ （略） 

 

 

 

 

 

イ メールマガジン 

 労働政策研究等の成

果については、当該成果

を速やかに整理して情

報発信するメールマガ

ジンを活用して、国民各

層に幅広く提供する。 

・ メールマガジンは週

２回発行する。 

・ メールマガジンの読

者へのアンケート調査

において有益であると

答えた者の割合を８

０％以上となるように

する。 

・ メールマガジンの読

者は、中期目標期間終了

時点で、３２，５００ 人

以上を目標とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ ニュースレター 

 労働政策研究及び関

連する内外の情報収集

 

 

 

 

イ メールマガジン 

労働政策論議の活性

化、労働政策の研究・企

画立案材料の提供、行政

職員の資質向上に資す

る基礎知識の提供を目

的に、労働政策研究成果

等に関する情報に加え

て労働問題に関する広

範な情報をもリンクし

たメールマガジンを週

２回発行する。 

メールマガジン読者へ

のアンケート調査を行

い、読者ニーズを把握

し、コンテンツの充実に

努める。また、読者アン

ケートにおいて、有益で

あると答えた者の割合

を８０％以上となるよ

うにする。 

メールマガジンの読者

数は２６年度末時点で

３２，０００人以上とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ ニュースレター 

労働に関する時宜にか

なった政策課題につい

 

 

 

 

○ メールマガジン

を週２回発行する。 

 

 

 

 

○ ニュースレター

及びメールマガジン

の読者アンケートに

おいて、有益であると

答えた者の割合を８

０．０％以上となるよ

うにする。 

 

 

○ メールマガジン

の読者数は中期目標

期間終了時点で、３

２,５００人以上とす

る。 

＜評価の視点＞ 

○ 数値目標につい

て、所期の目標を達成

しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ ニュースレター、

メールマガジンの提

供する情報内容が国

 

 

 

 

○ メールマガジンについて、労

働問題に関する広範な情報につい

て速報的に発信するため、毎週水

曜日と金曜日の週２回発行した。 

 

 

○ メールマガジン： 

有益度９２．７％（年度計画 

８０．０％以上） 

 

 

 

 

 

 

○ ２６年度末における読者数は 

３２，８８８人（前年度：３１，

５５７人）となった。 

２６年度読者獲得数１，３３１人

（前年度：３７０人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

○メルマガ１０００号特別編集号

を発刊し、有識者等に寄稿頂いた。 

 

 

 

 

 

○ 労働に関する時宜にかなった

政策課題について調査･研究の成

 

 

 

 

○ メールマガジンのコンテンツ 

機構の調査研究成果の他、行政・労使団体の動向、政

策課題に関連するセミナー等の情報、労働判例命令など

雇用・労働分野の最新ニュースを提供し、年度目標を達

成した。 

 

○ メールマガジン読者アンケートでは、前年度より２．

３ポイント下がっているものの、引き続き有益度９２．

７％（年度計画８０．０％以上）と高い評価を得て年度

目標を大きく上回った。 

「タイムリーかつ容易に情報元へアクセスできる」「最新

の研究成果が発表されていて参考になる」「法令や判例の

アップデートが一番タイムリーで非常に役立っている」

等と、情報収集ツールとして高く評価されている。 

 

○ メールマガジン読者数は３２，８８８人で前年度末

より１，３３１人増加し、年度計画の目標数値(３２，０

００人以上）を８８８人上回り、中期目標３２，５００

人を２年前倒しで達成した。読者数増加に向けた取り組

みとして、新たなコンテンツとして「リサーチアイ」「早

わかり グラフでみる長期労働統計」の新設や１０００

号特別編集号を発刊したほか、地方での労働政策フォー

ラムでの案内、外部ポータルサイトや地方を含む労働関

係団体への広告掲載依頼、労使それぞれを対象とした案

内チラシの作成、厚生労働省職員（全国の労働局、労働

大学校研修生等）への PR 等、訴求対象者に対し重点的に

広報に取り組んだ。 

 

○ なお、メールマガジンの日本最大のポータルサイト

「まぐまぐ」（メールマガジン３万誌発行）の読者数ラン

キングでの比較において、読者数３２，８８８人は「行

政・政治・地域情報」ジャンルの第１位のものより約２

万人多く、「ニュース・情報源」ジャンルの第４位に相当

する規模である（２７年６月４日現在）   

 

○ 時宜にかなった政策課題について調査･研究の成果

などを実務者に分かりやすい形で提供し、日本最大規模

のアクセス件数は前年度（88 万件）に比べ、

大幅に増加している（117 万件）。特に、春季

労使交渉の賃上げ、一時金回答に関する記事に

ついては、アクセスが非常に多くなっており、

これは春闘情報をタイムリーに分かりやすく

提示することで読者から求められる情報に応

えた成果である。 

 

○ また、機構のホームページについては、より利

用者の利便性を向上させるためのリニューア

ルを行うとともにタイムリーな情報をメール

マガジンとあわせて、わかりやすく提供する新

たな試みも行われている。 

○ ホームページのリニューアルにあたっては、障

害者や高齢者にも見やすいようページのデザ

インや構成を工夫するなど、ユーザーの利便性

に十分な配慮がなされていると評価できる。 

 

○ 広く社会に向けて、タイムリーな論点について

「知見」を提供するために、新規に開設された

「リサーチ・アイ」のページでは、機構の研究

員が機構の強みであるエビデンスベースで、賃

上げや解雇規制に関する議論等のタイムリー

な話題に関して、わかりやく論点を解説してお

り成果の普及に役立っていると評価できる。 

○  

 

○ 研究専門雑誌である「日本労働研究雑誌」を計

画どおり毎月 1 回発行している。また、有識者

アンケートにおいては、94.4％の者から「有益

である」との回答を得ており、質の高いものに

なっていると評価できる。 

 

○ 教育講座授業については、対前年度比でわずか

に減少しているものの、引き続き多数の参加者

を獲得するとともに、内容についても、受講者

の 9割以上から「大変有益である・有益である」

との回答を得ており、適切に実施されていると

評価できる。 

 

○ 以上より、「B」評価とする。 
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の成果を一体として分

かりやすい形で提供す

るニュースレターによ

り、国民各層に幅広く提

供する。 

・ ニュースレターは月

１回発行する。 

・ ニュースレターの読

者へのアンケート調査

において有益であると

答えた者の割合を８

０％以上となるように

する。 

 

 

 

 

 

ハ ホームページ等 

 ホームページについ

ては成果普及の中心手

段と位置付け、アクセシ

ビリティー等の改善に

努める。労働政策研究等

の成果については、その

発表と同時にホームペ

ージに掲載するととも

に、メールマガジンにリ

ンク先を掲載する等に

より、政策に関する議論

の素材・論点を国民各層

に対して迅速に幅広く

提供する。 

・ 労働政策研究の成果

ごとにホームページか

らのアクセス数を調査

することにより普及状

況を客観的に把握し、そ

の結果を公表する。 

 

 

て、労働政策研究や内外

の情報収集の成果を一

体として分かりやすい

形で提供するニュース

レター「ビジネス・レー

バー・トレンド」を月１

回（年度中１２回）発行

する。 

 ニュースレター読者

へのアンケート調査を

行い、読者ニーズを把握

し、コンテンツの充実に

努める。また、読者アン

ケートにおいて、有益で

あると答えた者の割合

を８０％以上となるよ

うにする。 

 

ハ ホームページ等 

ホームページについ

ては成果普及の中心手

段と位置付け、アクセシ

ビリティー等の改善に

努める。労働政策研究等

の成果については、その

発表と同時にホームペ

ージに掲載するととも

に、メールマガジンにリ

ンク先を掲載する等に

より、政策に関する議論

の素材・論点を国民各層

に対して迅速に幅広く

提供する。 

また、労働政策研究の成

果ごとの普及状況を客

観的に把握するため、ホ

ームページからのアク

セス数を公表する。 

 

 

 

民各層のニーズに合

致しているか。 

 

 

 

 

 

 

○ ニュースレター

「ビジネス・レーバ

ー・トレンド」を月１

回（年度中１２回）発

行する。 

 

○ ニュースレター

及びメールマガジン

の読者アンケートに

おいて、有益であると

答えた者の割合を８

０．０％以上となるよ

うにする。 

 

○ ホームページ等 

＜評価の視点＞ 

○ 研究等の成果を

ホームページ等の多

様な媒体・方法により

提供しているか。 

 特に、マスメディア

等への積極的なＰＲ

や分かりやすい公表

資料の作成等を行う

ことにより、積極的な

情報発信を実施して

いるか。 

 

 

 

 

 

 

果などを実務用に分かりやすい形

で提供するニュースレター「ビジ

ネス・レーバー・トレンド」を月

１回（年度中１２回）発行した。 

 

 

 

 

○ ニュースレター： 

有益度８９．７％（年度計画 

８０．０％以上） 

なお、有識者アンケートにおい

てもニュースレターを利用した人

のうち「有益である」との回答が

９５．９％と高い評価を得た。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 労働政策研究等の成果につい

ては、発表と同時にホームページ

に掲載し、メールマガジンにおい

てもホームページのリンク先を掲

載している。 

 

○ 機構研究員による発信強化の

取り組みの一環として、政策の形

成に資する労働をめぐるタイムリ

ーな情報を研究員が分りやすく整

理して提示する「ＪＩＬＰＴリサ

ーチアイ」を、メールマガジンで

提供すると共にホームページに新

設した。 

 

 

 

 

 

の新聞・雑誌の記事データベースである「日経テレコン

２１」からの依頼によりデータ提供も行っているほか、

誌上における政策提言の機能を強化し、労働政策研究の

本質に一歩踏み込んだ「巻頭コラム」を新設し、年度目

標を達成した。この結果、発行後ホームページに掲載し

ているニュースレター・コンテンツへのアクセス件数が

年間１１７万件(前年８８万件)に増大した。 

 

○ ニュースレターの読者アンケートでは年度計画で定

められた目標を上回る８９.７％の高い評価を得たが、前

年度比では６．２ポイントの減少となった。これは読

者アンケートが雑誌綴じ込みの葉書アンケートのため、

回答サンプル数が少ないことが要因である。このため、

参考として、数値の精度を高める方策として２６年度の

有識者アンケートでのニュースレターを利用した人のう

ち「有益である」との読者回答も回答母数に加えると９

２．９％と昨年度とほぼ同様の高い評価を得ており、有

識者アンケートで寄せられた意見では、「わかりやすい」

「読みやすい」が多く、「分かりやすい」形での成果の普

及に貢献している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 広く社会に向けて、政策課題に関する「知見」を表

明することで機構の訴求力を向上させ、政策の基盤形成

に資するため、労働をめぐるタイムリーな情報をエビデ

ンスベースで分りやすく提示する「ＪＩＬＰＴリサーチ

アイ」を、メールマガジンで提供するとともにホームペ

ージに新設した。 

・「エビデンスに基づいた解雇規制論議」 

・「労働時間制度考」 

・「賃上げと労働市場」 

・「壮年非正規雇用労働者の研究」 

・「雇用ポートフォリオに変化の兆し」 

・「初期キャリア形成の現状と課題「就業構造基本調査」

の２次分析から」 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

ビジネス・レーバー・トレンドの読者アンケー

トについては、適切に読者の評価を把握できるよ

う、回答数を増やすための工夫が必要。 

 

 

＜その他事項＞ 

○ メールマガジンの購読者数については、すでに

現中期目標期間の目標を達成しているところ

であるが、引き続き、購読者数の拡大、質の向

上に努めることが必要。 
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○ マスメディア等への積極的な

ＰＲのため、厚生労働省記者クラ

ブにおける記者発表を全９回実施

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「雇用システム・プロジェクトとＪＩＬＰＴの調査研究」 

 

○ 記者発表の際は、簡潔で分かりやすい資料とするた

め、主な事実発見、グラフ、政策的インプリケーション

を示しつつ、発表日にはホームページで公開し、より多

くの媒体で取り上げられるよう、検索結果の上位に機構

サイトが表示されるように工夫した。 

・「６０代の雇用・生活調査―６０歳代の雇用・生活の実

態と６５歳を超えた就業促進の条件把握のための調査」

結果 

・「仕事と介護の両立に関する調査」 結果 

・「第２回日本人の就業実態に関する総合調査」結果 

・「労働条件の設定・変更と人事処遇に関する実態調査」

結果 

・ 「人材マネジメントのあり方に関する調査」および「職

業キャリア形成に関する調査」結果 

・「裁量労働制等の労働時間制度に関する調査結果 労働

者調査」結果 

・「裁量労働制等の労働時間制度に関する調査結果 事業

場調査」結果 

・「子育て世帯の追跡調査（第１回：２０１３年）」の結

果 

・「ものづくり企業の新事業展開と人材育成に関する調

査」結果  

 

○ 記者発表した調査結果等については、新聞に取り上

げられるとともに、労働関係の専門誌等でも紹介された。

マスメディア等からの取材についても積極的に対応する

ことで、新聞、テレビ、雑誌等の各種媒体において機構

の調査研究等の成果が広く発信されるように努め、所期

の目標である積極的な情報発信を達成した。 

 

○ マスメディア（新聞、テレビ、ラジオ）での記事掲

載・引用等２３０件（前年度２５８件） 

（掲載例：日本経済新聞に「介護休業取れば離職率低下、

労働政策研究機構調べ」、専門誌「労政時報」に「メンタ

ルヘルス、私傷病などの治療と職業生活の両立支援に関

する調査 ４割以上の企業が主治医の診断書のみで復職

の可否を判断、休職期間の通算規定がある割合は約５割」

が掲載） 
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ニ 研究専門雑誌 

 研究者、専門家等によ

る質の高い政策論議、政

策提言を促進するため、

レフリー（審査員）制の

研究専門雑誌を発行す

る。 

・ 研究専門雑誌は、毎

月１回発行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ 研究専門雑誌 

研究者、専門家等によ

る質の高い政策論議、政

策提言を促進するため、

レフリー（審査員）制の

研究専門雑誌を発行す

る。 

・研究専門雑誌は、毎月

１回発行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ アクセシビリテ

ィーの改善等、国民各

層のニーズに合致す

るように研究成果等

を効果的にホームペ

ージ上で公開してい

るか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 成果ごとのアク

セス数を調査・公表し

ているか。 

 

 

 

 

○ 研究専門雑誌 

＜主な定量的指標＞ 

○ 研究専門雑誌は、

毎月１回発行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ ユーザビリティ及びアクセシ

ビリティーに関する改善に迅速に

取り組み、様々な検証を行いなが

らホームページの全面リニューア

ルを行った結果（３月に公開）、ト

ップページをはじめ８つの主要な

項目のトップページが、障がい

者・高齢者の利用に配慮する指針

で あ る 日 本 工 業 規 格 JIS 

X8341-3:2010（高齢者・障害者等

配慮設計指針－情報通信における

機器、ソフトウェア及びサービス 

第３部：ウェブコンテンツ）の等

級 AA に適合しており、アクセシビ

リティーの向上が確認された。 

 

 

○ ２６年度に発行した成果物の

アクセス数を解析し、「成果ごとの

ホームページアクセス数」として

機構ホームページで公表した。 

 

 

 

○ 日本労働研究雑誌を月１回

（年度中１２回）発行した。 

 

○ 日本労働研究雑誌に、「労働政

策の展望」の掲載を開始した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ ホームページのトップページを始め、全ページにつ

いて全面リニューアルを行った。主な改善点は①利用の

多い情報やニーズの高い情報にたどり着きやすくした②

検索結果の上位に当該ページが表示されるように工夫③

スマートフォンなどのマルチデバイス対応④高齢者・障

害者を含め、誰もが提供されている情報を利用可能とし

た。 

 

○ 過去のアンケート調査から「使いやすいホームペー

ジ」を求められており、専門家のアドバイスを受けつつ

全面リニューアルした結果、利用者から「とても見やす

く利用しやすい設計(デザイン）になった」「調査研究成

果にアクセスしやすくなった」等の評価を得ている。さ

らに、総合評価諮問会議委員からは「膨大なホームペー

ジ全面改修作業を成し遂げた成果は高評価に値する」と

のコメントを得た。 

 

○ 成果物毎のアクセス数を、月別に把握・解析するこ

とにより、各成果物に対する国民の関心の高さを把握し

て研究員にフィードバックし、労働政策フォーラムのテ

ーマ設定の参考にするなどの有効活用を図ることができ

た。（例：「多様な正社員に関する解雇判例の分析」；約２，

７００件／月） 

 

○ 日本労働研究雑誌の発行回数は所期の目標を達成し

た。 

 

○ 広く社会に向けて、政策課題に関する「知見」を表

明することで、機構の訴求力を向上させ、政策の基盤形

成に資するため、日本労働研究雑誌に労働政策の中長期

的課題について考察・提言を行う「労働政策の展望」の

掲載を開始した。 

・１０月号「年金財政検証とマクロ経済政策─人口減少

社会における老後所得保障─」神代和欣（横浜国立大学

名誉教授） 

・１１月号「ドイツの労働市場の規制緩和」手塚和彰（千

葉大学名誉教授） 

・１２月号「海外日本企業をいかす賃金、サラリー」小

池和男（法政大学名教授） 

・１月号「日本の産業構造と外部人材」佐野陽子（嘉悦

大学名誉学長） 
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ホ その他の事業 

労働政策に関する調

査研究等の事業成果の

蓄積を基礎にして、広く

労使実務家等を対象と

した教育講座事業を適

正な対価を得て実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ホ その他の事業 

労働政策に関する調

査研究等の事業成果の

蓄積を基礎にして、広く

労使実務家等を対象と

した東京労働大学講座

（総合講座及び専門講

座）を適正な対価を得て

実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

○ 教育講座事業を

適切に実施したか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 読者を対象としたアンケート

調査では、約８割の回答者から「労

働問題研究に関する最新テーマや

動向の把握に役に立つ」と評価さ

れたほか、約６割から「掲載論文

の専門的・学術的レベルが高い」

との回答を得た。 

 

○ 有識者アンケートにおいて

は、対象者の９４．４％が（「有益」

と回答（前年度９５．６％）し、

高い評価を得た。 

 

 

○ ２５年度の各調査研究成果に

ついて、調査目的や事実発見、政

策的インプリケーションなどをコ

ンパクトに取りまとめた「ＪＩＬ

ＰＴ調査研究成果の概要」を作成

し、機構ホームページを通じて広

く一般に広報した。 

 

 

 

○ 総合講座・専門講座とも受講

者アンケートでは、講座内容を高

く評価する回答がよせられ、総合

講座で９４．１％、専門講座で 

９４．７％と高い満足度を得た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・２．３月号「仕事と介護の両立に向けて」袖井孝子（お

茶の水女子大学名誉教授） 

 

○ 読者アンケートと有識者アンケート結果に関して

は、読者ニーズを、編集会議にフィードバックし、毎号

の特集テーマの検討に活用し、読者からの要望に応えた

ほか、各分野における第一人者に論文執筆を依頼するな

どの工夫を図り、高い評価が得られた。 

 

 

 

○ 有識者アンケートの自由記述においては、「我が国に

おける労働研究の最先端誌である」「一流の研究者の研究

内容・トピックスを知ることができる」等、労働問題研

究や労働政策の推進にとって重要な雑誌であるとの意見

が多く寄せられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 労働研究分野の第一人者で構成する「労働教育講座

運営委員会」での意見や前年度受講者アンケート結果を

踏まえ、課目テーマの見直しを行う等、講義内容の改善

を図り、高い評価を得た。 

 

○ 受講者数   

・総合講座は４００名と、引き続き多数の参加を得たが、

会場側の不測の事情により、講義数が週３日の週が増加

したことから、前年度比５０名ほど減となった。 

・専門講座は１０９名と、ほぼ定員（１１０名）の受講

者となった。 
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○ 受講者アンケート 

・総合講座：「大変有益・有益である」との回答割合が、

９４．１％ 

 「労働法という分野にとどまらず、業務における様々

な問題に取り組む時に、論点は何か・リスクは何か・一

般的な解釈は何か等、考え方を組み立てる意識を持つ事

が出来るようになった」「現在の労働問題等について

タイムリーな考え方を聴けた」等の高い評価を受け

た。 

・専門講座：「大変有益・有益である」との回答割合が

９４．７％ 

 「学会の考えと裁判所の考えの相違や、最近の解釈の

動向等、実状に即した内容であった」「第一線の先生方

の講義を伺うことができ、現在の労働市場の課題やトピ

ックを知ることができた。グループディスカッションで

視野を広げることができた」等の高い評価を受けた。 

 

これらを踏まえ、Ａと評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

 

○ 評価委員会での「社会的にさらに幅広く発信できる

ように工夫して頂きたい」との指摘を踏まえ、引き続き、

メールマガジン、日本労働研究雑誌「労働政策の展望」

掲載、ホームページ等を通じて成果発信強化による訴求

力の向上に努める。 

 

○ メールマガジンについては、企業勤務の読者から「実

務に応用できる情報があれば有り難い」等の意見もある

ため、今後とも、企業現場の課題に対応した有益なコン

テンツの充実に努める。 

 

○ 政策的に重要な成果については、今後も、迅速に

記者発表に努める。 

 

○ ニュースレターについては、企画・編集体制を含め

た見直しを行い、それに対応して、２７年度下期から誌

面を全面リニューアルする。また、有益度を測る読者ア



46 

 

ンケートを雑誌綴じ込みの葉書アンケートで行っている

ところであるが、回答サンプル数が少ないと数値の精度

に問題が生じるため、改善策を検討する。 

 

○ 労働教育講座は、労使実務家等が体系的に労働問題

を学べる講座であり、独法評価委員会での「労働関係知

識普及活動は、益々、重要である」とのご指摘も踏まえ、

引き続き、労働教育講座運営委員会での意見や前年度受

講者アンケート結果を踏まえ、講義内容の充実や受講生

に無理のない受講日の設定等の利便性・サービスの向上

を図り、広く同講座の普及に努める。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―６ 政策論議の場の提供及び政策提言 

業務に関連する政策・施

策 

・豊かで安定した勤労者生活の実現を図ること（Ⅲ－４－２） 

・労使関係が将来にわたり安定的に推移するよう集団的労使関係のルールの確立及び普及

等を図るとともに、集団的労使紛争の迅速かつ適切な解決を図ること（Ⅲ－６－１） 

・個別労働紛争の解決の促進を図ること（Ⅲ－７－１） 

・公共職業安定機関等における需給調整機能の強化及び労働者派遣事業等の適正な運営を

確保すること（Ⅳ－１－１） 

・地域、中小企業、産業の特性に応じ、雇用の創出及び雇用の安定を図ること（Ⅳ－２－

１） 

・高齢者・障害者・若年者等の雇用の安定・促進を図ること（Ⅳ－３－１） 

・雇用保険制度の安定的かつ適正な運営及び求職活動を容易にするための保障等を図るこ

と（Ⅳ－４－１） 

・男女労働者の均等な機会と待遇の確保対策、仕事と家庭の両立支援、パートタイム労働

者と正社員間の均等・均衡待遇等を推進すること（Ⅵ－１－１） 

 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人労働政策研究・研修機構法第 12 条第 4号 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

事前分析表（平成 26 年度）Ⅲ－４－２ 

行政事業レビューシート番号 454 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標 達成目標 （参考） 
前中期目標期
間平均値等 

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度  指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 

労働政策フォー

ラムの開催（実

績） 

年間６回 ― 年 間 ６

回 

年 間 ６

回 

年 間 ６

回 

   予算額（千円） － － －   

参加者アンケー

トでの有益回答

率（実績） 

80％以上 ― 89.1％ 95.2％ 92.5％    決算額（千円） － － －   

同上（達成度）   111.4％ 119.0％ 115.6％    経常費用（千円） － － －   

         経常利益（千円） － － －   

         行政サービス 

実施コスト（千円） 

－ － －   

               

               

               

※ 独立行政法人会計基準の改定等を踏まえ、事業単位とそれに係るインプット情報を整合させるため、 

現在検討中であることから、「－」表示とする。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ４ 労働政策研究等

の成果の普及・政策

提言 

 労使実務家を始

めとする国民各層

における政策課題

についての関心・理

解を深め、公労使三

者構成の労働政策

の基盤形成を図る

ことを目的として、

ホームページ等の

多様な媒体を有機

的に連携させた情

報発信を積極的に

推進すること。 

 また、調査研究ご

との普及状況を客

観的に把握するた

めの指標を新たに

設定し、その結果を

公表すること。 

 さらに、労働政策

フォーラムの活性

化や労働政策を取

り巻く現状や機構

における調査研究

の成果を踏まえ、毎

年度、政策の検討課

題・論点を抽出した

上で、政策提言に係

るレポートを新た

に作成するなど、政

策提言機能の強化

に努めること。 

なお、第２期に引き

続き、各事業におい

て次の具体的な目

４ 労働政策研究等の成

果の普及・政策提言 

 

 労使実務家を始めと

する国民各層における

政策課題についての関

心・理解を深め、公労使

から成る三者構成の労

働政策の基盤形成を図

ることを目的として、労

働政策研究等の成果の

普及・政策提言の業務を

次の通り実施する。 

実施の際には、ホームペ

ージ等の多様な媒体を

有機的に連携させた情

報発信を積極的に推進

するとともに、マスメデ

ィア等への積極的な PR 

や分かりやすい公表資

料の作成等に努める。 

 

（２）政策論議の場の提

供および政策提言 

 政策的対応が特に求

められる諸課題につい

て、政策提言・政策論議

の活性化を図ることを

目的として、労働政策研

究等の成果を踏まえ、機

構内外の研究者、政策担

当者、労使関係者等が参

加する労働政策フォー

ラムを年間６回開催す

る。 

 

・ 労働政策フォーラム

の参加者を対象とした

４ 労働政策研究結果等

の成果の普及・政策提言 

 

 労使実務家を始めと

する国民各層における

政策課題についての関

心・理解を深め、公労使

から成る三者構成の労

働政策の基盤形成を図

ることを目的として、労

働政策研究等の成果の

普及・政策提言の業務を

次の通り実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）政策論議の場の提

供および政策提言 

 政策的対応が特に求

められる諸課題につい

て、政策提言・政策論議

の活性化を図ることを

目的として、労働政策研

究等の成果を踏まえ、機

構内外の研究者、政策担

当者、労使関係者等が参

加する労働政策フォー

ラムを年間６回開催す

る。 

 

 労働政策フォーラム

の参加者を対象とした

＜主な定量的指標＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 労働政策フォー

ラムを年間６回開催

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 労働に関する最近の重要な政

策課題を報告・討論を行う場とし

て、労働政策フォーラムを６回（年

度計画６回）開催した。 

・第１回『日本型グローバル人事のこ

れから』 

・第２回『若年女性―支援の現場から

―』 

・第３回『高齢者の多様な働き方と社

会参加の実現に向けて』 

・第４回『改正労働契約法への対応を

考える』（in大阪） 

・第５回『多様な社員の活用を企業の

成長力に』 

・第６回『若者と向き合うキャリアガ

イダンス―ツールの活用・実践の現

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 労働政策フォーラムを６回（年度計画６回））開催

した。報告者・パネリストには第一線で活躍している学

者、労使関係者や政策担当者を招いており、最新の機構

研究成果を紹介するため厚生労働省・労使等とも緊密に

連携しつつ積極的な企画に取り組んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

○ 機構では、政策提言・政策議論の活性化を図る

ため、機構内外の有識者の参加を得て、労働政

策フォーラムを開催しているところであるが、

平成 26 年度については、計画通り 6回開催し

ている。また、参加者を対象としたアンケート

調査においても、92.5％の者から、「大変参考

になった・参考になった」との回答を得ており、

目標（80.0％以上）を達成している。 

○ また、フォーラムのテーマ設定にあたっては、

参加者の約４割が企業の実務家であることを

踏まえて設定する等、ニーズを踏まえたテーマ

設定に取り組んでいると評価できる。 

 

○ また、「正規・非正規雇用をめぐる議論」など、

現下の労働政策の主要な課題に係る政策論点

レポートが作成され「研究と政策との橋渡し機

能」を果たしていると評価できる。 

 

○ さらに厚生労働省との政策議論の活性化のた

め、研究報告会を事務次官以下の厚生労働省幹

部の参加を得て開催している。 

 

○ さらに、厚生労働省以外の行政機関に対して

も、その知見を提供していることは、政策議論

の活性化に資するものと評価できる。 

 

○ 以上より、計画上の目標どおり、政策議論の場

の提供及び政策提言に資する取り組みを行っ

ていることから「B」評価とする。 

 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 

 

 

＜その他事項＞ 



49 

 

標の達成を図るこ

と。 

 

イ （略） 

ロ （略） 

ハ 労働政策フォー

ラムの参加者を対

象としたアンケー

ト調査において、８

０％以上の者から

有益であるとの評

価を得ること。 

 

アンケート調査におい

て、有益であったと答え

た者の割合を８０％以

上とする。 

また、労働政策を取り巻

く現状や機構における

調査研究の成果を踏ま

え、毎年度、政策の検討

課題・論点を抽出した上

で、政策提言に係るレポ

ートを新たに作成し、厚

生労働省に提示すると

ともに、ホームページで

公表を行うなど、政策提

言機能の強化を図る。 

アンケート調査におい

て、有益であったと答え

た者の割合を８０％以

上とする。 

 また、引き続き、厚生

労働省の労働関係部局

の幹部等との政策論議

を実施するとともに、２

６年度は機構が実施し

た調査研究における政

策の検討課題・論点等を

抽出した上で、政策提言

に係るレポートをとり

まとめ、厚生労働省に提

示するとともに、ホーム

ページで公表を行う。 

 

 

 

 

 

○ 参加者を対象と

したアンケート調査

において、有益であっ

たと答えた者の割合

を８０．０％以上とす

る。 

 

＜その他の指標＞ 

なし 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

○ 各数値目標につ

いて、所期の目標を達

成しているか。 

 

 

 

 

 

○ 労働政策フォー

ラムは多数の有効な

参加者を集め開催し

ているか。また、目的

に沿った内容である

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

場から―』 

 

 

 

 

○ 参加者の満足度（「大変参考に

なった」または「参考になった」

と答えた割合）は、９２.５％とな

った。 

 

○ 毎回のテーマの選定について

は、最新の研究成果を取り入れな

がら、幅広い労働・雇用問題をテ

ーマに取り上げ、行政等とも緊密

に連携しつつ積極的な企画に取り

組んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ より積極的な情報発信のた

め、前年度に続き東京以外の地域

（大阪市）でフォーラムを開催し、

３００名を上回る参加者を得た。 

 

 

 

 

○ フォーラム参加者人数の増加

を図るため、各回で可能な限り早

い時期より企画・立案、募集開始

を行うとともに、外部機関のメー

ルマガジン等も活用して各テーマ

に関心のある関係各所にきめ細か

く広報・周知した。 

 

 

 

 

 

○ フォーラムには、企業の実務家（約４割）を中心に、

毎回１５０～４５０名の多数の参加者を集め、満足度は、

全てのフォーラムで９０．０％以上となり、年度計画（８

０．０％以上）を大きく上回る９２.５％となった。 

 

○ 毎回のテーマの選定については、独法評価委員会か

らの「政策論議を行う対象をもう少し広げて考えて欲し

い」との指摘を踏まえると共に、参加者の約４割が企業

の実務家であるため、企業の実務者に還元できるような

テーマ設定を行い、労使をはじめ幅広く各層の興味を引

くテーマ選定に取り組んだ。また、当機構の最新の研究

成果を活用した「改正労働契約法への対応」、喫緊の政

策課題である「高齢者の多様な働き方と社会参加」をは

じめ、従来から重要課題として取り組んできた「若年者

雇用」といった幅広い労働・雇用問題をテーマに取り上

げた。 

○ 「他組織との共催は、人数やインパクトは勿論、組

織間に有益な波及効果をもたらすもの」との独法評価委

員会からの指摘も踏まえ、日本学術会議と若年女性の貧

困と就労支援をテーマに共催フォーラムを実施した。 

 

○ 独法評価委員会からの指摘も踏まえ、より積極的な

情報発信のため、前年度に続き東京以外の地域（大阪市）

でフォーラムを開催し、３００名を上回る参加者を得た。 

○ 大阪での開催にあたっては、大阪労働局から後援名

義を得るとともに、連合大阪と関西経済連合会と協力し

講師の選定を行うなど、地域ニーズを掘り起こすことに

よって多数の参加者を得ることができた。 

 

○ フォーラム参加人数の増加を図るため、各回で可能

な限り早い時期より企画・立案、募集開始を行うととも

に、全国紙のイベント欄への掲載をはじめ、厚生労働省

など外部機関のメールマガジンやホームページ等も活用

し、各テーマに関心のある関係各所にきめ細かく広報・

周知を行った結果、全６回で計１，８００名（前年度：

１，９００名）の参加者を得た。 

 



50 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

○ 政策提言に係る

レポートを作成し、厚

生労働省に提示する

とともに、ホームペー

ジ上で公表している

か。 

 

 

 

○ 当日参加できなかった人や地

方在住者からのニーズに対応し

て、ホームページ上に各回フォー

ラムの配布資料、講演録等を掲載

した。 

 

 

 

 

○ ２５年度においてとりまとめ

た調査研究成果の中から、特に重

要と思われる政策的インプリケー

ションを抽出・整理した「政策論

点レポート」を作成し、厚生労働

省に提供の上、ホームページに公

表した。 

 

 

 

 

 

○ 厚生労働省幹部（次官・局長

級）との政策論議の活性化を図る

ため、調査研究責任者による厚生

労働省幹部等に対する「研究報告

会」を開催した。 

 

研究報告会  ４回（前年度４回） 

第１回 労働基準局（８月４日） 

・アメリカにおける仲裁裁定について―労

働仲裁と雇用仲裁― 

・ドイツにおける解雇の金銭解決制度 

・多様な正社員に関する解雇判例の分析 

・改正労働契約法に、企業はどう対応しよ

うとしているのか 

第２回 職業安定局（８月５日） 

・雇用ポートフォリオの動向に関する暫定

報告 

・壮年非正規雇用労働者の課題 

・若年者雇用支援施策の利用状況 

 

○ フォーラム講演録等は、ホームページ掲載すると共

にメールマガジンでも情報発信し、フォーラムの成果を

より幅広く提供した。ホームページの当該ページのアク

セスは約７２万５千件（２６年度）であり、「地方都市で

は東京開催の情報入手がなかなか難しいので、定期的な

情報提供を頂き、非常に役に立っている」「政策論議の動

向を知ることができた」等の評価をホームページ利用者

から得ている。 

 

○ ２６年度の政策論点レポートは、現下及び今後にお

ける主要な政策課題と政策対応の方向として、次の項目

についてとりまとめており、活発な政策論議を促し、政

策の検討や企画に役立つものとなっていると考えられ

る。 

①現時点の雇用・労働をめぐる状況認識 

②「全員参加の社会」の実現のためのターゲット層に

関する論題 

③正規・非正規雇用をめぐる論題 

④職業及び職業移動に関する論題 

⑤労働時間等の就業条件等に関する論題 

 

○ 研究報告会の開催に当たっては、今後の中期的な課

題等、労働政策の大きな方向性についての議論が可能と

なるよう、厚生労働省の要望も踏まえ、機構の直近の調

査研究成果のうち、部局別の政策課題に関連するものを

厳選し、発表・質疑応答を行っており、２６年度におい

ては、解雇をめぐる課題や男性の育児取得促進に向けた

対策、企業における職業資格の活用等について活発な意

見交換が行われるなど、有意義な議論の場となっている。 

また、前年度に要望を受けた雇用ポートフォリオの動

向についての成果を発表するなど、厚生労働省の要望を

踏まえつつ、発表テーマを決定し、議論の活性化を図っ

た。 

このように議論の活性化を図り、行政の調査研究ニー

ズを的確に把握した上で、調査研究を行った結果、「政

策的インプリケーションに富む」と評価された研究成果

の割合が増加したと考えられる（シート１－２参照）。 
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・介護人材の確保・育成をめぐって 

第３回 職業能力開発局（８月６日） 

・職業資格に対する企業ニーズ 

・非正規雇用労働と資格、専門スキル活用 

・イギリスの能力評価指標の活用実態 

・求職者支援訓練における訓練プロバイダ

ーの実態 

第４回 雇用均等・児童家庭局（８月７日） 

・女性の管理職登用のための課題 

・子育て世帯の追跡調査（２０１３年） 

・―母親の就業変化を追う― 

・父親の働き方を家庭生活―ヒアリング調

査の結果から― 

 

○ 政策論議への貢献 

機構の研究が国会の審議におい

ても引用されたほか、政策課題に

関する政府の会議で有識者として

ヒアリングを受けるなど、研究成

果等の知見を直接提供すること

で、政策論議の活性化に貢献した。 

 

 

・規制改革会議：４件 

・産業競争力会議：１件 

・労使団体主催講演会：２１件 

・東京商工会議所、全国中小企業

団体中央会専門委員会への参画：

２件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 機構の研究が国会審議においても引用されたほか、

「規制改革会議 雇用ワーキンググループ」におけるヒ

アリング（労使双方が納得する雇用終了の在り方）、「産

業競争力会議 雇用・人材・教育ワーキンググループ 」

におけるヒアリング（教育・人材改革と雇用制度改革の

一体的推進）等、政府の重要な会議への出席のほか、労

使団体による講演会講師や専門委員会の委員等の機会を

通じて、専門的な知見や最新の機構の研究成果を提供し、

政策論議・検討に大きく貢献した。 

 

 

 

 

 

これらを踏まえ、Ｂと評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

 

○ 労働政策フォーラムについては、引き続き、幅広い

層の国民を対象に政策論議行われるよう、行政・労使等

とも緊密に連携しつつ、東京以外の地域でも開催する。 

 

○ 今後も、地方開催にあたっては、労働局、地方連合、

地方経協等との協力関係の枠組みを構築することによ

り、継続的な情報交換、地方ニーズの把握に努めつつ、

効果的なフォーラムを実施する。 
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○ 引き続き、厚生労働省幹部等との政策論議の機会の

拡充に取り組む。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―７ 労働関係事務担当職員等に関する研修 

業務に関連する政策・施

策 

・豊かで安定した勤労者生活の実現を図ること（Ⅲ－４－２） 

・労使関係が将来にわたり安定的に推移するよう集団的労使関係のルールの確立及び普及等を図るとともに、

集団的労使紛争の迅速かつ適切な解決を図ること（Ⅲ－６－１） 

・個別労働紛争の解決の促進を図ること（Ⅲ－７－１） 

・公共職業安定機関等における需給調整機能の強化及び労働者派遣事業等の適正な運営を確保すること（Ⅳ

－１－１） 

・地域、中小企業、産業の特性に応じ、雇用の創出及び雇用の安定を図ること（Ⅳ－２－１） 

・高齢者・障害者・若年者等の雇用の安定・促進を図ること（Ⅳ－３－１） 

・雇用保険制度の安定的かつ適正な運営及び求職活動を容易にするための保障等を図ること（Ⅳ－４－１） 

・男女労働者の均等な機会と待遇の確保対策、仕事と家庭の両立支援、パートタイム労働者と正社員間の均

等・均衡待遇等を推進すること（Ⅵ－１－１） 

 

当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 

独立行政法人労働政策研究・研修機構法第 12

条第 5号 

当該項目の重要度、難易

度 

 
 

関連する政策評価・行政

事業レビュー 

事前分析表（平成 26 年度）Ⅲ－４－２ 

行政事業レビューシート番号 454 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標 達成目標 （参考） 
前中期目標期
間平均値等 

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度  指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 

研修生アンケー

トでの有意義回

答率（実績） 

85％以上 ― 97.0％ 97.9％ 98.0％    予算額（千円） － － －   

同上（達成度）   114.1％ 115.2％ 115.3％          

所属長アンケー

トでの役立って

いる回答率（実

績） 

85％以上 ― 95.4％ 96.4％ 96.9％    決算額（千円） － － －   

同上（達成度）   112.2％ 113.4％ 114.0％    経常費用（千円） － － －   

イブニングセッ

ションの開催回

数（計画） 

－  15 回 15 回 15 回    経常利益（千円） － － －   

同上（実績）  15 回 26 回 31 回 33 回    行政サービス 

実施コスト（千円） 

－ － －   

同上（達成率）   173％ 207％ 220％          

※ 独立行政法人会計基準の改定等を踏まえ、事業単位とそれに係るインプット情報を整合させるため、 

現在検討中であることから、「－」表示とする。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ５ 労働行政担当職

員その他の関係者

に対する研修 

 中央・地方で実施

する研修の役割分

担を見直し、労働大

学校で実施する研

修を重点化すると

ともに、新たな行政

ニーズに迅速・的確

に対応した研修コ

ース・科目を設定す

ることなどにより、

円滑な労働行政の

推進に貢献する研

修を実施すること。 

 また、研修効果を

適切に把握するた

め、これまでの研修

終了時における研

修生による評価に

加え、研修終了後一

定期間経過後にお

ける当該研修生の

上司による評価を

新たに導入すると

ともに、引き続き、

機構が実施する労

働政策に関する調

査研究と労働大学

校で実施する研修

との相乗効果を高

めるための取組を

推進すること。 

特に次の具体的な

目標の達成を図る

こと。 

 

５ 労働行政担当職員そ

の他の関係者に対する

研修 

（１）研修の効果的実施 

 厚生労働省研修実施

要綱及び地方労働行政

職員研修計画に基づく

研修等を、中央・地方で

の研修の役割分担の見

直しを踏まえて、また、

行政ニーズに迅速・的確

に対応して効果的かつ

効率的に実施するため、

以下の点に重点的に取

り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 研修内容の充実等 

専門的行政分野に従

５ 労働行政担当職員

その他の関係者に対す

る研修 

（１）研修の効果的実施 

厚生労働省研修実施要

綱及び地方労働行政職

員研修計画に基づき、別

紙１の研修等を中央・地

方での研修の役割分担

の見直しを踏まえて、ま

た、行政ニーズに迅速・

的確に対応して効果的

かつ効率的に実施する。

特に、以下の点に重点的

に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 研修内容の充実等 

 専門的行政分野に従

＜主な定量的指標＞ 

 

○ 研修生に対する

アンケート調査によ

り、年度平均８５．

０％以上の者から有

意義だったとの評価

を得る。 

○ 所属長に対する

事後調査により、年度

平均８５．０％以上の

者から役立っている

との評価を得る。 

〇 イブニングセッ

ションの開催回数に

ついて、年間 15 回以

上とする。 

 

＜評価の視点＞ 

 

○ 各数値目標につ

いて、所期の目標を達

成しているか。 

 

○ 「研修実施計画」

に基づき研修を実施

しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 研究員が講義、演

習、事例研究に積極的

に参画しているか。 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

○ 研修生に対するアンケート調

査では、「有意義」との回答は９８ 

．０％となった（資料１６、１７

参照）。 

 

 

○ 所属長に対する事後調査で

は、「役に立っている」との回答は 

９６．９％となった（資料１６、

１８参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 「研修実施計画」に基づき全

研修を実施した（資料１６参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ ２６年度は、研究員等による

研修参画は延べ８６人（前年度

８１人）となった。 

 

 

 

○ 研究部門と連携して開発した

就職支援ツール及び研修プログラ

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

○ 研修生に対するアンケート調査では、有意義度が９

８．０％と年度計画の８５．０％を上回った。 

また、研修生の意見等を分析し、厚生労働省とも協議

を行い、科目の新設、事例検討、演習の内容や実務に関

する科目の拡充等により研修内容の充実に努めた。 

 

○ 所属長に対する事後調査も、役立ち度が９６．９％

と年度計画の８５．０％を大きく上回った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ ２６年度においてはコース数８３コース、参加者数

は３，５７７名と前年度（７６コース、２，７７０名）

を上回る規模で実施した。また、職業指導に求められる

専門的知識の高度化に対応した「職業指導Ⅲ専門研修」

及び労働基準監督官に係る新人事制度（採用４年目から

安全衛生業務または労災補償業務に配属）に対応した「労

働基準監督官（安全衛生業務基礎）」及び「労働基準監

督官（労災補償業務基礎）」を新設、実施し、研修内容

の充実を図った。 

 

○ 理事長及び各講義内容に適した専門性を有する研

究員が講師として参画するとともに、研究員が演習等に

参画し研修部門と連携して開発したツール及び研修プロ

グラムの指導等を行うことでより、最近の知見を提供で

きるよう工夫した（資料１９参照）。 

 

○ 研修プログラムの開発、新たな科目の設定等により、

マスコミ対応の充実、科学物質管理の知見の充実、より

評定 A 

＜評定に至った理由＞ 

○ 労働行政担当職員に対する研修については、厚

生労働省からの要請により、平成 26 年度は、

平成 26 年度は、全 83 コース、参加者数 3,577

名と、コース数、参加者数が前年度（76 コー

ス、2,770 名）より大幅に増加したにもかかわ

らず、機構の努力により、限られた人員、設備、

予算を効果的、効率的に活用して、計画通り実

施したことは高く評価できる。 

○ また、研修生に対するアンケート、所属長に対

するアンケートのいずれにおいても、有意義度

が 98％、96.9％と目標（85％）を大きく上回

っていることから、コース数、参加者数の大幅

増加にもかかわらず、質の高い研修が実施され

たと評価できる。 

 

○ さらに機構においてはアンケート結果を踏ま

えてコース内容をより実践的なものに改善す

る等の取組をすすめており、結果的に 26 年度

は複数のコースで、評価が改善している。 

○ アンケートの結果が研修内容の改善に反映さ

れており、PDCA サイクルに基づいた効果的な

改善が図られている。 

 

○ また、研修には、理事長を含む機構の研究員が

前年度を上回る回数で参加し、また、研修ツー

ルや研修プログラムについても、研究部門で開

発されたものが活用されるなど、研究部門との

連携により、最新の知見が研修に反映されてい

る。 

○ 機構独自の取組として、研究員が講師となる課

外時間のワークショップ（イブニングセッショ

ン）についても、平成 26 年度の開催回数は 33

回であり、前中期目標期間平均値（15 回）を 2

倍以上上回り、また、昨年度も上回る頻度で開

催されており、研修生に研究員のもつ、最新の

専門的知見が提供されている。 
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事する職員の専門能力

の一層の向上を図るた

め、研修手法及び教材の

改善等を行い、労働行政

機関の実務（企業等に対

する監督・指導・助言、

求職者等に対する相

談・援助等）に必要な知

識やノウハウを全国斉

一的に教授するととも

に実務に即した演習を

実施し、より実践的な能

力の強化を図る等、高い

職務遂行能力を備えた

職員を育成する研修と

なるよう、研修内容の一

層の充実を図る。また、

研修が効果的に実施で

きるよう研修環境の整

備を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 研究員の研修への参

画 

研究員がその研究成果

を活かしつつ、研修に積

極的に参画する。 

 

 

 

 

 

 

 

事する職員の専門能力

の一層の向上を図るた

め、研修手法及び教材の

改善等を行い、労働行政

機関の実務（企業等に対

する監督・指導・助言、

求職者等に対する相

談・援助等）に必要な知

識やノウハウを全国斉

一的に教授するととも

に実務に即した演習を

実施し、より実践的な能

力の強化を図る等、高い

職務遂行能力を備えた

職員を育成する研修と

なるよう、研修内容の一

層の充実を図る。 

 また、研修が効果的に

実施できるよう研修環

境の整備を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 研究員の研修への

参画 

 研究員がその研究成

果を活かしつつ、研修に

積極的に参画する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 研修手法及び教

材の改善が行われ、実

践的な能力を強化す

るための研修内容の

充実が図られている

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 送り出し側であ

る厚生労働省の要望

を的確に把握、分析

し、「研修実施計画」

に反映させ、行政ニー

ズに迅速・的確に対応

した研修を、効果的か

つ効率的に実施して

いるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ムを活用し、若年者雇用対策担当

者等への研修を実施する等、研修

内容の充実を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ ２７年度研修実施計画策定に

向けて、厚生労働省関係部局と

個々のコースの内容について、要

望等を聴取するとともに協議を行

った。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 研究員を講師として研修生

を対象に「イブニングセッション」

実践的な職業相談・訓練の実施といった多様な行政ニー

ズ・課題に答える内容としたところ。 

例えば、 

・「最近の労働条件政策をめぐる現状と課題」、「求められ

るマスコミ対応」の科目を新設すると共に班別討議の充

実を図った（労働基準監督署長研修）。 

・印刷業界における胆管癌問題等を踏まえ、「化学物質管

理」の科目を新設した（労働基準監督官（上級）研修）。 

・業務処理に関する説明の比重を重くするとともに事例

検討の充実を図った（新任労働保険適用徴収業務担当者

専門Ⅰ研修）。 

・研究部門と連携して開発した「職業相談・職業紹介逐

語記録作成・解析システム」を基礎資料として、 限りな

く実際に近い職業相談の逐語記録（リアルな求職者との

やりとり）教材を作成するとともに、さらに職業相談の

プロセスと技法を理解、修得できる研修プログラムを開

発、活用するなど、多様なニーズ、課題に応える研修と

なるよう内容の充実を図った。 

 

○ 研修体系の見直し、新たな研修コースの設定などに

より様々な厚生労働省のニーズに対応した平成２７年度

の研修実施計画の策定を行うこととしている。 

例えば、 

・新たに職業相談業務を担当するすべての職員が、速や

かに標準レベルのキャリア・コンサルタント相当以上の

知識・技能を修得できるようにするという厚生労働省の

要望を踏まえ、職業指導系研修の体系の見直しを行うこ

ととしている。 

・都道府県労働局の研修実施能力の向上を図るという厚

生労働省の要望を踏まえ、都道府県労働局における研修

実施者を対象に、研修計画官研修を新設することとして

いる。 

・雇用保険業務の適正な運営をすすめるため、都道府県

労働局担当者のハローワークに対する指導能力の向上を

図るという厚生労働省の要望を踏まえ、都道府県労働局

における新任の雇用保険担当官を対象に、都道府県労働

局雇用保険担当官研修を新設することとしている。 

 

 

○ 研究員が研修に参画することにより研修生から把握

した現場の問題意識、課題等について研究に反映させた 

 

○ また、講師としての研修への参加や「イブニン

グセッション」への参加により、研究員も研修

生から現場の問題意識や課題等を把握し、研究

に反映させている。 

 

○ このように、厚生労働省の要望に応え、タイ

ムリーに研修内容を見直したほか、カリキュ

ラムを超えた JILPT 独自の取組として、最新

の研究成果の研修生への提供と研修生の問題

意識の研究へのフィードバックという双方向

のコミュニケーションが大いに進んでいるこ

とから、研究と研修の効果的な連携が図られ、

ひいては研究と研修それぞれの内容に一層の

深みを与えていると評価できる。 

 

○ 以上のように、本項目については、目標を上

回る成果を得ており、「Ａ」評価とした。 

 

 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 

 

 

＜その他事項＞ 
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イ 研修生に対する

アンケート調査に

より、毎年度平均で

８５％以上の者か

ら有意義だったと

の評価を得ること。 

ロ 当該研修生の上

司に対する事後調

査により、毎年度平

均で８５％以上の

者から役立ってい

るとの評価を得る

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

ハ 研修に対する要望

の把握 

労働行政機関における

職員の研修ニーズに的

確に対応するため、研修

生の送り出し側の研修

に対する要望を的確に

把握、分析し、研修内容

に反映させる。 

 

（２）研修と研究の連携 

 研究員が研修に参画

するなど研修の場を通

じて、また、研修生に対

するニーズや問題意識

等に関するアンケート

調査の実施等を通じて、

労働行政の現場で生じ

ている問題や第一線の

労働行政機関の担当者

の問題意識を吸い上げ、

研究に活かす。 

特に、職業指導等に関す

る研究など第一線の業

務に密接に関連する分

野の研究については、研

修の実施に積極的に参

画しつつ、研究を実施す

る。 

 また、引き続き、機構

が実施する労働政策に

関する調査研究と労働

大学校で実施する研修

との相乗効果を高める

 

 

 

 

 

 

 

ハ 研修に対する要望

の把握 

 労働行政機関におけ

る職員の研修ニーズに

的確に対応するため、研

修生の送り出し側の研

修に対する要望を的確

に把握、分析し、研修内

容に反映させる。 

 

（２）研修と研究の連携 

研究員が研修に参画す

るなど研修の場を通じ

て、また、研修生に対す

るニーズや問題意識等

に関するアンケート調

査の実施等を通じて、労

働行政の現場で生じて

いる問題や第一線の労

働行政機関の担当者の

問題意識を吸い上げ、研

究に活かす。 

特に、職業指導等に関す

る研究など第一線の業

務に密接に関連する分

野の研究については、研

修の実施に積極的に参

画しつつ、研究を実施す

る。 

 

  

 

 

 

 

 

○ 研究成果等を研

修に活用するなど、効

果的な研修に役立て

ているか。 

 

 

 

 

 

○ 研修生に対する

アンケート調査等か

ら、問題意識等を吸い

上げ、研究に活かして

いるか。 

 

 

 

 

 

○ 研修生に対する

アンケート及び所属

長に対する事後調査

の結果を分析し、その

内容を研修内容等に

適切に反映させてい

るか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（課外活動の時間を利用したワー

クショップ）（３３回）（前年度３

１回）及び「職業指導／キャリア

ガイダンスツール講習会」（６回）

（前年度６回）を実施した（資料

２０、２１参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 研修生アンケート調査の有意

義度、理解度、他に実施してほし

い科目、自由記述等から研修生の

評価・要望等の分析を行った。ま

た、事後調査の役立ち度、所属長

の自由記述意見から所属長の研修

に対する評価・要望等の分析を行

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ ２６年度は、研究員による研修参画は延べ８６人

（前年度８１人）となった。（再掲） 

 

 

 

 

 

○ 「イブニングセッション」で研究部門の研究成果の

紹介・討議を行い、研修生の理解を深めるとともに研修

生の感想・意見等を吸い上げ、職業相談の技能向上に関

する研究に活かした。 

 

 

 

 

 

 

○ 厚生労働省の関係課と協議し、新たな研修コース及

び研修科目を新設するなど見直しを図った。 

①前年度の研修生アンケート結果のマスコミ対応に関

する科目設定の要望を踏まえ、労働基準監督署長研修に

「求められるマスコミ対応」を設定した。 

②前年度の研修生アンケート結果の公益側から見た最

賃制度の取組みに関する科目設定の要望を踏まえ、賃金

指導業務専門研修に、公益の元委員から見た講義も設定

した。 

③前年度の研修生アンケート結果の歯科に関する科目

設定の要望を踏まえ、労災診療費審査専門研修に、歯牙

の構成等の歯科診療に係る基本的事項や調剤技術料等を

はじめとする薬剤の審査等についての科目を設定した。 
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ための取組を実施する。 

 

（３）研修効果の測定 

研修生に対するアン

ケート調査に加え、研修

終了一定期間後におけ

る所属長に対する事後

調査を新たな評価制度

として導入し、その結果

を研修内容等に適切に

反映させることで、行政

ニーズに迅速・的確に対

応した質の高い研修を

実施する。 

・ 研修生に対するアン

ケート調査により、毎年

度平均８５％以上の者

から有意義だったとの

評価を得る。 

・ 所属長に対する事後

調査により、毎年度平均

８５％以上の者から役

立っているとの評価を

得る。 

 

 

 

（３）研修効果の測定 

研修生に対するアン

ケート調査及び研修終

了一定期間後における

所属長に対する事後調

査により、次の具体的目

標の達成を図る。また、

その結果を研修内容等

に適切に反映させるこ

とで、行政ニーズに迅

速・的確に対応した質の

高い研修を実施する。 

・ 研修生に対するアン

ケート調査により、年度

平均８５％以上の者か

ら有意義だったとの評

価を得る。 

・ 所属長に対する事後

調査により、年度平均８

５％以上の者から役立

っているとの評価を得

る。 

（４）地方研修で使用す

る研修教材の作成 

厚生労働省からの要望

を踏まえ、同省と協力し

て、地方研修で使用する

研修教材を作成する。 

 

 

 

 

 

 

○ 研修生に対する

アンケート調査によ

り、年度平均８５．

０％以上の者から有

意義だったとの評価

を得る。 

（再掲） 

○ 所属長に対する

事後調査により、年度

平均８５．０％以上の

者から役立っている

との評価を得る。（再

掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 地方研修で使用

する研修教材を作成

しているか 

 

 

 

○ 研修生に対するアンケート調

査では、「有意義」との回答は９８ 

．０％となった（資料１６、１７

参照）。（再掲） 

 

 

 

○ 所属長に対する事後調査で

は、「役に立っている」との回答は 

９６．９％と、年度計画（８５．

０％以上）を上回った（資料１６、

１８参照）。（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 労働省の要望・協力により、

都道府県労働局において実施する

地方研修に使用する「求人者サー

ビス演習」、「職業の基礎知識と職

務分析」、「求職管理情報入力」の

テキストを作成・提供した。 

 

 

 

○ 研修生に対するアンケート調査に関しては、有意義

度が９８．０％と年度計画の８５．０％を上回った。 

また、研修生の意見等を分析し、厚生労働省とも協議を

行い、科目の新設、事例検討、演習の内容や実務に関す

る科目の拡充等により研修内容の充実に努めた。 

（再掲） 

 

○ 所属長に対する事後調査にも、役立ち度が９６．９％

と年度計画の８５．０％を大きく上回った。（再掲） 

 

「目標値（８５％）に対する達成度（９８％）は１１

５％であるものの、 

①予算も前年度とほぼ変わらないなかで、厚生労働省の

要望を踏まえ、コース数、参加者数ともに前年を上回

る規模で実施したこと。 

②研究員の研修への参画を増やすことで研修効果を高め

たこと。 

③厚生労働省の要望に的確に対応したカリキュラムの見

直し等を柔軟に行い、研修効果を高めたこと。 

 

これらを踏まえ、Ａと評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

  

引き続き、行政ニーズに迅速・的確に対応した研修が

できるよう、厚生労働省との協議やアンケート調査結果

を踏まえながら、送り出し側の望む人材像に対応した研

修内容の充実に努め、高い有意義度・役立ち度を維持で

きるよう努める。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―８ 業務評価システム／業務運営等への意見及び評価の把握 

業務に関連する政策・施

策 

・豊かで安定した勤労者生活の実現を図ること（Ⅲ－４－２） 

・労使関係が将来にわたり安定的に推移するよう集団的労使関係のルールの確立及び普及等を図るととも

に、集団的労使紛争の迅速かつ適切な解決を図ること（Ⅲ－６－１） 

・個別労働紛争の解決の促進を図ること（Ⅲ－７－１） 

・公共職業安定機関等における需給調整機能の強化及び労働者派遣事業等の適正な運営を確保すること（Ⅳ

－１－１） 

・地域、中小企業、産業の特性に応じ、雇用の創出及び雇用の安定を図ること（Ⅳ－２－１） 

・高齢者・障害者・若年者等の雇用の安定・促進を図ること（Ⅳ－３－１） 

・雇用保険制度の安定的かつ適正な運営及び求職活動を容易にするための保障等を図ること（Ⅳ－４－１） 

・男女労働者の均等な機会と待遇の確保対策、仕事と家庭の両立支援、パートタイム労働者と正社員間の均

等・均衡待遇等を推進すること（Ⅵ－１－１） 

当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 

独立行政法人労働政策研究・研修機構法第 12 条

第 6号 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する政策評価・行

政事業レビュー 

事前分析表（平成 26 年度）Ⅲ－４－２ 

行政事業レビューシート番号 454 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標 達成目標 （参考） 
前中期目標期
間平均値等 

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度  指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 

有識者アンケー

ト調査での有益

回答率（事業活動

全般）（実績） 

３分の２以

上 

95％ 95.1％ 95.9％ 96.5％    予算額（千円） － － －   

同上（達成度）   142.8％ 144.0％ 144.9％    決算額（千円） － － －   

         経常費用（千円） － － －   

         経常利益（千円） － － －   

         行政サービス 

実施コスト（千円） 

－ － －   

               

               

               

               

※ 独立行政法人会計基準の改定等を踏まえ、事業単位とそれに係るインプット情報を整合させるため、 

現在検討中であることから、「－」表示とする。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 第３ 国民に対して

提供するサービス

その他の業務の質

の向上に関する事

項 

 通則法第２９条

第２項第３号の国

民に対して提供す

るサービスその他

の業務の質の向上

に関する事項は、次

のとおりとする。 

 

（４）達成すべき具

体的な目標 

ロ 労働政策研究

の成果や機構の事

業活動全般につい

ての有識者を対象

としたアンケート

調査を実施し、３分

の２以上の者から

有益であるとの評

価を得ること。（再

掲） 

第２ 国民に対して提供

するサービスその他の

業務の質の向上に関す

る目標を達成するため

にとるべき措置 

 

 業務の質の向上に資

するため、業務全般を通

じて以下の措置を講ず

る。 

 

・ 業績評価システムに

よる評価 

 適正で質の高い業務

運営の確保に資するた

め、毎年度、全ての事業

を対象とする業績評価

システムによる評価を

行う。評価基準、評価結

果及び業務運営への反

映についてはホームペ

ージ等で公表する。業績

評価は、内部評価及び外

部評価により行い、この

うち外部評価について

は、外部の有識者等によ

って構成される総合評

価諮問会議に委嘱する。 

 

・ 業務運営等に関する

意見及び評価の把握 

 有識者等を対象とし

たアンケート等を通じ

て、業務運営及び成果に

対する意見及び評価を

広く求めるとともに、こ

れを各事業部門へフィ

ードバックし、業務運営

第２ 国民に対して提

供するサービスその他

の業務の質の向上に関

する目標を達成するた

めにとるべき措置 

 

 

 

 

 

 

・ 業績評価システムに

よる評価 

適正で質の高い業務運

営の確保に資するた

め、毎年度、全ての事

業を対象とする業績評

価システムによる評価

を行う。評価基準、評

価結果及び業務運営へ

の反映についてはホー

ムページ等で公表す

る。業績評価は、内部

評価及び外部評価によ

り行い、このうち外部

評価については、外部

の有識者等によって構

成される総合評価諮問

会議に委嘱する。 

・ 業務運営等に関する

意見及び評価の把握 

有識者等を対象とした

アンケート等を通じ

て、業務運営及び成果

に対する意見及び評価

を広く求めるととも

に、これを各事業部門

へフィードバックし、

＜主な定量的指標＞ 

 

○ 有識者を対象と

したアンケート調査

を実施し、３分の２以

上の者から有益であ

るとの評価を得る。

（再掲） 

 

 

＜評価の視点＞ 

○ 全事業を対象と

した業績評価の制度

が機能しているか。  

 

 

 

○ 評価基準、評価結

果及び業務運営への

反映についてホーム

ページ等で公表して

いるか。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 業務運営、事業成

果に対する意見・評価

を広く求めているか。 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

○ 有識者アンケートでは「大変有

益である」または「有益である」と

の回答が事業活動全般については

９６．５％となった。 

 

 

 

 

 

○ 経営会議等において①毎月の

業務実績報告、②業績評価規程に基

づく内部評価の実施など、全ての事

業を対象とする業績評価システム

を適切に運用した。 

 

○ 業績評価システムの評価基準

や評価結果等については、ホームペ

ージで公表した。 

 

○ 評価委員会からの「２５年度業

務実績報告の評価結果」の通知の受

理後速やかにホームページで公表

するとともに、イントラネットを通

じて全役職員に周知した。 

 

 

 

○ 有識者アンケートの実施（資料

４参照） 

 実施状況 

・実施方法：郵送アンケート調査 

・実施時期：２７年３月 

・調査対象：約１，９８１名 

内訳：学識経験者１，１２０名、地

方行政官２８２名、労使関係者５７

９名 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

○ 有識者を対象とした郵送アンケート調査において、

機構の業務活動全般に対し「有益である」との評価は、

前年度（９５．９％）を上回る９６．５％となり、年度

目標（３分の２以上）を大きく上回り、引き続き依然と

して高い水準を維持している。 

 

 

 

 

○ 理事長のリーダーシップの下、経営会議等における

①毎月の業務実績報告、②業績評価規程に基づく内部評

価の実施など、全ての事業を対象とする業績評価システ

ムを適切に運用するとともに、③外部有識者（労使及び

学識経験者）から構成される総合評価諮問会議において、

年度計画の事前評価及び業務実績の事後評価を受けてい

る。また、評価結果等についても速やかにホームページ

や社内イントラネットで周知し、透明性の確保を図って

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ より広く有識者からアンケートを実施するという観

点から対象範囲を拡げることに努め、労使関係者を増や

した（４８０→５７９名）。そのため、実施時期が約１ヶ

月遅れることとなったが、意見・評価を広く求めること

が適切に図られている。 

 

 

 

 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

○ 機構の業務活動については、規定に基づき適切

に内部評価を実施するとともに、外部有識者に

よって構成される総合評価諮問会議において

も年度計画、業務実績について評価を受けてお

り、適正で質の高い業務運営確保のための措置

がとられていると評価できる。 

 

○ また、労使関係者、学識経験者等を含む有識者

アンケートにおいても、機構の業務活動全般に

ついて、目標（3分の 2以上）を大きく上回る

96.5％から「有益である」との評価を得ている。 

 

○ 以上により、引き続き、質の高い業務運営が確

保できていると評価できるため「B」評価とし

た。 

 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 

 

＜その他事項＞ 
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の改善に資する。 業務運営の改善に資す

る。 

 

 

○ 得られた意見・評

価を業務運営に反映

させるなど、業務改善

の取組を適切に講じ

ているか。 

 

 

 

○ 国民のニーズと

ずれている事務・事業

や、費用に対する効果

が小さく継続する必

要性の乏しい事務・事

業がないか等の検証

を行い、その結果に基

づき、見直しを図って

いるか。 

・回収率：２６．０％ 

 

○ 評価委員会、総合評価諮問会議

での指摘事項等については、直後の

経営会議等で対応すべき今後の課

題や留意点を迅速に確認し、各部門

に評価結果のフィードバックや改

善指示を行い、必要に応じて研究計

画を見直す等の対応を行った。 

 

○ ２７年度計画の策定に併せて、

各部門において、所掌するすべての

事務・事業を対象にこれまでの業務

改善の実施状況及び冗費等の点検

を行い、更なる改善や業務簡素化に

向けた検討を行った。 

 

 

 

○ ３月の総合評価諮問会議では前回の評価・意見・指

摘事項について、的確に対応がなされていることを報告

し、委員からも好ましい姿勢であるとの評価を得た。 

 

 

 

 

 

○ カラーコピー機の保守料やインターネット回線保守

料を大幅に削減するなどの具体的な成果があった。 

 

○ 働き方の見直しの一環として、長時間労働削減対策

に取り組んだ結果、年間総残業時間を大幅に削減した。 

 

これらを踏まえ、Ｂと評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

 

特になし 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

２―１ 業務運営の効率化に関する事項 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

事前分析表（平成 26 年度）Ⅲ－４－２ 

行政事業レビューシート番号 454 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 （参考） 

前中期目標期間

最終年度値 

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値、平均値等、目

標に応じた必要な情報 

一般管理費（千円）

（実績） 

中期目標期間最終年度 392,504 461,814 452,972 444,390 435,934   － 

 上記削減率（%）

（実績） 

中期目標期間最終年度において平

成 23 年度と比べて 15％以上の削

減 

― １.9％ 3.8％ 5.6％    

業務経費（千円）

（実績） 

中期目標期間最終年度 718,140 759,263 751,504 742,109 733,822   － 

上記削減率（%）

（実績） 

中期目標期間最終年度において平

成23年度と比べて5％以上の削減 

― １.0％ 2.3％ 3.4％    

人件費（千円）（実

績） 

中期目標期間最終年度 1,062,371 1,117,911 1,106,557 1,095,328 1,084,221   － 

上記削減率（%）

（実績） 

毎年度 1％以上の削減  １.0％ １.0％ １.0％    

自己収入（実績値）

（千円）（実績） 

中期目標期間最終年度 52,868 46,521 51,626 48,464 43,657   － 

 上記達成率（%）

（実績） 

中期目標期間最終年度において平

成 22年度（48,062）と比べて 10％

以上の拡大（52,868） 

― 97.7％ 91.7％ 82.6％    

 

注）削減対象となる一般管理費・業務経費は、自己収入分を除いたものであり、人件費は退職手当及び法定福利費並びに非常勤役員給与分をそれぞれ除いた金額である。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 第２ 業務運

営の効率化に

関する事項 

 通則法第２

９条第２項第

２号の業務運

営の効率化に

関 す る 事 項

は、次のとお

りとする。 

 

１ 内部統制

の充実・強化 

内部統制につ

いては、総務

省政策評価・

独立行政法人

評価委員会か

らの評価等を

踏まえ、更に

充実・強化を

図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成す

るためにとるべき措置 

 

 

１ 組織規律の強化 

 独立行政法人として課せられた社会的使命を

高いレベルで効率的、効果的に果たしていくた

めに、第３期中期目標期間においては、理事長

のリーダーシップの下、内部統制のための仕組

みを充実・強化するとともに、我が国唯一の労

働分野の政策研究機関としての信頼性を向上さ

せるため、労使からの中立性と国からの独立性

を堅持しつつ、職員の専門性をさらに高め、業

務間の連携を密にした質の高い業務運営を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成す

るためにとるべき措置 

 

 

１ 組織規律の強化 

独立行政法人として課せられた社会的使命を

高いレベルで効率的、効果的に果たしていくた

めに、「独立行政法人改革等に関する基本的な方

針」（平成２５年１２月２４日閣議決定）も踏ま

えつつ、理事長のリーダーシップに基づく適切

なガバナンスの下、我が国唯一の労働分野の政

策研究機関として、労使からの中立性と国から

の独立性を堅持しつつ、職員の専門性をさらに

高め、専門分野を超えた協働や業務部門間の機

動的な連携を強化することにより、質の高い業

務運営を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

 

＜その他の指標＞ 

 

＜評価の視点＞ 

○ 各数値目標につ

いて、所期の目標を

達成しているか。 

 

○ 内部統制（業務

の有効性・効率性、

法令等の遵守、資産

の保全、財務報告の

信頼性等）の強化に

取り組んでいるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 理事長直轄の「改革推進チー

ム」を設置し、既存の枠にとらわ

れることなく、より質の高い業務

運営を目指して役職員一丸とな

った改革議論を行い、内部統制の

強化を図った。 

 

 

 

 

 

 

○ 経営層、非正規職員も含め

た一般職層向けに、情報セキュ

リティ研修を実施した。、 

 

 

 

 

○ 経営会議やコンプライア

ンス委員会を定期的に開催し

たほか、新たにリスク管理委員

会を開催した。 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

 

 

 

 

 

 

○ ２７年度以降の計画策定を含めた今後

の戦略をたてるため、理事長直轄の「改革

推進チーム」を設置し、機構の組織及び業

務について総合的な見地から役職員一丸と

なった改革議論を行った。その結果、①政

策貢献の強化・企画力の向上、②成果発信

の強化・国際的視点にたった広報、③研究

と研修の連携体制の強化、④人材の確保育

成、⑤効率的な法人経営の推進等の今後の

改革における重点ポイントを取りまとめ

た。 

 

○ 階層ごとの情報セキュリティ研修を

全役職員対象に実施し、経営層には実際

のセキュリティ事故事例と当機構での課

題、一般職層には身近な情報セキュリテ

ィリスクと日々の業務での注意点等につ

いて、啓発を行った。 

 

○ 理事長のリーダーシップが発揮さ

れ、マネジメントの実効性が確保される

ように、引き続き、経営会議やコンプラ

イアンス委員会を定期的に開催したほ

か、新たにリスク管理委員会を年２回開

催するとともに、リスク管理表を策定し

た。さらに、労働大学校の研修講義を理

事長自身が行う機会を設けるなど、内部

統制の充実・強化を図った。 

 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

○ より質の高い業務運営の

ため、機構独自で「改革推

進チーム」を設置して、理

事長のリーダーシップの

もとに各種の業務改善に

取り組むとともに、定期的

に経営会議やコンプライ

アンス委員会が開催され

ており、十分に組織規律が

保たれ、また業務改善の取

組も十分であると評価で

きる。 

 

○ また、アウトソーシングの

拡大、一般競争入札の積極

的な実施などにより、業務

運営体制の見直し、経費節

減が図られている。 

○ 機構における各種取組の

結果、一般管理費、業務経

費について、いずれも対前

年度減と節減が図られて

おり、中期目標達成に向け

て、着実な取組がなされて

いると評価できる。また、

省エネルギー対策の取組

により、電力使用量対前年

度比△4.8％を達成してお

り、取組の効果が表れてい

ると評価できる 

 

○ 人件費については、国家公

務員の給与水準を考慮す

るとともに、機構独自の取

組として、職務手当の削減

を継続するなどの措置を
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２ 組織体制

の見直し研究

働政策研究の

実施のため、

専任職員のい

ない課を削減

す る と と も

に、間接部門

の縮減による

内部組織の合

理化を図り、

平成２５年度

の常勤職員数

から５人以上

削減し、職員

構成を含めた

組織再編に取

り組むこと。 

 また、調査

員は、労働政

策研究に資す

る内外の労働

事情、統計に

係る各種デー

タ等の継続的

収集・整理を

行 う も の と

し、調査員の

専門性に応じ

て、第３の１

の（１）イか

らハまでに掲

げる労働政策

研究について

も研究員と連

携すること。

こうした調査

員が行う業務

については、

その意義を一

層明確にする

２ 効率的かつ効果的な業務運営体制の整備 

質の高い労働政策研究の実施のため、専任職員

のいない課を削減するとともに、間接部門の縮

減による内部組織の合理化を図り、平成２５年

度の常勤職員数から５人以上削減し、職員構成

を含めた組織再編に取り組む 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 経費の節減 

（１）契約について、原則として一般競争入札

等によるものとし、一般競争入札等であっても

一者応札・応募となった契約については、実質

的な競争性が確保されるよう入札方法や仕様書

等の見直しを行うほか、「契約監視委員会」等に

よるチェックを厳格に実施するとともに、契約

状況について適切に公表することを通じて、契

約の履行内容の質の確保にも留意しつつ、契約

の適正化を引き続き推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 効率的かつ効果的な業務運営体制の整備 

厚生労働省との政策論議の場や研究事業の評

価制度の充実等を通じて、機構の有する資源を

労働政策の効果的な展開に役立てていくととも

に、引き続き、研究と研修の相乗効果を高める

ため効果的な連携を図る。また、第３期中期目

標期間中に、間接部門の縮減による内部組織の

合理化を図るとともに、平成２５年度の常勤職

員数から５人以上削減するための業務運営体制

の見直しの検討を行う。 

 

 

 

 

３ 経費の節減 

（１）契約について、原則として一般競争入札

等によるものとし、一般競争入札等であっても

一者応札・応募となった契約については、実質

的な競争性が確保されるよう入札方法や仕様書

等の見直しを行うほか、「契約監視委員会」等に

よるチェックを厳格に実施するとともに、契約

状況について適切に公表することを通じて、契

約の履行内容の質の確保にも留意しつつ、契約

の適正化を引き続き推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 効率的かつ効果

的な業務運営体制を

構築しているか。ま

た、適宜見直しを図

っているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 一般競争入札の

積極的な導入等、契

約の適正化が図られ

ているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 契約の締結に当

たって、透明性・競

争性等が確保されて

いるか。 

 

○ アウトソーシングの具体化

や業務簡素化の検討を行い、業務

運営体制の見直しを図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 前年度に引き続き一般競

争入札等の積極的な導入を図

ることにより、契約金額では予

定価格比で約１５．５％節約と

なった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ ２１年６月以降「一者応

札・一者応募に係る改善方策」

をホームページに公表し、公告

期間の十分な確保、資格要件を

緩和するなど、透明性・競争性

○ 毎年、監事による年２回の定期監査、

内部統制推進部門による内部監査のほか、

自主的に監査法人による監査を受けてお

り、監査法人と理事長とのディスカッショ

ンの機会も確保している。 

 

○ 限られた予算・人員体制のもとで、

来訪者受付業務を警備業務（外部委託業

務）に含めることにより、受付業務を担

当している職員を別の繁忙業務に配置転

換するなど、可能な限り少しでも効率的

な業務運営が図れるよう適宜業務運営体

制の見直しに取り組んでいる。 

 

○ 前年度に引き続き一般競争入札等の

積極的な導入を図った結果、一般競争入

札基準額以上の契約における一般競争入

札等の割合は７５．０％、契約金額では

予定価格比で約１５．５％節約となった。 

 

・契約の内訳（一般競争入札基準額以上）

７２件 

１ 一般競争入札等（一般競争入札及

び企画競争） 

      ５４件（７５．０％） 

２ 随意契約  

      １８件（２５．０％） 

 

また、一般競争入札等の実施にあたっ

ては、入札案件の特質を踏まえて適切な

サービス等が確実に実施されるように、

原課に対して契約実施状況のヒアリング

を行うなど、問題点等の把握を通じて仕

様書に反映する等「質の確保」にも取り

組んでいる。 

 

○ 「一者応札・一者応募に関する改善

策」に基づき、入札説明を受けたものの

応札（応募）しなかった４件につき、今

後の改善方策に反映させるため、事業者

から辞退理由のヒアリングを行い今後の

実施しており、目標である

対前年度比△1％を達成し

ている。 

 

○ また、平成 25 年 12 月 24

日の閣議決定で、平成 28

年度末までに常勤職員を 5

人削減するとされたとこ

ろ、機構の自主努力によ

り、着実に取組を進めてい

ることは評価できる。 

○ 一方で、常勤職員数を削減

しつつも、優秀な研究員に

ついて、「期間の定めのな

い雇用」への転換や、定年

退職後の再雇用の者につ

いて、退職前と同等の業務

に従事させるなど、優秀な

人材確保、職員のモチベー

ション維持のための取組

がなされている。 

○ また、非正規職員について

もモチベーション維持、処

遇改善のための時給の増

額などの取組がなされて

いる。 

 

○ 職員の人事評価制度や資

質向上のための取組につ

いても、引き続き、適切に

取組がなされていると評

価できる。 

 

○ 以上から、目標の水準を十

分に達成できており「B」

評価とした。 

 

＜今後の課題＞ 

○自己収入については、目標

（平成 22 年度比で 10％の拡

大）に向けて、より一層の取組



64 

 

観点から、調

査員の位置付

けを改めて検

証し、必要性

の乏しい業務

は廃止すると

ともに、外部

委託や非常勤

職員を最大限

活用した徹底

的な業務の見

直しを行い、

調査員の担う

業務は真に必

要なものに厳

選し、併せて

要員について

も適正規模に

縮 減 す る こ

と。 

 

３ 業務運営

の効率化に伴

う経費節減等 

（１）運営費

交付金を充当

して行う業務

について、一

般管理費につ

いては、平成

２８年度にお

いて、平成２

３年度と比べ

て１５％以上

を節減するこ

と。業務経費

については、

研究費の縮減

等により平成

２８年度にお

いて、平成２

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 契約監視委員会

での見直し・点検を

適切に行っている

か。また、「随意契約

見直し計画」が計画

どおり進んでいる

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

が十分確保されるよう改善を

図っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ ２６年度は４回契約監視

委員会を開催し、随意契約等に

係る全件を審査いただいた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考とした。 

 

○ ２２年１０月より、競争性を十分に

確保するため、一般競争契約に関する公

告期間を平日１０日から１２日に拡大す

る措置を引き続き継続するとともに、応

札者が入札金額の積算期間を十分確保で

きるために入札案件の業務内容を個別に

勘案し、入札公告終了日から入札日まで

十分な期間を設定している。 

○ 一般競争入札公告等を機構ホームペ

ージの What's New（新着情報）に掲載し、

透明性・競争性の確保を図るとともによ

り多くの入札者が参加できるよう工夫を

している。 

 

○ 契約監視委員会において２６年度随

意契約（１８件）及び一者応札・一者応

募（４件）等に係る全件を審査いただき、

「契約内容等適切に行われている」との

評価を得た。 

 

○ 随意契約の見直しを進めた結果、基

準額以上の契約における随意契約の件数

は、１８件となった。 

 

・契約の内訳（一般競争入札基準額以上）

７２件 

１ 一般競争入札等（一般競争入札及

び企画競争） 

  ５４件（７５．０％） 

２ 随意契約  

   １８件（２５．０％） 

 

また、随意契約等審査委員会において、

２６年４月から２７年３月までの審査対

象件数１８件について、「契約事務手続き

は適切に実施されている」ものとの評価

を得るとともに、ホームページに公表し、

透明性を図った。 

が必要である。 

 

＜その他事項＞ 

○ 昨今の情勢に鑑み、情報セ

キュリティ対策の強化（シ

ステムに関する対応、職員

研修等）に万全を期してい

ただきたい。 
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３年度と比べ

て５％以上を

節 減 す る こ

と。 

 

（２）契約に

ついては、「独

立行政法人の

契約状況の点

検・見直しに

ついて」（平成

２１年１１月

１７日閣議決

定）に基づく

取組を着実に

実 施 す る こ

と。（次項より

移動） 

 

 

（３）人件費

（退職金及び

福 利 厚 生 費

（法定福利費

及び法定外福

利費）並びに

人事院勧告を

踏まえた給与

改定部分を除

く。）について

も、国家公務

員の給与水準

も 十 分 考 慮

し、手当を含

め役職員給与

の在り方につ

いて厳しく検

証した上で、

その適正化に

計画的に取り

組 む と と も

 

（２）運営費交付金を充当して行う業務につい

て、一般管理費については、平成２８ 年度にお

いて、平成２３ 年度と比べて１５％以上を節減

し、また、業務経費については、平成２８ 年度

において、平成２３ 年度と比べて５％以上を節

減するため、業務の重点化や省資源・省エネル

ギー対策の推進、定型業務の外部委託等、業務

処理の効率化のための見直しを行うことによ

り、事業効果を最大限確保しつつ、経費の節減

を図る。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 人件費（退職金及び福利厚生費（法定福利費

及び法定外福利費）並びに人事院勧告等を踏ま

えた給与改定部分を除く。）については、政府に

おける総人件費削減の取組を踏まえ、厳しく見

直すものとする。また、機構の給与水準につい

て、国家公務員の給与水準も十分考慮し、国民

の理解と納得が得られるように厳しく検証を行

い、その検証結果や取組状況を公表するととも

に、必要な措置を講じるなど給与水準の適切な

管理に計画的に取り組むこと等を通じて、毎年

度１％以上の節減を行う。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

（２）業務の重点化や省資源・省エネルギー対

策の推進、定型業務の外部委託等、業務処理の

効率化のための見直しを行うことにより、事業

効果を最大限確保しつつ、経費の節減を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、人件費（退職金及び福利厚生費（法定

福利費及び法定外福利費）並びに人事院勧告等

を踏まえた給与改定部分を除く。）については、

政府における総人件費削減の取組を踏まえ、厳

しく見直すものとする。また、機構の給与水準

について、国家公務員の給与水準も十分考慮し、

国民の理解と納得が得られるように厳しく検証

を行い、その検証結果や取組状況を公表すると

ともに、必要な措置を講じるなど給与水準の適

切な管理に計画的に取り組むことにより、年度

期間中に１％以上の節減を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 一般管理費につ

いては、２８年度に

おいて、２３年度と

比べて１５．０％以

上を節減すること。

業務経費について

は、研究費の縮減等

により２８年度にお

いて、２３年度と比

べて５．０％以上を

節減すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・人件費 

＜主な定量的指標＞ 

○ 給与水準の適切

な管理に計画的に取

り組むこと等を通じ

て、毎年度１．０％

以上の節減を行う。 

 

 

 

 

＜その他の指標＞ 

なし 

 

＜評価の視点＞ 

○ 数値目標につい

て、所期の目標を達

成しているか。 

 

 

 

 

○ 一般管理費については、対前

年度比△１．９％の削減を図っ

た。また、業務経費については、

対前年度比△１．１％の削減を図

った。 

 

 

 

 

○ 経費の節減ついては、政府に

よる省エネルギー対策及び東日

本大震災以降の節電の取組の趣

旨を踏まえ、機構においても夏季

及び冬季の節電等に取り組むと

ともに、通年でも電力使用量の抑

制のための対策に取り組んだ。 

・人件費 

＜主な業務実績＞ 

○ 人件費（退職金及び福利厚

生費（法定福利費及び法定外福

利費）並びに人事院勧告等を踏

まえた給与改定部分を除く。）

については、政府における総人

件費 

削減の取組を踏まえ、厳しく見

直すこととしており、１６年度

から職務手当等の独自削減措

置を継続している。 

 

 

 

○ ２６年度のラスパイレス

指数（地域・学歴勘案）は、事

務職が１０１．３（前年度１０

０．８）で、前年度比０．５ポ

イント増加し、研究職が９５．

２（前年度９２．０）で、前年

 

 

○ 業務の効率化等を進めた結果、一般管

理費については、対前年度予算比△１．

９％（△８４６万円）、業務経費について

は、同△１．１％（△８２９万円）を削

減した。引き続き、中期計画予算に基づ

き計画的に節減することとし、第３期の

中期目標達成に向け着実に努力している

ところである。 

 

○ 運営費交付金については、通年の資

源・省エネルギー対策としてさらなる照明

のLED化などに取り組み、電力使用量につ

いて、対前年度比△４．８％の削減を達成

した。 

 

 

・人件費 

＜評定と根拠＞ 

○ 事務職は、本俸の２．０％削減（１

６年度より実施）、職務手当支給率の削減

（部長：２０．０％→１５．０％、課長：

１５．０％→１０．０％、課長補佐：８．

０％→６．０％、１６年度より実施）後

の額を基準とした定額化（２２年度より

実施）、１号俸の昇給抑制期間を国家公務

員よりも１年間延長（２３年度）した。 

 

 

 

 

 

○ ２６年度のラスパイレス指数（年

齢・地域・学歴勘案）は、事務職が１０

１．３（前年度１００．８）となり、前

年度比０．５ポイント増加し、研究職は

９５．２（前年度９２．０）となり、前
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に、その検証

結果や取組状

況を公表する

こと。また、

総人件費につ

いては、政府

における総人

件費削減の取

組を踏まえ、

厳しく見直す

ものとするこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）情報保

護を徹底する

ため、情報セ

キュリティ対

策の充実を図

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）自己収入について、出版物等の成果物の

販売促進等を積極的に実施し、中期目標期間の

最終事業年度において平成 ２２ 年度と比較し

て１０％程度の拡大に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）業務処理への情報通信技術の活用を推進

し、経費の節減を図る。また、政府の情報セキ

ュリティ対策における方針を踏まえ、情報保護

を徹底するため、情報セキュリティ対策の充実

を図る。 

 

 

 

 

４ 人事に関する計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）自己収入について、中期目標期間の最終

事業年度において平成２２年度と比較して１

０％程度の拡大を図るために必要な取組を行

う。平成２６年度は、引き続き出版物等の成果

物の販売促進等を積極的に実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）業務処理への情報通信技術の活用を推進

し、経費の節減を図る。また、政府の情報セキ

ュリティ対策における方針を踏まえ、情報保護

を徹底するため、情報セキュリティ対策の充実

を図る。 

 

 

 

 

４ 人事に関する計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 給与水準の適切

な管理に計画的に取

り組んでいるか。 

 

 

 

 

 

 

○ 自己収入につい

て、中期目標期間の

最終年度において、

２２年度と比較して

１０．０％程度の拡

大に努める。 

 

 

○ 出版物の販売促

進等を通じて、自己

収入の拡大を図って

いるか。 

 

○ 業務処理への情

報通信技術の活用を

推進するとともに、

情報セキュリティ対

策の充実を図ってい

るか。 

 

 

 

○ 優秀な研究員等

を確保・育成するた

度比３．２ポイント増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 特に給与水準については、

国家公務員等の給与水準を十

分考慮し、国民の理解と納得が

得られるよう厳しく検証する

こととしている。退職手当に関

する労使協議を重ね、国家公務

員の退職手当に準じた見直し

を実施した。 

 

○ 自己収入の拡大に向けた

取組として、出版物等の成果物

の販売促進等を積極的に実施

したが、２６年度の自己収入

は、４３，６５７千円となり、

２２年度と比較して９．２％の

減少となった。 

 

 

 

 

 

 

○ 近年の政府等における標的

型メール攻撃等による情報漏洩

事案の増加等を踏まえ、より厳格

な情報セキュリティ基本ポリシ

ーの改正を行うとともに、機構ネ

ットワーク利用ルールと管理・運

用マニュアルについても制定し

た。 

 

○ 優秀な人材を確保するた

め、２６年４月１日付で任期を

年度比３．２ポイント増加しているが、

引き続き国家公務員との均衡は図られて

いる。人件費予算は２５年度と比較して

△１．０％の削減となった。なお、研究

職のラスパイレス指数が１００を大きく

下回り、事務職とのバランス上問題であ

るとの指摘が総合評価諮問会議でなされ

ていた点は改善された。 

 

○ 独自の給与減額措置を継続したこと

に加え、国家公務員に準じて職員退職手

当制度を見直して退職手当の水準を引下

げるとともに、常勤職員数の削減が求め

られた中でも定年退職者を一層活用する

ために定年再雇用制度の見直しも行っ

た。 

 

 

○ 自己収入は、２６年度は、４３，６

５７千円で、２２年度と比較して９．２％

の減少となった。「東京労働大学講座」の

受講者数の大幅な減少や出版物の販売減

等によるものであるが、これは、会場等

の都合により週当たり３日の講義の週を

増やさざるをえず企業関係者が受講を控

えたというこの年度特有の事情があった

ことが背景にあると考えられる。 

 

２６年度自己収入計：４３，６５７千円 

（４８，０６２千円） 

 ＊カッコ内は２２年度実績。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 「独立行政法人改革等に関する基本
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１ 方針 

（１）優秀な人材を幅広く登用するため、研究

員については、任期付任用、非常勤としての任

用を積極的に活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）業績評価制度を含む人事評価制度の運用

により、職員の努力とその成果を適正に評価す

る。 

 

 

 

 

 

（３）調査員の位置付けを改めて検証し、必要

性の乏しい業務は廃止するとともに、外部委託

や非常勤職員を最大限活用した徹底的な業務の

見直しを行い、調査員の担う業務は真に必要な

ものに厳選し、併せて要員についても適正規模

に縮減する。 

（４）研修等の充実に努め、職員の専門的な資

質の向上を図る。 

 

 

 

 

１ 方針 

（１）優秀な人材を幅広く登用するため、研究

員については、任期付任用、非常勤としての任

用を積極的に活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）業績評価制度を含む人事評価制度の運用

により、職員の努力とその成果を適正に評価す

る。 

 

 

 

 

 

（３）研修等の充実に努め、職員の専門的な資

質の向上を図る。 

（４）第３期中期目標期間中に、平成２５年度

の常勤職員数（１１４人）からの５人以上の削

減を可能とするための計画的な職務、要員配置

の見直しや人材の確保、育成に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

めの適切な措置を講

じているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 業績評価に基づ

く人事制度が機能し

ているか。 

 

 

 

 

 

○ 職員の専門的な

資質の向上を図るた

めの適切な取組がな

されているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

満了した任期付研究員１名を「期

間の定めのない雇用」として採用

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 労働法・労働経済分野の任

期付研究員を新たに公募し、４

月１日付で３名の採用を内定

した。 

 

 

 

 

 

 

○ 前年度に引き続き、目標管

理制度に基づく業績評価と能

力評価を柱とした人事評価制

度の運用を行い、その評価結果

を６月期及び１２月期の勤勉

手当に反映した。 

 

 

○ 職員の専門的な資質と意

識の向上を図るため、業務研修

への参加等を積極的に奨励し

たほか、職員のキャリア形成支

援を計画的に企画・実行するた

め、職業能力開発推進者を選任

（総務部人事課長）した。 

○ 研究員について、専門的な

研究活動を行う者として学会

に所属し、先端的な研究動向に

接し、関係の外部研究者と不断

に交流を行うとともに、機構の

的な方針（２５年１２月２４日閣議決

定）」において常勤職員数の削減等の合理

化が求められている中、引き続き組織の

活力を維持しつつ、機構の目的を達成す

るため、定年退職後も研究部門等におい

て引き続き退職前と同等の業務に従事す

ることができるよう、定年再雇用制度の

見直しを行った。この改革により２６年

度からは、定年前後を通じてモチベーシ

ョンの維持がなされ、再雇用職員の能力

を最大限有効活用できている。 

 

○ 国籍の内外を問わず優秀な専門人材

を幅広く登用するため、労働法・労働経

済分野の任期付研究員を新たに公募し、

２７年４月１日付で外国籍の者を含む３

名の採用を内定した。 

○ 非正規職員のモチベーションの維

持・向上を図るため、アルバイト職員の

時間給単価を見直し、独法設立以降初め

て時給を５０円アップさせる処遇改善を

行った。 

○ 人事評価制度は、①組織目標の浸透、

②管理職の指導・育成責任の明確化、③

人材育成と業務改革の実施、④公正で納

得性の高い人事の実現を目的に実施して

いる。こうした制度の理解を促進するた

め新たに赴任した職員を対象に研修を行

い、人事評価制度の定着に努めた。 

 

○ 数多くの職員が職場外及び職場内の

研修に参加した。新たに職業能力開発推

進者を選任し、積極的に職員の能力開発、

キャリア形成支援に努めることとした。

また、査読論文の執筆や研究発表につい

て、あらためて周知するとともに、表彰

を通じて研究員の意欲向上を図った。 

○ 学会活動では、研究者間のネットワ

ークの形成に努めているほか、機構の研

究員が学会誌の編集委員（日本労働法学

会、日本労働社会学会等）や国際学会の
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（５） 人員の指標 

 期末の常勤職員数について平成２５年度の常

勤職員数から５人以上削減する。 

（参考）平成２５ 年度の常勤職員数１１４ 人

（閣議決定時） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 施設・整備に関する計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５） 人員の指標 

平成２６年度末の常勤職員数１１４人 

 

（参考）平成２３年度末の常勤職員数１１４人

（第２期末） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 施設・整備に関する計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 人員の指標 

＜主な定量的指標＞ 

○ ２５年度の常勤

職員数から５人以上

削減する 

 

＜評価の視点＞ 

○ 人員の指標に関

する計画は実施され

ているか。 

 

＜その他の指標＞ 

なし 

 

 

 

研究成果を活用して研究発表

を行うことを奨励している。 

○ 研究員の資質の向上を図る

ための取組として、先端的な研究

動向に接し、関係の外部研究者と

交流を行うための学会活動を奨

励している。 

○ 特に、２６年度はこれまでの

独法評価委員会や総合評価諮問

会議等における指摘を踏まえ、

「米国社会学会２０１４年次大

会」や「国際労働・社会保障法学

会欧州地域会議」等の主要な国際

学会へも積極的に研究員を派遣

した。 

○ また、研究意欲の涵養等を図

ることを目的に研究双書の出版

も奨励しており、２６年度は「母

子世帯のワーク・ライフと経済的

自立」を出版した。 

○ さらに、査読論文の執筆や学

会等での研究発表については表

彰を通じて研究員の意欲向上を

図った。 

 

○ 年度末の常勤職員数は１

０９人（職員：１０３人、常勤

嘱託：６人）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ ２６年度計画どおり、法人

準備委員長（国際キャリア教育学会）を

務めている。また、２５年度に機構より

発刊した研究双書「成人キャリア発達と

キャリアガイダンス」が２６年度の「労

働関係図書優秀賞」を受賞したほか、外

部から発刊した書籍（「スウェーデンの賃

金決定システム―賃金交渉の実態と労使

関係の特徴―」）が「冲永賞（労働問題に

関する調査研究のうち社会的に有意義で

発展性のある優れた論文・著書への表

彰）」を受賞した。こうしたことは、機構

において、学会活動を奨励し、高い評価

を得た研究員を表彰するなど、研究員の

意欲向上と専門的な資質の向上のための

有効な取り組みを実施してきたことによ

り、研究員が専門的な資質を向上させ、

高い意欲を持って研究に取り組んだ結果

と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 出向者の後任ポストについては可能

な限りプロパー職員の内部登用を図ると

ともに、２７年度からの関係独立行政法

人へのプロパー事務職員の出向に向けて

精力的な調整を行い、機構労働組合との

出向協定を締結した。これらの結果、年

度末の常勤職員数は１０９人（職員：１

０３人、常勤嘱託：６人）と、２５年度

閣議決定時から５人削減した。 
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 独立行政法人労働政策研究・研修機構の業務

の確実かつ円滑な遂行を図るため、施設の老朽

化等を勘案し、計画的な改修、更新等を進める。 

（参考） 

 

 

施設・設備の内容 
予定額 

財源 
（百万円） 

（法人本部）     

 建築工事     

 電気設備工事     

 機械設備工事     

 空調設備工事     

（労働大学校） 963 施設整備費補助金 

 建築工事     

 電気設備工事     

 機械設備工事     

 空調設備工事     

給排水衛生設備工事 

耐震補強工事 
    

（注）上記の計画については、業務実施状況、予見し

がたい事情等を勘案し、施設整備を追加又は予定額を

変更することがあり得る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 独立行政法人労働政策研究・研修機構の業務

の確実かつ円滑な遂行を図るため、施設の老朽

化等を勘案し、計画的な改修、更新等を進める。 

（参考） 

 

 

施設・設備の内容 

予定額 

財源 （百万

円） 

（法人本部） 

 建築工事 

 電気設備工事 

（労働大学校） 

 給排水衛生設備工

事 

 耐震補強工事 

  

288 

  

  

施設整備費補助金 

  

（注）上記の計画については、業務実施状況、

予見しがたい事情を勘案し、施設整備を追加又

は予定額を変更することがあり得る。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

○ 施設及び設備に

関する計画は実施さ

れているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本部において建築工事及び電

気設備工事を、労働大学校にお

いて給排水衛生設備及び耐震

補強工事を実施した。また、朝

霞エネルギーセンター（国税

庁、埼玉県警、労働大学校共有

の共同排水処理施設）の廃止を

見据えて、国税庁や埼玉県警と

の関係機関と定期的に会合を

開催しつつ、計画に沿い実施し

た。 

○ 一般競争入札を実施する

ことで多くの入札参加業者（設

計・施工管理と施工の入札参加

者数３５社）を得た結果、約３，

７００万円の大幅な経費節減

（２６年度予算比１２．７％の

節減）を達成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらを踏まえ、Ｂと評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

 

○ 人件費については、中期目標に基づ

く人員削減計画を踏まえるとともに、給

与水準の適切な管理を行い、引き続き総

人件費の削減に取り組む。 

 

〇 東京労働大学講座は、２７年度にお

いては、受講者に無理のない受講日の設

定を行うこと等により、受講者数が増加

し受講料収入は２５年度以前を上回る水

準まで回復する見通しである。さらに、

２７年度については、受講者のニーズの

高いテーマによる特別講義の開催等、サ

ービスの充実等を図り、受講料収入の一

層の拡大を図る。 

出版物販売についても、第３期の調査

研究成果をより分かりやすく広い範囲に
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提供して自己収入の改善につなげる自己

収入増加計画を機構横断的に策定し、一

丸となって推進することとしており、２

７年度において。２２年度水準を上回る

販売収入を達成することを目指すことと

している。 

 

○ ２６年度は、より厳格な情報セキュ

リティ基本ポリシーの改正を行うととも

に、機構ネットワーク利用ルールと管

理・運用マニュアルについても制定し、

非正規職員も含めた全役職員へ周知する

など、セキュリティ対策の充実に努めて

いる。 

 

○ アクセス管理サーバや専用ソフトウ

ェアにより、不正アクセス等の兆候を監

視するとともに、不正なアクセスが生じ

た際にはログから追跡を行うことができ

るよう、ログを取得するなど、セキュリ

ティ対策の充実に努めている。その結果、

２６年度においても特段の不正アクセス

の兆候は見られなかった。 

 また、ウィルス感染等の原因となるス

パムメール対策についても、メールサー

バに対策ソフトを導入するとともに、専

用のウィルス対策ソフトと併用して、外

部からのセキュリティ侵犯の防止に努め

ている。 

 

○ ２３年度以来、事務職の採用を行っ

ておらず、人員構成に著しい年齢階層的

な歪みが生じていることから、次年度は

事務職の採用（若干名）を行うこととし

たい。 

 

○ ２６年度は非正規職員のうちアルバ

イトについて処遇改善を行った。今後は、

労働契約法の改正を踏まえ、直接雇用の

非正規職員の無期化を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

＜その他事項＞ 

 

（特になし） 
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○ 研究員を含め、評価がモチベーショ

ンの向上につながる人事評価制度の運用

に今後も継続的に取り組む。 

 

○ 職員の専門的な資質と意識の向上の

ため、研修への参加奨励、職種に応じた

研修計画の策定等を行う。 

 

○ 人員の指標に関する計画を実施しつ

つ、組織の人員構成のバランスを考慮し

て職員の新規採用等を行う。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

３―１ 財務内容の改善に関する事項 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

事前分析表（平成 26 年度）Ⅲ－４－２ 

行政事業レビューシート番号 454 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 （参考） 

前中期目標期間最

終年度値 

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値、平均値等、目

標に応じた必要な情報 

  ―       

  ―       

  ―       

  ―       
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 第４ 財務内容の

改善に関する事項 

 

 通則法第２９条

第２項第４号の財

務内容の改善に関

する事項は、次の

とおりとする。 

・ 「第２ 業務運

営の効率化に関す

る事項」で定めた

事項に配慮した中

期計画の予算を作

成し、当該予算に

よる運営を行うこ

と。 

・ 毎年の運営費交

付金額の算定につ

いては、運営費交

付金債務残高の発

生状況にも留意し

た上で、一層厳格

に行うこと。 

・ 中期目標期間中

の自己収入の拡大

に係る目標を設定

し、出版物等の成

果物の販売促進等

により自己収入の

拡大を図ること。 

第３ 予算、収支計画及

び資金計画 

 

 予算、収支計画及び資

金計画は、別紙２から別

紙４のとおり。 

なお、毎年の運営費交付

金額の算定については、

運営費交付金債務残高

の発生状況にも留意し

た上で、一層厳格に行

う。 

 

 

 

第４ 短期借入金の限度

額 

 

１ 限度額 ３００ 百万

円 

２ 想定される理由 

（１）運営費交付金の受

入れの遅延等による資

金不足に対応するため。 

（２）予定外の退職者の

発生に伴う退職手当の

支給等、偶発的な出費に

対応するため。 

 

第５ 不要財産又は不要

財産となることが見込

まれる財産がある場合

には、当該財産の処分に

関する計画 

 職員借上宿舎の不動

産賃貸借契約の解約に

伴う差入敷金の返還金

である現金及び預金の

第３ 予算、収支計画及

び資金計画 

 

 予算、収支計画及び資

金計画は、別紙２から別

紙４のとおり。なお、運

営費交付金額の算定に

ついては、運営費交付金

債務残高の発生状況に

も留意した上で、一層厳

格に行う。 

 

 

 

 

第４ 短期借入金の限

度額 

 

１ 限度額３００百万

円 

２ 想定される理由 

（１)運営費交付金の受

入れの遅延等による資

金不足に対応するため。 

（２)予定外の退職者の

発生に伴う退職手当の

支給等、偶発的な出費に

対応するため。 

 

第５ 不要財産又は不

要財産となることが見

込まれる財産がある場

合には、当該財産の処分

に関する計画 

職員借上宿舎の不動産

賃貸借契約の解約に伴

う差入敷金の返還金で

ある現金及び預金の不

＜主な定量的指標＞ 

 

＜その他の指標＞ 

なし 

 

＜評価の視点＞ 

○ 運営費交付金債

務残高の発生状況に

も留意しつつ、中期計

画に基づく予算を作

成し、当該予算の範囲

内で予算を執行して

いるか。 

 

 

○ 予算、収支計画及

び資金計画について、

各費目に関して計画

と実績の差異がある

場合には、その発生理

由が明らかになって

おり、合理的なもので

あるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 運営費交付金に

ついては、収益化基準

に従って適正に執行

されているか。また、

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

○ 中期計画に基づく予算を作

成し、執行に当たっては、更な

る経費の節減に努めた結果、２

６年度においては、予算に対し

一般管理費については１２．

１％、業務経費については８．

８％、人件費については５．０％

の節減となった。 

 

○ 期中に厳格な執行管理を行

い業務を精力的に推進する一

方、一般競争入札の推進等によ

る予算の効率的執行や人件費の

給与水準見直しの継続、退職者

不補充などにより経費の節減に

努めるとともに、出版物等の成

果物の販売促進等により自己収

入の確保に努めた結果、交付金

債務は１７１百万円となった。 

 

○ 各費目に関して、計画と実績

の差異の把握を行い発生理由を

明らかにし、それぞれが合理的

な理由となっている。 

 

 

 

 

○ 運営費交付金については、２

６年度においても一般管理費の

うち年間契約を行っている費用

の一部について期間進行基準

＜評定と根拠＞ 

評定： B 

 

 

 

 

○ ２６年度における利益（３百万円）は、期間進行

基準対象経費における一般競争入札等の積極的な導

入等の業務の効率化により、経費の節減に努めたこと

が主な要因である。 

○ 中期計画に基づく予算を作成し、執行に当たって

は、更なる経費の節減に努めた結果、２６年度におい

ては、予算に対し一般管理費については１２．１％、

業務経費については８．８％、人件費については５．

０％の節減となった。 

これらを踏まえ、Ｂと評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

 

特になし 

 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

○ 予算、収支計画及び資金計画については、中

期計画に基づき作成された予算計画等に基

づき、着実に執行されていると評価できるた

め「B」評価とした。 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

＜その他事項＞ 

 

（特になし） 
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不要財産は国庫納付す

る。 

 １ 国庫納付見込額   

２，７３９千円 

 ２ 出資又は支出の

形態 出資金 

 

第６ 重要な財産を譲渡

し、又は担保に供しよう

とするときは、その計画 

 

 なし 

 

第７ 剰余金の使途 

１ プロジェクト研究等

労働政策研究の内容の

充実。 

２ 研修事業の内容の充

実。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要財産は国庫納付する。 

 

１  国庫納付見込額 

４４０千円 

２ 出資又は支出の形

態 出資金 

 

 

 

 

 

 

 

第６ 剰余金の使途 

１ プロジェクト研究

等労働政策研究の内容

の充実。 

２ 研修事業の内容の

充実。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

債務として残された

経費については、その

理由が合理的なもの

であるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 発生した利益剰

余金（又は繰越欠損

金）については、適切

な業務運営によるも

のか。 

 

 

 

 

 

○ 当期総利益（又は

当期総損失）を計上し

た場合、利益（又は損

失）の発生要因等の分

析を行っているか。 

 

 

 

 

 

 

○ 借入の理由が中

期計画に定められて

いるとおりか。またそ

の額が限度額以下と

なっているか。 

 

○ 具体的な剰余金

を、その他の費用については費

用進行基準により適正に執行し

ている。また、運営費交付金債

務については、一般競争入札等

の積極的な導入、給与水準の見

直し、退職者不補充等の経費削

減及び自己収入の確保の努力等

により生じたものであり、合理

的な理由に基づくものである。 

 

 

 

 

○ 利益剰余金１６百万円のう

ち、２６年度において３百万円

の当期総利益が発生したが、こ

れは期間進行基準対象経費にお

ける一般競争入札等の積極的な

導入等の業務の効率化により経

費の節減に努めたことが主な要

因であり、適切な業務運営によ

るものである。 

 

○ ２６年度における３百万円

の当期総利益の発生要因は、２

１年度から一般管理費のうち年

間契約を行っている費用の一部

について期間進行基準を採用

し、一般競争入札等の積極的な

導入等の業務の効率化により経

費の節減に努めた結果であり、

運営費交付金の収益化により発

生した利益である。 

 

○ 借入金は発生しなかった。 

 

○ 使途に充てるための剰余金

は発生しなかった。 

 

 

○ 事業報告書において、当年度
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第８ その他業務運営に

関する重要事項 

 

１ 情報開示の徹底 

 機構に対する国民か

らの信頼を確保すると

いう観点から、ホームペ

ージ等において、労働政

策研究等について、取り

上げるテーマや機構が

行う必然性、その費用等

を対外的に分かりやす

く説明する。また、決算

情報、セグメント情報の

公表の充実等を図る。 

 

２ 保有資産の見直し 

 保有する資産につい

て、資産の利用度のほ

か、本来業務に支障のな

い範囲での有効利用可

能性の多寡、効果的な処

分、経済合理性といった

観点に沿って、その保有

の必要性について不断

の見直しを行い、保有し

続ける必要があるか厳

しく検証する。なお、不

要と認められるものが

あれば速やかに国庫納

付する。 

 

第９（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７ その他業務運営

に関する重要事項 

 

１ 情報開示の徹底 

機構に対する国民か

らの信頼を確保すると

いう観点から、ホームペ

ージ等において、労働政

策研究等について、取り

上げるテーマや機構が

行う必然性、その費用等

を対外的に分かりやす

く説明する。また、決算

情報、セグメント情報の

公表の充実等を図る。 

 

２ 保有資産の見直し 

保有する資産につい

て、資産の利用度のほ

か、本来業務に支障のな

い範囲での有効利用可

能性の多寡、効果的な処

分、経済合理性といった

観点に沿って、その保有

の必要性について不断

の見直しを行い、保有し

続ける必要があるか厳

しく検証する。 

の使途は中期計画に

定められたとおりか。 

 

○ 労働政策研究等

について、必然性や費

用等を分かりやすく

説明しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 保有資産につい

て効率的な活用が図

られているか。 また、

保有の必要性につい

て見直しを行い、不要

と認められるものが

あれば速やかに国庫

納付を行っているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

における各事業の経過及びその

成果の主な実績のほか、財務デ

ータと関連付けた事業説明を掲

載するなど、当機構の事業の必

然性及び成果並びに費用等につ

いて対外的に分かりやすく説明

をしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 当機構の保有する土地・建物

は、法人設立時に、業務を確実

に実施するための財産的基礎と

して政府から出資されたもので

あり、法人本部の土地・建物は

主として研究に、労働大学校の

土地・建物は主として研修に必

要な資産として、有効活用して

いる。 

 

○ 不動産財産又は不用財産とな

ることが見込まれる財産の処分に

関する計画に基づき、職員宿舎

（民間借上げ）の敷金で返還を

受け現金で保有しているもの

（４４０千円）について国庫納

付を行った。 
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第１０（略） 

第１１ 積立金の処分に

関する事項 

 なし 

 

 

 

 

 

○ 福利厚生費につ

いて、事務・事業の公

共性、業務運営の効率

性及び国民の信頼確

保の観点から、必要な

見直しが行われてい

るか。特に、法定外福

利費の支出は、適切で

あるか。 

 

○ 公益法人との関

係について、透明性確

保に向けた点検・見直

しを行っているか。 

 

○ なお、機構が保有する職員宿

舎（民間借上げ）については、

２６年度末に廃止した。 

 

○ 互助組織に対する支出につ

いては、２３年度より法人とし

ての支出を全廃したほか、健康

保険料の労使負担割合について

も、２３年４月分から労使折半

としている。 

 

 

 

 

○ 当機構は、関連法人及び関

連公益法人等は有しておらず、

また、公益法人等に対して補助

金等の交付も行っていない。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 

 

 

 


